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6.研 究 経 過 の 概 要

本 研究 は北 海道 の全都市 を対象 に 、主 と して 人 口統 計 調査 、事 業所 統計 調 査、 商 業統 計 調査 、工 業 統

計調 査 な どの諸 資料を 基 に 、 こ こ10年 間 に おける 都市 成長 の動 向を マ ク ロ的 に分 析把 握 す る とと もに、

ケ ース ・スタデ ィと して 函館 、小 樽 、室 蘭、 苫小牧 、千 歳 、岩 見沢 、滝 川、 美 唄、 帯広 、釧 路 、根 室 、
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稚 内な ど、 代 表的 な20数 市を と りあげ 、人 口構造 、生 産構造 、生態 構造 、 市民 組織 、年 中行 事、L要 行

政 課題 な どの 変動 ・推 移 等にっ いて 調査 ・研 究 を試み て きた。 いま その研 究成 果 の概要の2、3を 示す

と、以下 の とお りで ある。

1.人 口構 造 とその 変動

戦 後 北海道 ば 急激 な都市 化 を経 験 したが 、 と くに昭 和35年 頃 までの都 市 化 の特徴 は 、札幌 ・函館 ・

旭 川 ・釧路 ・帯 広 ・北見 な との いわ ゆる地 方中核 都 市は い うに及ば ず、 そ の他 θ)小都 市において も人

口 の集 磧を み 、文字 通 り北海 道全 市 に成 長 ・発展 か み られ た。 しか し昭 和35年 頃 を境 に して、北海道

の 都 市の 都市化 現 象に新 たな 変化 が生 じた。 それ はい うまで もな く炭 鉱 の閉 山や 特殊 産業 の構造 不況

お よび200海 里問題 等 に よる、 いわ ゆ る産炭 都 市(タ 張、 美唄 、芦 別 、赤 平、三 笠、 歌志 内)、Z業

都 市(室 蘭)お よび農山 漁村 の中 心都 市 た る地方 小 都市(稚 内、網 走、 根室 、紋 別、 名寄 、士別 、深

川 、富良 野 な ど)の 驚 異 的な 人 口減 少 で あっ た。 しか もこの傾向 は いまな お続 いて い る。

つ ま り北海 道 の都 市 は、昭和35年 と45年 以後 に おけ る経済 社会 の変 動 に よ り、ナ き く発展 型 、停滞

型 お よび衰退 型の 三類型 に分化 し、 なおそ の度合 いを一 層鮮 明 に深化 させっ っ あ る とみ る こ とが で き

る。 この ことは、 昭和60年10月1日 実 施 の国勢 調 査 の結果(概 数)に よ って も明 らか て あ る。 つ ま り

道 内32市 の うら、人 口が増 加 したの は僅 か12市 で 、残 り20市 はみ な減少 都 市 で あ る。 しか も人 日増 加

都 市'12市の うち増 加率 の高 い のは恵 庭(12.6%)、=F歳(10.2%)、 札幌(10.1%)、 帯 広(5.9%ノ 、

江 別(4」%)の5都 市 で 、他 は これ よ りも著 しく低 いっ また 人口減少 都 市20市 の うち減少 率 の高 い

の は夕張(-241%)、 赤'F(-11.1%)、 室蘭(-9.3%)、 芦別(-8.99わ 、三笠 ←7.8%)、

歌 志 内C-5.6%)、 根 室(-5.1jo)、 紋 別C-5.0%)の8市 で あ る。 なお、 前 回の 国勢調 査に

おいて 発展 型 都 市で あ った 函館 と釧路 が今 回 の調 査で は人 口減 少都 甫 とな り、 また増 加都市 て あ ると

して もそ の増 加率 にお いて極 め て低 か った旭 川、北 見 が、 と もに北 海道 にお ける 主要 中核都 市で あ る

だ け に、今 後 の動 向が 特 に注 目 され る とこ ろで あ る。

2.都 市 成 長 と中枢 管理 機 能 の集 積

北 海道 経済 の地域 構造 は、 札幌市 を 中心 とす る道 央地 域 の経済 活動 が他 に抜 きん 出て活発 で、札幌

市か らの距 離 が 増 大す る に従 って 経済 活動 が 低Fす ると い う求心 構造 を形造 って いる。 この求心 構造

を 形成 せ しめて いる要 因 は、 基本 的 には 中枢 管理 機能 の集積 の累積 的拡大 にあ ると考 え られ る。

と ころで 中枢 管理 機能 とは 、一 般 的 には、 「当 該都 市お よびそ の周辺 地域 の経済 的、社 会的活 動 を

調 査 、研 究 、情 報提 供 を通 じて 決 定 し、管 理 し、統 制 し、 これ らの活動を 円滑 な ら しめ る機能 」 と解

され て い る。 そ して この意 味 で中枢 管理 機 能 の集積 は、 具体 的には 、まず第1に この集積 の利 益 の内

部 化 して 企 業採 算 を より有 利 にす る ため に各種企 業が 集 ま り、第2に この雇 用機会 の増加 に よ って労

働 力 が 集中 し、第3に 集 中 した企業 や労 働力 に対 して また財 貨や サ ー ビス を提供す る企業が 集 ま り、

第4に それ らの 諸結 果 と して農 産物 な どの需要 を拡 大 し、 そ して最 後 に これ らの集 中 ・集積 が また 中

枢 管理 機能 の集 積 を もた らす とい う、 いわば一 種 の相互 関連 的な 拡大 運動 を展開 してい る。 した が っ

て 中枢管理 機 能 は 、規模 が大 きけ れば大 き いほ ど、 質が 高 けれ ば高 いほ ど、 またそ の機能 が 多様 的 か
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っ複 合的 で あれ は あ るほ ど、そ の力 は 、級 数 的 に増大 し、 ーまた波 及 す る範 囲 も拡大 して、 そ の都 市 の

発展 ・成 長 を促 す こ とに な るo

従 来、 都 市 の成 長 ・発 展 に直 接影 響 を 与え るo)は 、 主 と して 一L業生産 的 機 能で あ り、 した が って 、

「業化 と都 市化は 極めて 密接 に関連 した経済 社会現 象 で あ る と見傲 され て きた。 しか し、 そ の後 都 市

へ の人 日 と産 業の 集積/よ,一 方 にお いて、 流通 ・販売 な どに関 す る機能 の 集積 を 高め、 結 局 それが 、

都 巾の 発展 ・拡 大 を もた らす ので あ る。 つ ま り、 第3次 産 業の発 展 が、 都市 化の 主要 要因 で あ る と見

傲 され る よ うにな っ たので あ る。 そ して更 に 最近 で は、 都 市の成 長 ・発 展 を促 す 原動力 と して 中枢 管

理 機 能 の役 割か 重視 され、 中枢 管理 機 能が 都 市の 累積 的拡 大 を促 し、 また 影響 圏 ドに あ る地 域 に 対 し

て も先導 的 役割 を 果す 牛)のと して 、そ の意 義 が強 調 され るに至 った。

われ われ が これ まで,中 枢管 理機 能 の分 析法 の 検討 を 含 めて 、新 た な 立場か ら道 内 都 市の機 能分 析

を行 な って きた、諜 細 な報 告は 後 日にゆ ず る こと と し、 こ こで は2、3の 点 のみ を 指摘 す る こ とに と

どめ る。

ll)札 幌rlJは 北海 道に 集債 して い る中 枢管 理機 能 の約44%を 占 めて お り、 これ は第2位 、3位 の旭 川

市お よひ 函館 市の5倍 以Lに 当 る。 特 に札幌 市に集 債 して い る44%の 中枢 管理 機 能 は、 旭川 市や そ

の 他道 内 他都 市に分散 して い る残 り56%の 機能 よ りも、そ れ が一点 に集 中 して い るだけ に遥 か に強

い機能 を ち ・て い ろと いえ る。

!2)札 幌ll∫へ の 中枢管理 機 能の集 中 は 、経済 的、 浮政 的、 文 化社 会的機 能 の すべ て にお いて み られ 、

揖 こ、影 響圏 の大 きい機能(北 海 道 全域 に及 ぶ 機能)ほ ど札幌 市に集 中 して お り、 札幌 市 の もっ 中

枢管理 機 能 は、 単に そ の絶 対価 が大 きいだけ でな く、 多様 的 かっ 高 水準 の機 能 で あ る。

/3)各 都市 にお ける中 枢管 理機 能の集 積 を年 次別 変 化(昭 和43年 と58年 の比較)で み る と、 行政 的機

能 の 集積率 は 各都 市 と も高 くな って い るが(但 し小樽、 タ張 、芦 別、 赤 平 、三 笠 の5市 は低 くな っ

た)、 経 済 的機 能 こ文化 的 社会 的機能 にお いて は、殆 ん どの 都 市 は比 率 に おい て低 下 し、 上昇 した

のは 経済 的機 能 では僅 か に苫小牧 、江 別 、 干歳 の3市 、 文化的 社 会的 機 能 では 苫小牧1市 だ けて あ

っ た、、 こ0)こ とは 、 裏を か えす と、 それ だけ札幌 市へ の集積 が大 き くなって い る とい うこ とを物 語

る も のて あ る。

7.研 究 成 果 報 告 書

紙幅 の関係 ヒ、以一ヒに述 べ た全 部を ここ に印刷 ・報告す ろ こ とは で きな い。 したが って ここで は研 究

の成 果 を以 ド∂形 で とり まとめ た。

第1章

第2章

第3章

第4章

第5章

第6章

都市成長分析の基本問題

札幌市の地域特性 と都市成長

都 市 フ リン ジの 形成過 程

町内会 と地域福祉活動

構造不況と都市社会の変動
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第1章 都市成長分析の基本問題

笹 森 秀 雄

1.分 析 上 の 諸 問 題

都 市 成 長(UrbanGrowth)と は何 か 、 都 市 成 長 の 鍵 は 何 か 一 こ うい っ た 問 は 、 そ れ が 発 展 都 市

で あ ろ う と衰 退 都 市 で あ ろ うと 、 そ こ に住 む 市 民 や 市 政 担 当 者 た ち が 、 長 い 間 つ ね に等 し く考 え悩 ん で

き た 問 題 で あ る。 した が っ て 、 こ の よ う な 問 題 に対 して 、 そ れ ぞ れ の 立 場 か ら何 等 か の 解 答 を 与 え る こ

とは 、 そ れ ほ ど む ず か し い こ と で は な い。 け れ ど も、 こ の 言 葉 が 内 包 して い る 意 味 や 要 素 を 網 羅 し、 か

っ 来 るべ き時 代 の 要 求 を も先 取 り して 、 そ の 上 で 分 析 的 に も有 用 な 一 般 的 な 解 答 を 与 え よ う とす る と、

これ は 意 外 に む ず か しい 仕 事 で あ る。 そ の 理 由 は 、 お よ そ 次 の3点 に求 め られ る よ う に 思 わ れ る。

第1点 は 、 都 市 成 長 と い う言 葉 が 、 極 め て 多 面 的 で 複 雑 な 内 容 を 含 ん で お り 、 し たが っ て網 羅 性 と い

う点 を 重 視 す れ ば 、 た い へ ん 広 い 定 義 が 必 要 に な る と い う こ と。

第2点 は 、 等 し く都 市 成 長 と い っ て も、 そ れ に 含 ま れ て い る 諸 要 素 に 対 す る重 点 の お き 方 が 、 時 代 の

要求 に よ って 、 ま た そ の都 市 の 発 展 段 階 や そ れ を 取 り巻 く立 地 条 件 、 な ら び に そ の 政 治 体 制 の 如 何 に よ

って 、 微 妙 に 変 化 す る と い う こ と。

第3点 は 、 都 市 成 長 に 関 して は 、 す べ て の人 び とが 何 事 か を 知 っ て お り、 し た が って 、 た ま た ま 自分

自 身 が 経 験 した こ と、 お よ び 自分 が 身 に っ け た 部 分 理 論 あ る い は 特 殊 理 論 か ら のみ 都 市成 長 の 問 題 を 把

握 し、 よ り 広 い 全 体 論 的 立 場 か らそ の 問 題 を 掘 り 下 げ て み る と い う姿 勢 に 欠 け て い る と い う こ と。

さ て 、 従 来 わ れ わ れ が 依 拠 して きた 都 市 成 長 理 論 の 接 近 方 法 と して は 、 い ろ い ろな 人 び と の も の が あ

る が 、 い ま 思 い つ く ま ま に そ れ ら の 人 び と を 挙 げ る と 、 古 くは イ タ リア の 学 者 ボ テ ロ(G .Botero)を

は じめ 、 ク ラ ン ジ ュ(F .Coulanges)、 ピ レ ン ヌ(H.Pirenne)、 ハ ワ ー ド(E .Howard)、 ウ エ

ーバ ー(M
.Weber)、 ゾ ンバ ノレ ト(W.Sombart)、 ジ ン メ ル(G.Simmel)、 ア ドナ ・ウ ・ 一バ ー(A ,

Weber)、/¥° 一 ク(R.E.Park)、 バ ー ジ ェス(E.W.Burgess)、 マ ッ ケ ン ジ ー(R .D.Mckenzie)、

ワ ー ス(L .Wirth、 、ダ ン カ ン(0.D.Duncan)、 ホ ー リー(A .H.Hawley)、 ボ ー グ(D.J.Bogue)、

マ ン フ ォ ー ド(L .Mumford)、 ドク シ ア デ ィス(C.A.Doxiadis)、 レ ッ シ ュ(A.Losch)、 パ ー ロ

フ(H.S.Perloff)、 トン プ ソ ン(W.R .Thompson)、 ロ ブ ソ ン(W.A.Robson)、 フ ー バ ー(E.M.

Hoover)、 ウ ッ ド(R.C.Wood)、 バ ー ノ ン(R .Vernon)、 デ ッ キ ン ソ ン(R.E.Dickinson)、 ゴ ッ

トマ ン(J.Gottman)、 そ して ベ リー(B .J.L.Beery)な ど が い る。

こ れ ら の 人 び との 接 近 法 に は 、 あ る 面 で 共 通 点 もみ ら れ るが 、 しか しま た た とえ ば 、 都 市成 長 の 分 析

に 当 って 、 何 を成 長 的 与 件(要 素)と し、 何 を 非 成 長 的 与 件 と す る か の 区 別 や、 ま た 諸 変 数 の な か で 、 何

を 戦 略 的 変 数 と し、何 を 従 属 変 数 とす るか の 判 断 にお いて は 、 各 接 近 法 に か な り の 差 が み られ 、 そ れ 故 そ

れ ら の な か か ら 、 時 代 や 場 所 や 体 制 を 超 越 して の い わ ゆ る 「普 遍 的 な 決 ま り」 とい った も の を 選 び 出 す

こ と は 、 ほ とん ど 不 可能 に 近 い と い っ て よ い。
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したが って 、 大抵 の 人 び とは、 これ らの人 び との接近 法 のな かか ら、 一つ ない し二っ 以上 の ものを 思

い思い に取 り出 し、そ れを適 当 に修 正 な い し再 編成 して、 自己 の都市 成 長理 論 の基礎 と して い る とい う

のが一般 的 な傾 向で あ る。 ここ に、 都 市成長 分 析 の問 題点 、 っ ま りむず か しさが あ る。

2.本 研 究 の ね ら い

以上 の実 態を 考 え ると、 都市 成長 の研 究 にお いて われ われ が とるべ き態 度 は、 基 本的 には二っ あ る と

思 われ る。

第1は 、 初 めか ら自己の 研究 領域 を 限定 して、 これ迄 に展 開 して きた都 市 成長 理論 の なかか ら どれ か

一 つを 取 り出 し、 それ を更 に深 く追 究 し、 そ の分析 用具 にっ い て も更 に磨 きを か けた り、 ま たそ の研 究

のなか で新 しいモ デルを 開発 した り して、 そ の現実 へ の応 用 と把握 に一層 の工夫 を こ らす ことで あ る。

第2は 、 極 めて 困難 な仕事 で あ るが 、で き る だけ大所 ・高所 に立 って 、 多 くの都 市成 長理 論 の なか に

み られ る併存 、 対立 お よび 競合 の様 相 を整理 ・展望 し、 その な かか ら、 よ り一般 的 な理 論 の構築 に役 立

ち得 る よ うな基 本的 枠組 を 選 び 出 し、 それ を まず分 析棚 に配列 して み る こと、 そ して その上 で、 それ ぞ

れ の歴 史的 ・社会 的状 況 に応 じ、 その 時代 の該 都市 の問題 に適 合 す る よ う、 そ れぞ れ の都市 成長 理 論 を

再編成 す る道を 準備 す る こ とで ある。

われ われ の最 終 的な ね ら いは、 い うまで もな く第2の 仕事 を達成 す るこ とに あ るが、 しか し今 は 残念

なが らまだ その域 に達 して い な い。 した がって わ れわ れ は、 ね らい と して は 一応第2の 仕 事 を 目指 す と

は いえ 、実際 には、 ここ では 、

1.都 市 成長 とは何 か

2.都 市 成長 は如何 に行 わ れて き たか

3.都 市成長 の鍵 は 何か

とい った 問題、 っ ま り都市 成長 の定 義 、形 態 お よび要 因 の三 つの 問 題 に考察 を 限定 し、 と りあえず 以

下 にお いて試 み る、 北海 道都 市 の具体 的分析 のた めの基 礎 整備作 業 を 行 って お きた い と思 う。

3.都 市 成 長 と は 何 か

「都 市成 長 とは何 か」 とい う問 題 に対 して は、 そ れぞ れ の立場 か ら、恐 ら く広狭 種 々様 々な定 義が 可

能 で あろ う。 しか しその いず れ の場合 にお いて も、 最小 限次 の三 っ の点 につ いて、 予 め何 等 かの 限定 を

付 して お く必要 が あ る よ うに 思 う。 すな わ ち、

第1は 、 「都市 成長 」 とい う場合 の、 その 「都市 」 の本 質 とか不 可還 元 的要素 と して、何 を選 ぶか 、

二 つ以上 の ものを 選択 した場合 、 どれ に重 点 を置 くか、 またそ れ らを ど う組 み合 わせ る か、

第2は 、 「成 長 」 とい う言葉 に どんな含 蓄 を与 え るか、 また その な かの どれ に比 重 を 置 くか、

第3は 、成長 を はか る時 間 的単位 と して、 どれ 位 の時間 を考 え るのか 、

とい う3点 で あ る。

こ こでは まず 、 いろ い ろな可能 性 につ いて考 え ると と もに、 本 研究 にお け る私 自身 の限 定 にっ い て述
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べ る こ とに した い。

まず、第1の 「都 市」 を と らえ る基本 的指 標 か らみ る と、 従来社 会学 の領 域で は、 ア メ リカ の社会 学

者 ソロ ーキ ン(P.A.Sorokin)、 に代 表 され るよ うに、複 数指 標 、例 えば職 業、環 境、 地域 社会 の大 き

さ、 人 口密度 、 人 口の異質 性 と同質性 、 社会 的 文化 と階 層化(役 割 の分化 と地位 の分 化)、 社会 的 移動

性 、相 互行 為 の組 織 な ど、 多 くの指標 を 用 いて そ の本質 や特 性 を示 す のが一般 で あ った。 指 標 の数 や 内

容 や その 比重 の置 き方 には差 が あ る と して も、 同 じ傾 向 は、 ウエ ーバ ーや ゾ ンバ ル トや ワース等 に も等

しく見受 け られ る と ころで あ る。 ただ、 バ ー ジ ェスの 「都 市 の成 長 」理 論 のみ は、 それが 主 と して 都市

の地 域 空 間構造 をそ の膨 張拡大 過 程 と して捉 えた もの で あ ると い う点 で 、他 の人び との見解 とは若干 異

なる もの で あ るとみ るこ とが で き よ う。

と もあ れ以上 の よ うな指標 は、 確 か に都 市 の特 性 とみ られ る ものを 示 して い る。 しか し、 後 に触 れ る

よ うに、 「成 長 」 とい う言葉 に込 め られ て いる含蓄 か らす ると、 それ らの指 標 は、決 して十 全 な もので

あ る とは い えな い よ うに思 われ る。 そ の点 、 鈴 木栄 太郎 博士 の、 「都 市 とは 、国民 社会 におけ る社会 的

文化 的 交 流 の結節 機 関を そ の うち に蔵 して い る事 に よ り、 村 落 と異 って い る ところの聚 落社 会で ある。tJ

とす る都 市 の定 義 は、都 市 を と らえ る基 本 的指 標を 考 え る場合 、極 めて示 唆 に富む もので あ る。 特 に次

の指 摘 は、従 来 の見 解 に対 す る批 判 と して 、興 味深 い ものが あ る。 す な わち、 「私 の理 解 す る ところに

よれ ば、 都市 は結 節 的機 関 の集合 して い る とこ ろで あ る。 都 市を して都 市 た ら しめて い る もの は、 そ こ

に存 す る結節 的機 関で あ るか ら、都 市 の大小 は、結節 的機 関 の量 の 多少 で あ って、 人 口量 の大小 とか 、

人 口稠 密度 の大小 とか 、交通 量 の大 小 とか 、地 価 の高 低や 社会 的 流動性 の 多少 等は 、結 節的機 関の 多少

に伴 う随 伴 的現 象 にす ぎな い」 ので ある と。 なお 、博士 は 、都 市 に存 す る結 節 的機 関 と して、次 の9種

を 挙 げて いる0

1.商 品 流布 の結 節 的機 関 一 御小売 商 、組 合 販売 部

2.国 民 治安 の結 節 的機 関 一 軍隊 、警 察

3.国 民 統 治 の結 節 的機 関 一 官 公 庁 、官設 的 諸機 関

4技 術文 化 流布 の 結節機 関 一 工 場、 技術 者 、職 人

5.国 民信 仰 の結 節 的機 関 一 神社 、寺 院 、教会

6.交 通 の結節 的機 関 一 駅 、旅 館 、飛 行場

7.通 信 の結節 的機 関 一 郵 便局 、電 報電 話 局

8.教 育 の結節 的機 関 一 学 校、 その他 各種 教育 機 関

9.娯 楽 の結節 的 機 関 一 映 画館 、パ チ ン コ屋 な ど

鈴 木 博士 の 「結 節機 関 論 」 と以上 の 「結 節 機 関の分 類 」 は、 都市 を考察す る上 で極 めて 卓越 した理 論

で あ る。 しか し、都市 の機能 や構 造 を分 析 す る場合 、以 上 の結節 機 関の分類 を いま少 しキメ細 か に分 類

した ほ うが、 よ り現 実的 で あ りかっ 有用 で は ないか と考 え る。 す な わち、博士 の分類 中第4の 「技 術 文

化 流布 の結 節 的機 関 」を 、 更 に、

① 保 健 維持 の結 節 的機 関 一 病 院 、診 療所 、 助産所 、浴 場
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② 建 設 の結 節 的機 関 一 建 築 会社 、 大工

③ 製造 修理 の結節 的機 関 一 工場 、 修理店 な どに分 け た ほ うが よ いで あ ろう し、 また以 上 の ほか に、

④ 金融 ・保 険 の結 節 的機 関 一 銀 行 、信 用 組合 、生 命保 険 会 社

⑤ 報 道 の結節 的機 関 一 新 聞社 、放 送 局 、出版 社

⑥ 営 利 的特殊 団体 と して の 結節 的機 関 一 飲食 店組 合 、理 髪 店組合 な ど

⑦ 非 営利 的特 殊 団体 と して の結 節 的機 関 一 連 合 青年 団、 婦 人連 合 会、 各種 学 会 な ど

を 加 え た ほ うが 、 より一 層 現実 的 で はな いか と思 う。 そ して 本研 究 で も、事 実 この種 の分 類 を採 用す

るこ とに して いる。

ところで、鈴 木博士 が指 摘 して い る よ うに、結 節機 関の 研究 は、 確 か に都市 研 究 の 中枢 的 部 門を なす

もので あ る。 しか し、 結節 機 関 の研 究 は、都 市 研究 の中枢 的部 門 で は あるが 、決 して そ の全 体ではなし0

何 となれ ば、 都市 は機 関 が集 ま って いる と ころに は違 い ない が、 しか し、人 が住 ん で い る ところで あ る

こ ともまた 事実で あ るか らで あ る。

この よ うにみ て くると、第1の 都市 を と らえ る基本 的指 標 と して は、必 ず しも都 市特有 の指標 とは い

え ないが、 最近 特 に論 議 の対 象 とされ て い る 「生活 の質 」(qualityoflife)の 問 題等 を 考慮すると、

人 口、 結節 機 関、福 祉 の三 っ を挙 げ るの が至 当 で あ ると考 え る。

さて 、第1の 問 題 に あま り に も多 くの時間 を費 した が、急 ぎ第2の 「成長 」 とい う言葉 に 込 め られ る

べ き含 蓄に っ いてみ る と、 や は りその 中に は、 「子供 の成 長 」 とか 「人 間 の成 長 」という場 合 と同様 に、

規模 の拡大 、 構造 の高度 化 、 主体 的態 度の 形成 とい う三 っの 含 蓄を付 与 す べ きが 妥 当で ある と考 え る。

最 後 に、第3の 成長 を はか る時 間的 単位 にっ いて述 べ る こと にす る。これは 、最 低1年 位 か ら最 高500

年、 な い し1,000年 とい った 超長 期 にわ た る もの まで い ろい ろあ るで あ ろ う。 また その 中間 と して、5

年 、10年 、20年 、30年 、40年 、50年 そ して100年 な ど、 いろ い ろな 期間 を設 定 す る こ と もで きよ う。 本

研 究で は、時 に松 前や 江差 な ど、 いわ ゆる幕 末 体制 下 の北 海道 都市 に触 れ る こと もあ るが、 しか し原 則

的 には、 終戦 時 か ら今 日迄 の 約40年 間 に期間 を 限定 して、 この間 にお け る都市 成長 の実態 を分 析 す る こ

とに した しb

さて、 以上 に述 べ た第1の 都市 を と らえ る基本 的諸 指 標 と、第2の 成長 とい う言葉 に付 与 された三 っ

の含蓄 とを組 み合 わせて み る と、 不完 全 な が ら、第1表 に み られ るよ うな都 市 成長 分析 の諸基 準 が 出来

上 る。 こ こで は過 去 の都市 成 長分 析 に お いて 用 い られ た諸指 標 と諸 方 法 とが、 ある程度 察 知 で き るよ う

細 項 目のなか に工 夫 したの であ るが、 残 念 なが らまだ十 分 に生 か され て いな い。 特 に福 祉 の指 標 と三 っ

の含蓄 との組 み合 わ せ は、極 めて 未成 熟 で あ り、 今後根 本 的 に再構 成 しなけ れば な らないと考 えている。

第1表 は、 い ろい ろな点 で まだ未 完 成 で あ り、 したが って 過渡 的な 都市成 長分 析 図式 で ある。 しか し

この第1表 を 眺 めて気 づ くこ とは、

第1に 、今 迄 な され て きた都 市 成長 の諸 定 義や 測定 諸基 準 は、大 抵 は この表 の なかか ら一っ な い し二

っ以上 の もの を取 り出 し、 それ を思 い思 いに組み合 わせ た もので あ ると い うこと、

第2に 、 したが って、 どの定義 に して もまた基準 に して も、一 っだ けで もって 都 市 成長 の 全面 を十 分
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第1表 都市成長分析のための諸基準

都市をとらえる指標

三 つ の
基本指標

人 口

結節機関

福 祉

細 目的な諸指標

年 少 人 口

生産年 齢 人 口

老 年 人 口

自 然 増

社 会 増

第1次 産業人口

第2次 産業人口

第3次 産業人口

行政的結節機関

経済的結節機関

社会文化的結節

機関

実 質 所 得

実 質 消 費

貯 蓄

修 学(教 育)

労 働 時 間

健 康

余 暇

奉 仕

平 等

成長という言葉に込められている三つの含蓄

規 模 の 拡 大

大増の数口人

大増の数用雇

機関数の増大

市場(支 配 ・影響圏)

の拡大

従業者数の増大

(規模の拡大)

各種施設の増大

1人当り実質所得の増大

1人当り実質消費水準

の増大

修学年限の延長

労働時間の減少

平均寿命の延長

医療機関の整備 ・増大

余暇時間の増大

社会参加の増大

男女平等

地域格差の是正

構 造 の高度化

年齢 構成 の 変化

有 業人 口の変化

全就 業人 口 に占 め るホ

ワイ トカ ラー人 口比 の

変化

組織の合理化

機能の専門化

効率性の増大

工場生産性

労働生産性

高次加工化

半製品生産から完

製品生産へ

機関業種の多様化

社会資本の比重変化

家計構造の変化

市民所得 と市の予算割

合の変化

市の予算における支出

構造の変化

階層 ・産業間の構造的

不均衡の是正

主体的態度の形成

子供をもとうとする傾

向

高等教育に対する関心

職業選択に対する関心

アイデアの開発

新技術の導入 ・開発

新製品の開発

業界組織の強化

研究技術の設置

教育技術の設置

自立性の増大

投資性向

満足感の追及

必需品 ・便宣品 ・

快適品の購入

市政に対する関心

有用感の醸成
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にカバ ー し得 ない とい うこ と、

第3に 、 その 意味 で は、す べ てが 部分 的な定 義 で あ り、 か っ部 分 的な 測定 で ある とい うこ と。 い いか

え る と、研 究者 が と りあげ た指 標 ・含 蓄 の範 囲 を越 えて適 用 す れば 、誤 りに陥 りやす い と い うこ と、

で あ る。

以 上、 いろ いろな 問題点 につ いて 検討 して きたが 、最 後 に、 こ こでの 課題 で あ る 「都 市成 長 とは何か」

とい う問 に答 え るな らば 、 一応次 のよ うに い うこ とが で き る と思 う。 す な わち 、 「都 市 成長 と は、人口、

結節機 関 、福祉 といった 都市 の基 本 的指 標が 、 あ る時間 的経 過 の なか で 、規模 に おい て拡大 し、構 造 に

お いて 高度 化 し、 主体 的態 度 に お いて あ る方向(例 えば、 自主 、創 造 、連 帯、 実 践 とい った態度)に 変

化す る こ とで ある。 」 と。

4.都 市 成 長 の 諸 形 態

ここで の課題 は、 以上 の意 味で の 都市成 長 が、 事 実 どのよ うな形 態 を とって 行 わ れて きたか、それを 、

歴 史的 事実 に基 づ いて検 討 してみ る ことで あ る。 そ の場合 、特 にそ れ が都 市成 長 の諸 形態 にっ いて の一

般 化を 企図 す る もので あれ ば 、成 長を はか る時間 的単 位 も、 単 に30年 とか50年 とか に限 らず、100年 と

か200年 あ るいは500年 とい った、超 長期 を とり あげて み る こ とが 必要 で あ ろ う。 また、 そ の対 象 も、

わが国 のみ に限 らず、 もっ と視 野 を拡 げて 、例 えば西 欧 諸 国の資 本 主義体 制 は もち ろん、 更 に は混合 主

義体 制や 社会 主義 体 制 下の 都 市 につ いて も、一 考 して み る こ とが 必要 で あろ う。

しか し、今 こ こで はそ れ を試 みて い る時 間 的余裕 もな い し、 また正 直 な ところ、 そ の ための 準備 もで

きて い な い。 したが って こ こで は、 大変 不 本意 な が ら、本 州諸 都市 のそれ との対 比 の なか で、 北海 道 に

お ける都 市成 長 の諸形 態 にっ いて、 そ の主要 骨格 と もい え る ものを2、3確 立 して お くに とどめ た い。

① 北 海道 にお ける都 市成 長 は 、本 州 のそ れに 比 べ ると極 めて お そ く、明 治 以後 と くに第2次 世界 大戦

後 の産物 で あ る とい って よ い。

周 知 の よ うに、本 道 の開 拓が 本格 的 に始 め られ た のは 、今 か ら115年 前 の明治2年 に北 海道 開拓 使

が設置 され てか らで あ る が、 それ は 日本 政 府 の手 に よる 国策 と して の開 拓で あ って、 それ 以前 の い わ

ゆ る和 人渡 来 に よる開拓 は 、ず っと古 い歴史 を もって い る。

阿倍 比羅 夫 の蝦 夷 討伐 は ともか く と して、 津 軽地 方 の豪 族 で あ った 安東 盛 季が 南 部義 政 との争 い に

破 れ て、 一族 郎党 を引 連 れ て蝦 夷 島へ 敗走 したのは嘉 吉3年(1443)12月 とい われて いるか ら、 今 か

ら541年 前 の ことで ある。 そ の後 、 和人 の渡 来 は次第 にそ の数 を増 し、主 と して東 は汐首 岬 附近 か ら

西 は厚 沢部 川辺 にいた る間 に、 あ るい はえ そ の部落 と雑 居 し、 ある いは要 所 に館 と称 す る小砦 を 構 え

て 付近 の住民 を管 理 す る な ど、 次第 に拓殖 の地 歩 を固 めて い った。

特 に、 天文 年 間 に松 前氏 が蝦 夷地 を 平定 し、 また豊 臣秀 吉 の没 後物 情 穏 かで な いの に備 えて、慶 長

5年(1600)徳 山 の南台 地 に新 城 を築造(落 成 は慶長11年)し て この地 を福 山(現 在 の松 前)と 名 づ

け、 更 に元和5年(1619)に 大 館 町 と寺町 を 集め て城 下 町を 形成 す る に及 んで、 福 山 は文字 通 り蝦 夷

最初 の、 しか も蝦夷 最 大 の都 市 とな る に至 った。 そ の後 、 ロ シアの 東漸 に端 を発 し、北 辺 の防 備 と開

9



拓 の急 務 が唱 え られ 、一段 と拓殖 の歩 を進 め 、箱 館が 開港 場 と して北 門 の主部 とな り、商 港 都市 函 館

の基礎 をつ くった。 他 は漁港 町 と しての 江差 が一 時 大 いなる発達 をみ た。

㈱ 安永6年(1777)の 松 前 藩 の人別 帳 に よる と、和 人地 戸 口6,422軒 、2万5,633人 、うち城 下1,434

軒、5,006人 とな って お り、 また文 化8年(1811)の 調 べ では、松 前 ・江差 同付属 村村 計5,263軒 、

1万9,708人 とな って い る。 ま た箱 館 は天 明5年(1785)戸 数453、 人 口2,025人 とな って お り、

文化8年(1811)の 調べ で は、 箱館 市 中 ・同付 属村 々6か 場 所戸 口2,419軒 、1万622人 とな って

い る。 ま た嘉永6年(1853)の 調 査で は、 箱館 の戸 口1,739軒 、9,419人 、うち男4,560人 、女4,859

人 とな って いる。

け れ ど も、 この よ うな 中世 以降 の北 海 道 にお け る都市 形成 は、本 州 におけ るそれ に比 べ ると著 し く

未 発達 の もので あ っ ≠ら

中世 末 の都 市 の総数 が どの くらいで あ ったか は判 然 と しな いが、 しか し少 な く見 積 って も500な い

し600以 上 に及 ん だの では な いか と推 測 されて いる。

これ らの 中世都 市 の うち に は、 中世 の終 末を またず して 、 また 中世 の終末 とと もに、 その都市 的生

命 を終 った もの も少 な くは なか った よ うで あるが 、 しか し中 世の 主要 都市 は、 近 世 に入 って 、更 に一

段 と都市 的発 展 を遂 げ、 あ るいは その 発展 がや や緩 慢 で あ った と して も、近 世 的小 都市 と して、 特 に

農 村 の在郷 町 と して 、 その都 市的生 命を 維持 継続 しえ た もの もまた少 な くはな か った。

原 田伴 彦氏 は 、 中世都 市 か ら近 世都市 に発展 して い つた主要 な もの と して 、 黒川(会 津若松)、 白

河 、 十三 湊 、米 沢、 秋 田、 大宝 寺(鶴 岡)、 酒 田 、府 中(常 陸)、 水戸 、 円福寺(銚 子)、 結 城 、関

宿 、 佐原 、船 橋 、 日光、 宇都 宮 、 足利 、厩 橋 、和 田(高 崎)、 桐生 、安 中 、倉 賀野 、松井 田 、江戸 、

川越 、熊 谷、 深 谷 、忍、 八 王子 、岩 槻、 神奈 川、浦 和 、品 川、小 田原 、藤沢 、越 後府 内(直 江 津)、

寺泊 、柏崎 、 城端 、 魚津 、富 山 、放 生津 、 七尾 、輪 島、 尾 山(金 沢)、 小松 、宮 越 、越 前府 中、大野、

北 ノ庄(福 井)、 三 国、金 津 、敦 賀 、小 浜 、 身延、 甲府 、 吉田(甲 斐)、 諏訪 、善 光 寺 、坂 本 、高遠 、

飯 田 、福 島、韮 山、駿 府 、 沼津、 藤 枝、 島 田、蒲 原 、 引間 、見 附、 岡崎 、赤 坂 、御油 、 吉 田(豊 橋 天

田原 、 大浜 、清 洲 、犬 山、 名 古屋 、熱 田、岐 阜、 加納 、 大垣 、 坂本(近 江)、 長 浜、 日野、大 津、母

木 、 今 津、 八 幡、 瀬 田、 草津 、野 洲、 愛智 川 、京 都 、石 清水 八幡 宮 、淀 、宇 治 、鳥 羽 、大 津 、山 田、

大湊 、 亀 山、 津 、桑 名、 奈良 、今 井 、高 野 山、粉 河 、新 宮、 大 坂、 西宮 、伊 丹、 高槻 、尼 崎、兵 庫、

平野 、堺 、 貝塚 、 富 田林 、姫 路、 三 木、 岡山 、西 大 寺、 尾道 、靹 、 三次 、厳 島、 山 日、長府 、赤 間 関、

柏 原(丹 波)、 鳥 取、 杵築 、浦 戸 、 中村 、門 司、 豊 後府 内、 博 多、 高良 山、 大村、 平戸 、長崎 、 ロノ

津 、 島 原、 人 吉、 八代 、高 瀬 、 川尻、 佐士 原 、飢 肥 、都城 、宮崎 、鹿 児 島、 山川 な どを挙 げて いる。

そ して これ らは いず れ も、 近 世都 市 の重 要 な部 分 を構 成 す る もので あ った と してい る。

なお、 原 田氏 は、 この近 世 都市 の総 数 が どの く らい まで及 ん だか にっ いて、次 の よ うに述 べている。

す な わち、 「一藩 領平 均約15箇 前後 の在郷 町 を含 む 都市 が存 在 した とみて 、全国200余 藩 、 それ に幕

府 直 轄領 を 加 え る と、 都市 総数4,000に 及 ぶ とい う計算 も出て くる こ とに な る。 と もあれ漠 然 た る 数

字 で あ るに して も、都 市 と して 考 えて もよい聚 落 は、3,500前 後 にな って いる とみ て よいか と思 われ
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る。 」 と。

この近世 都市 の数 は、 中世 のそ れ に比 べ ると約4倍 とい うこ とに な る。 都 市 ま たは 町場 が成 立す る

背 景 に は、 い うまで もな く農業 生産 力 の発 展 と、 そ れ に伴 う農 業 と手工業 との 分離 、 お よび商 品交 換

のた めの 市場 の発達 が 必要 不可 欠 の要件 で あ るか ら、 この点 を考 える な らば、 蝦夷 地北 海 道 にお け る

都 市 的集 落 の未発 達は む しろ当然 の結 果 で あ るとい え るか も知 れ な い。

か って 、奥井 復 太郎 博士 は、 明治 以 来 の本邦 都 市 の発展 情 勢 を とらえて、 次 の よ うに述 べ た こ とが

ある。

「明治 初年 の本 邦都 市 人 口は、 今迄 の藩 封 の大 小 に大体 比例 して いた とみ る こ とが 出来 る。 江 戸、

大阪、 京 都 は別 と して 、尾 張 、安澤 、肥 後、薩 摩 、加賀 、陸 前 とい った雄藩 の城下 が当時 の 大都 市で

あった こ とは 言 う迄 もな い。 この事情 は、 明治 中頃 まで続 いた と思 わ れ る。 明治21年 の数 字 に よ って

み る と、 当時 人 口1万 を 超 え る都市 は その 数125、 そ の 中に は今 日(東 京 市が600万 を超 え、100万

級 の大都 市 が6市 、20万 級 の都 市 が13市 に も及 ん で いる今 日)か らみ ると一 地 方 都市 に過 ぎな い もの

が 多分 に含 まれ て い る。 人 口3万 以上 の都 市 は漸 く30に 過 ぎな い。 今 そ の当時 の都市(3万 以上)を

順位 的 に示す と、第2表 の如 くで あ る。

これ に続 く ものと して、 秋 田、 山形 、米澤 、 長野 、銚 子 、那 覇 、鳥 取、 岐阜 、首 里、 佐賀 、姫 路、

高 田、奈 良 、 甲府 、 大 津、灘 波 、宇 都宮 、 高崎 、水 戸、 山 田(伊 勢)、 前 橋、 若 松(岩 代)、 久留 米 、

伏見 、 酒 田、萩 、千 葉 等が 人 口2万 台 で、 これ らに近 い もの が高岡 、 鶴 岡、 明石 、 八王子 等 とな って

いる。 これ らの諸都 市 が歴 史 的 には相当 著名 な もので あ りな が ら、 今 日の本邦 都 市情 勢 の上 で は必 ず

しも有 力 な らざ る もの が少 な くな い。 … … … 日本 経済 の 発展 が、各 都 市 にっ いて 同 じ運命 を 与え なか

った事情 が これ によ って判 明す る。 第2表 と第3表 とを比 較 す る と、呉 、 川 崎、八幡 、佐 世保 、門 司 、

大牟 田 の如 き新興 都 市 の躍 進を 示す と共 に、第2表 に掲 げ られた 諸都 市 が可 な り顛落 して了 っている。

金澤 市(7-22)は そ の適例 で あ るが、 更 に、 徳 島(10-35)、 富 山(11-44)、 福 井(22-51)、

高松(23-43)、 松 山(24-46)、 松 江(25-83)、 盛 岡(26-57)、 弘 前(30-97)等 相 対 的衰 勢

が 目立っ(括 孤 内 の左 部 の数字 が 明治21年 、右 部が 昭和10年 の順 位)。 」

奥 井 博士 の以上 の指摘 にみ られ る。 明 治 か ら昭和10年 代 に至 るわが 国都 市 の成 長動 向 は、 もち ろん

国民 経済 ある いは地 域経済 の発展 情況 に相応 す る もの であ って、 函館 ・札 幌 ・小樽 な どの北海 道 の 都

市 も、 開拓 使時代 、3県1局 時代 、 初期 北 海道 庁 時 代 、北 海道10年 計 画時 代、 第1期 お よび 第2期 拓

殖 計画 時代 を通 じて 、 よ うや く全国 都市 のなか に枢 要 な地位 を 占 め るまで に至 った とみ る こ とが で き

る。 しか し、 第1図 に も明 らか な よ うに、 そ の成 長 の テ ンポ は極 めて おそ く、 いわ ゆ る都 市 化率 が本

州 の それ に近 づ くのは 、昭和25年 な い し30年 以 降 におい てで あ る。 都 市 人 口が 農村 人 口を凌 駕 したの

は、 昭和35年 で あ っナら

以上 、北 海道 の都 市 は、 す べて が古代 あ るい は中世 の封 建 都市 か らの連続 、 あ るいは その 変化 と し

て 生 まれ たの で はな く、 そ の大 部分 は最初 か ら近代 都 市 と して、 四国 ・九 州 ・山陰 ・山陽 な どの異 な

った地 方文 化 を もっ た種 々 なる人 口が 集 ま って、 すで に発 達 した技 術 を基 礎 に 自 由の精神 を もって 新
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第2表 明 治21年 都 市 人 ロ(万 人) 第3表 大都市順位の 変遷
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2
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1

0
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崎
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児
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堺
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横
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長
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静

札
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浜
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岐
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小
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昭和10年

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

6

7
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9

0

1

2

3

4

5

6

7
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0

1

2

3

4

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

3

3

3

3

3

大正9年

1

2

3

4

5

6

8

17

10

12

7

16

9

餌

15

27

20

14

23

21

18

11

13

13

22

29

19

30

25

33

26

74

31

41

1

明治21年

1

2

4

3

6

5

8

5

9

0

¶1

2

一

13

21

85

14

28

16

12

一

19

7

一

〇7

17

11

18

86

勿

38

「

認

1

1

た な土壌 の上 に建 設 され た もので あ る。 そ の都市 成長 の過 程 にっ いて は、 次章 以 下 にお いて触 れ るこ

とに な ろ うQ

② 等 し く都市 成長 とい って も、 各都 市 に よ って 都 市 の場合 も、現実 には大体 三っ の成 長パ タ ーン、っ

ま り発 展 型、 停滞 型 お よ び衰 退 型 の どれか に属 して い る とみ られ る。

まず 第2図 の 「人 口、 事業体 ・工 業 出荷額 お よび所得 額 の推 移 」を みて もらいた い。これは、人 口、

結 節 機 関 、福 祉 とい う都 市成 長 の三 っ の基本 指 標 の代 用 と して、人 日、 事業体 と工 業 出荷額 、 お よび

所 得 額 を選 び、 そ の各 々が わが 国 の各都 市 に お いて どの よ うに推 移 して きたかを分 析 し、 かつ そ の な

か か ら特 に注 目 され る二っ の都 市、 っ ま り成 長率 の極 めて高 い都 市(6大 都市 の一 っで人 口140万 台)
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と、逆 に構造 不況 に よって衰 退 の一途 を た ど って いる と見倣 され る産 炭都 市(最 盛 期 には 人 口が10万

以上 もあ ったが、 現 在 は4万 台 に激減)と を取 上 げ 、 その各 々の成長 パ ター ンを示 した もので ある。

(濁 こ こに 「所得 額 」 と い って い るの は、正 確 には 「課税 対象 所得額 」の こ とで あ る。

課 税対 象 所得 額 は、 自治 省 に よ る 「市町村 税 課税 状況 等 の調 」か ら求 め られ る。 ここで い う課 税

対 象 所得 額 は、 市 町村民 税 所得 割 の納 税義 務者(退 職所 得 に係 る分離 課税分 を 除 く)の 所 得 金額 の

合計 した もの で あ る。 したが って 、課 税対 象 とな る所得 、す なわ ち給 与 所得、 配 当所得 、 不動産 所

得 、事 業所得 、 退 職所得 、 山林 所得 、 護渡 所得(土 地 、建 物等 々に係 る譲渡所 得 を含む)、 一時 所

得 お よび雑所 得 、 営業所 得 、農 業所 得 、 そ の他 事 業 所 得 な どはす べて 含 まれ る。

今回 は資 料 の制 約 か ら、 昭 和53年 以後 の分 析 に と どま った ため、 長期 の成長 パ ターンにつ いて の把

握 は不 可能 で あっ たが、 しか し発展 型 都市 と衰退 型 都市 の成 長 パ タ ーンに は、 お よそ 第4に 示 した よ

うな特 徴が 存 して い るとい え るので は なか ろ うか。

そ の2衰 退型 都 市 の事 例
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第4表 都 市 の成 長 パ ター ン とそ の特 徴

都市区分
指 標

発 展 型 都 市

衰 退 型 都 市

人 口

漸増または急上昇

漸減または 激減

事業所数・工業製造品出荷額

漸 増 ま た は 急 上 昇

微 減 ・漸 減 、微 減 ・停 滞

所 得 額

漸増または急上昇

微 増 、 停 滞
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家 に盛衰 興 亡が あ るよ うに、 都 市 に も盛 衰興 亡 が あ るよ うで あ る。 ある 時期 に あ る都 市 の傘 下 に入

って い た ものが 、 突如 ある 出来 事 を契機 に そ の地 位を 逆 転 した とい う都 市 の例 もあ る。 今は衰 退過 程

に ある都 市で は あ るが 、 しか しさ まざ ま条 件 を整 備 して 、再 び時 の来 るの を待 って い る都 市 の あ るこ

とも よく聞 く と ころで あ る。

で は、都 市 の成長 に と って何 が 必要 なので あ ろ うカ0都 市 成長 の メ カニズ ム とは どの よ うな もの で

あ ろ うか。 積極 的 に考 えて み る必 要 が あ る。

5.都 市 成 長 の 諸 要 因

先 に われ われ は、 「都 市成 長 とは何 か 」 とい う問 に対 して 、 それ は、 人 口、結 節機 関、福 祉 とい った

都 市の基本指 標 が、 ある時 間的 経過 の な かで 、規 模 にお いて拡 大 し、 構造 にお いて 高度 化 し、 主体 的態

度 にお いて ある方 向(例 えば 、 自主 、 創造 、連 帯 、実 践 とい った態度)に 変 化す る こ とで あ る、 と述べ

た。 しか し、 この定 義 は極 めて 抽象 的 で あ り、特 に 「都市 成長 の鍵 は何 か 」、 あ る いは 「都 市 成長 に は

何 が必 要 か」 、 とい った問 題 に答 え る ため には、 そ の内容 を いま少 し具体 的 に、 かっ詳 細 に検 討 して み

る必要 が あ ろ う。

① 都市 成 長 の要 因に 関す る基 本的 視 点

さて 、 い うまで もな いが 、都 市 の発 達や 衰退 のよ うな複 雑 な社会 経 済現 象 は、 錯綜 した 多 くの要 因

や諸 々の事 情 の組 み合 わせ に よって 成 立 って い る。 した が って 、 都市 の発 達 や衰 退 を唯 一 の原 因 のみ

に帰 着 させ て理 解す る こ とは で き ない。 例 えば 、人 口の増 減 が都 市 の発展 や衰 退 に重要 な役 割 を果 す

こ とは 事実 で あ るが、 しか しそれ だ けで都 市成 長 の要 因 を説 明 しつ くす ことは で きな い。なぜならば 、

人 口の 増減 そ れ 自体 が、 他 の要 因、 例 えば 大学 誘致 や 工場 閉鎖 な どと無 関係 に 生ず る もの で はな いか

らで あ るQ

都市 の発 展 ・衰退 に と って、 これ らが重 要 な意 義を もつ こ とは 明 らかで あ る。 だが、 そ れ らも都 市

の交通体 系 や住民 の文化 度 とい った別 の要 因 の作 用か ら独 立 の もので はな い。

この よ うにみて くる と、 都市 の 発展 ・衰退 の諸要 因 と諸 事情 は 、 どの一 っ を とって みて も、 唯一 絶

対 の ものは な いか も知 れ ない。 とす るな らば、 都 市 の発 展 ・衰 退 を説 明 するいわゆる都市 成長 理論 は、

で き るだけ 多 くの要 因 や事情 を と らえ、 それ らの原 因 と結 果 の 関係 を統一 しな けれ ば な らない で あ ろ

う。 しか しその場 合 重要 なこ とは、 多 くの要 因や事 情 の なか か ら最 も決定 的 と思 われるものを 選択 し、

そ れ らの間 に 「支配 的 な因 果関 係 」を見 出 し、 それ を 中心 と して都 市成 長 の 基本 的法 則 を明 らかに す

る ことで あ る。 単 な る事実 の記述 や 羅列 だけで は、 都市 の発展 や 衰退 の要 因 を説 明 した ことに はな ら

な いで あろ う。

しか し、 問題 は何 が 「支 配 的な 因果 関係 」 か と いう こ とで あ る。 この点 につ いて は、 お そ ら く多 々

意見 の分れ る ところで あ ろ うQ都 市 の生産 能 力 に対比 して、 消費 購 買力 の変 化 を都市 成 長 の要 因 と し

て 重 視 す る学者 が あ る。 ま た企業 の投 資活 動 を 中心 に して、 それ が都 市 の産 業構 造 に及 ぼす 変 化 を も

って、 都市 成長 を特 色 づ け よ うとす る有力 な一 派 もあ る。 これ らの 異 なっ た意 見 は、 それ ぞれ異 な っ

15一



た 都市 成長 理 論 を生 み 出 して い るが 、大 切 な こ とは、 それ らの理論 が 必ず しも対 立す る ものではな く、

む しろ 多 くの場合 は補 完 的 な もので あ る、 とい うこ とを 理解 す る ことで あろ う。

さて以上 述 べ た よ うに、都 市成 長 は、 多 くの相 互 的原 因 ・結果 の 関係を 含む極 め て複雑 な 現象 であ

る。 したが って、 そ の関係 の 全 シ ステム を簡単 に解 き明 かす ことは、容 易 で はな い。 けれ ど も、 われ

わ れは 、 この複 雑 性 を心 に とどめる と して も、都 市成 長 の過程 につ いて 比較 的抽 象 的 な、 かっ 単純 な

形 の モデ ルを 構築 す る こ とは、必 ず しも不可 能で はな い と考 える。 われ われ はそ の一例 を、 ア ッレン

・プ レー ド(AllenPred)の 「都市 成長 モデ ル」(第3図)の な か に求め る ことがで きる
。 この モ

デ ルは 、 われ わ れが北 海道 にお け る都市成 長 の要 因 を分析 す る際 に、 極 めて示 唆す る点が 多い と考 え

るので 、以 下 簡単 に その 大要 を説 明 して お く こ とにす る。

⑦ 都 市 成長 モデ ル ーAIleiPredの 図式 一

この 単純 化 され た モ デル は 、A .プ レ ー ドが19世 紀 後 半か ら20世 紀 の前半 一一比 較的 急速 に産 業化

と都 市 化 が行 われ た時 期 一 に合衆 国に お ける都市 発 達 の基 盤を 明 らか にす る こ とを 企図 して作 成 し

た もので あ る。

ところ で この モデ ルは、 少数 の 第2次 的概念 と共 に、 人 口(population)、 経済 基盤(economic

base)、 近接(あ るいは接続)性(accessibility)お よび交易(trade)と い った重 要 な要 因 の もとに

組 織 され て い る もので あ って 、そ れ は また、空 間 的 に立地 され た、そ して他 の都 市 か ら競 争 に よ って

影響 され て いな い、小 さな商業 都市 の存在 を仮 定 す る こ とに よって構想 され た もので あ る。

こ の小 都 市 は、 比較 的 自足 的で 、か っ 多 くの基礎 財 とサ ー ビスに よ って地 方 的な従 属地 域 に サ ー ビ

ス す る。 ほん の僅 か な移 入 と移 出活 動 とを もっ

第3図 都 市 成長 モ デル
て い る。 今、 この小 都市 の中 に、一 つ あ るいは

それ 以上 の製 造工 業 の範 ち ゅうに属 す る 多数 のA 。lncreasedcessibihry(511nventionandlnnovation;6!

大 規模 工 場 が誘致 され た とす る(第3図 の 中の

第1ス テ ップっ ま り(1))。 これ ら諸 活動 の立 地

の た め に、 この特 殊 な場所 が 選ば れ る に至 った

理 由 は、 そ こに幾 っ かの地 場 資源(localized

resource)が あ る とか、 主要港 路 とい った地 域

間輸 送 の ネ ッ トワークの上 に、 この小 都市 が位

置 して い るか らで あろ う。 この小 都市 へ の これ

ら新 規諸 活 動 の導入 は、 まず最 初 に 財 とサ ー ビ

ス に対 す る産業 の需 要 を創 造 し、 ま たそれ ら雇

用者 の購 買力 を 増大 させ る とい う形 で、 そ こに

多 くの循環 的連鎖 を 生 み、 い わ ゆ る乗 数 効 果

(MultiplierEffect(2))の 一般 化 を もた ら

す こ とに なる。それはまた 、公 正 取 引、小 売店 、
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政府機 関 、 サ ー ビスお よび運輪 交 通 な どの広 範 囲 な新規 の経 済 活動 や、 サ ー ビス等 の吸 引 を もた らす

もの と思 わ れる(ス テ ップ(3))。 この経 済活 動 の拡大 と、 それ に結 びつ いた労 働 力の 規模 にお け る増

大 の結 果 と して、 地場 産 品 に対す る ロー カル 市場 の拡 大 が はか られ る ことに な る(ス テ ップ(4))。 も

しも他 の地域 や諸 都市 に対 して好 意 的 な接近(接 続)が み られ るな らば、 これ は また地場 産 品 に対 し

て好意 的 な市 場 を増大 させ るで あ ろ う し、 ます ます製 造 部門(1)の拡 大 を刺激 し、 ま た成長 のため の他

の循 環 も大 き くな るで あ ろ う。

製 造活 動、 人 口 お よび 一般 的 な経済 活動 の拡大 は、 ます ます 新 しい発 明 、技 術 革新 、 お よび革 新 的

な組 織 の調整(ス テ ップ(6))の ため の機会 を 増 しなが ら、都 市 の 内部 に よ り複 雑 な一 連 の コ ミsニ ケ

ー シ ョンと、 多様 な 相互作 用 とを誘 発す る ことに な ろ う。 これ らの発 明 と革新 は、 さ らに既存 の製 造

業 プ ラ ン トの生産 能力 を拡 大 し、 またそ の機 会 を準備 させ るで あ ろ う。 同様 に、 これ らの発 明 と革新

は、農 業 生産 へ の影響 や農 家労 働 に対す る需要 を増 す こ とに な ろう(ス テ ップ(7))。 製造 業 の発展 と

農業機 器 の利 用増 大 は、 一般 に農 村地 域 にお いて必要 と して いた労働 力 を減 じ、 しか もそれ に もか か

わ らず、 農業 的産 出を増 大 させ る。 成長 都市(8)に おけ る さま ざま な機 会 の拡 大 とい う視 野 にたつ な ら

ば、 ロ ーカル市 場 の増大 と同様 に 、労働 力(1)を拡大 しっ っ あ る経済 基盤 に 供給 す る こ とに よって 、 こ

の過剰 な 農村 人 口 は、都 市地 域(9)に吸収 され る ことに な る。

最 後 に、 コ ミュニケ ー シ ョンや運輪 交通 にお け る技 術 革新 の増大 に よって、 地場 産 業 と地 場 的 な経

済 基盤 の成長 増大 は、 他 の 人 口中心地(5)に対 す る ロ ーカル ・コ ミュニ テ ィ(小 都市)の 接近 性 を増 大

させ る と共 に、更 に地 場産 品(4)に対 す る潜 在 的市場 を拡大 させ る こ とにな ろ う。

以上 われ われ は、 極 め て不 十分 で は あるが 、一応A.プ レー ドの都 市成 長 モ デ ルに っ いて 概観 す る

ところが あ った。 プ レー ドのモデ ル は、主 と して工 場 の導 入 に よ って 生 ず る都市 の 成長過 程 を 組織 的

に図式 化 した もの で あ るが 、類 似 の成 長過 程 は、 単 に工場 のみ に限 らず、 大学 で あって もよ い し、 ま

た 巨大 な観 光施 設で あ って もよ いで あ ろ う。 そ の点 プ レー ドのモ デル は、 極 めて 示唆 的で あ る。

けれ ど も、彼 の モデル のな か に も、 一っ の大 きな避 け難 い欠点 が あ る。 それ はい うまで もな く、彼

の モデ ルが、 チ ュー ネン の孤 立 国 の よ うな真 空状 態 の なか で考 え られ た もので あ る と いうことにある。

われ われ は他 の都 市 との競合 の な かで、 それ ぞ れの都 市 が どの よ うに成長 を続 けて き たか、 また衰 退

したか の、 そ の要 因 を考 え な ければ な らな い。 しか しそれ に して も、 プ レー ドの都 市成 長 モ デル は、

われ われ に都 市成 長 の諸 要因 にっ いて、 いろ いろな視 野 を提 供 して いる よ うに 思 え る。

1

6.結 言

都 市 は それ 自体 で成長 す る もの で はない。 周辺 の農村 が そ れを 中心 地 にっ くりあ げた ので あ る 一 こ

れ は、 有名 な地 理学 者 マ ー ク ・ジェ フ ァー ソン(MarkJefferson)の 言葉 で あ るが 、 この言 葉 は い う

まで もな く、都 市 は都市 自体 と して ある もので は な く、 一 つの 圏域 の 中心 と して存 して い る こ とを意 味

して いる。 確か に都 市 の発生 か ら発 達へ の歴 史 をみ る と、 それ が計 画 都市 で あ ろ うと 自然 都市 で あ ろ う

と、 また大 都市 で あ ろ うと小 都 市で あろ うと、 都市 は地 域 の ケル ン と して存 在 し、 また ケル ンで あ るが

17一
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故 に発 達 して きた とい う こ とが で き る。

戦 後 、特 に1962年 以 後 の地 域開 発 計画 にお いて 、地 方 小都 市や 地方 中核 都市 を育成 す るこ とに よ り、

地 域 の発展 を促 進 しよ うと した の も、 じっは 以上 の理 由 に よる もの と思 われ る。 しか し現実 にお いて、

これ ら地 方小 都 市 や地 方 中核 都市 の育 成 ・発 展 が、 期待通 りの もので なか っ た こ とは、 周知 の 事実 で あ

る。 都市 の発展 ・衰退 に国策 が大 き く作 用 した ことは い うまで もな いが、 そ れ以外 に、

1)背 後地 資源 との 関係

2)背 後地 市場 との 関係

3)道 路 ・港湾 ・鉄道 ・空港 な ど輪送 条 件 との 関係

4)地 形 的な 諸条 件 との関係

5)背 後地 諸 都市 との 関係

6)特 に地 方 中枢 都市(大 都 市)と の 関係

7)国 民経 済 的 中枢 都市(首 都)と の 関係

8)国 際 関係

な どが 与 って力 あ った もの と思 わ れ る。 これ らの諸 要 因 は、北 海道 の諸都 市 のなか に も、大 部分 認め ら

れ る もの の よ うで あ る。 北海 道 に おけ る都 市成 長 の諸動 向 に っ いては、 以上 に述 べ た分析 方法を もとに、

次 章 以 下 にお いて詳 しく触 れ る こ とに した い。

参 考 文 献

1

2

つ
」

4

PO

ρ0

7
・

8

奥井復太郎 「本邦都市発達の傾向と都市体系の整備」全国都市問題会議『本邦都市発達の動向と其

の諸問題』(下)昭 和15年。

坂本 二郎 「経済成長の基本問題」篠原三代平 ・林栄夫 ・宮崎義一編 「近代経済学講座』(4巻)、

有斐閣、昭和36年。 この小論を作成するに当って、氏の論文に示唆されるところ極めて

多かった。否氏の理論をそのまま都市成長の問題に敷(17したといってすらよい。その点、

氏に心から感謝する次第である。

『新北海道史』第9巻 昭和55年

鈴木栄太郎 「都市社会学原理』有斐閣 昭和40年

笹森 秀雄 『都市の機能分析』(北 大社会学研究報告資料第2集)、1963

笹森 秀雄 「都市機能分析法の類型とその問題点」北海道社会開発公社 『社会展望』第7巻 第5号

昭和54年

笹森 秀雄 「北海道における都市の人口問題」北海道社会開発公社「社会展望』 昭和54年

谷口 成之 「北海道都市発達の特異性と其の問題」全国都市問題会議『本邦都市発達の動向と其の

18一

L_



7 一

諸 問 題 』(上)昭 和15年

9.中 部 よ し 子 「近 世 都 市 の 成 立 と 構 造 』 新 生 社 昭 和42年

10.原 田 伴 彦 「 日 本 封 建 制 下 の 都 市 と 社 会 』 三 一 書 房1960

11.矢 崎 武 夫 「 日 本 都 市 の 発 展 過 程 』 弘 文 堂 昭 和37年

1'?.HarveyS.Perloff(eds),Regions,Resources,andEconomicGrowth,TheJohns

HopkinsPress,1960

13.HarveyS.Perloff(eds),IssuesinUrbanEconomics,TheJohnsHopkinsPress,

1965

14.AllanPred,City‐SystemsinAdvancedEconomies,Hutchinson&CO(publishers)

Ltd,1977

15.keptP.Schwirian(eds),ContemporaryTopicsinUrbanSociology,GeneralLea-

rningPress,1977.

16.WilburR .Thompson,APrefacetoUrbanEconomics,TheJohnsHopkinsPress,

1965.伊 藤 善 市 ・恒 松 制 治 共 訳 「 都 市 経 済 学 序 説 』 鹿 島 出 版 会 昭 和44年

17.CharlesM.Tiebout,TheCommunityEconomicBaseStudy.CommitteeforEcono-

micDevelopment,1962

一19一



第2章 札幌市 の地 域特性 と都市成長

盛 山 和 夫

1.は じ め に

札幌 市は戦 後急 速 に発 展 した都 市 の 一つで ある。 昭和21年 に23万 人 だった人 口は,3(炸 に43万 人,

4(庫 に82万 人,そ して50年 に124万 人 と,1(輝 ご とに ほ ゴ倍増 を続 け てきて,そ の後 は ス ピー ドが 落

ちた もの の,昭 和58年3月 時点 で145万 人 に達 して い る。 この 増加 には 市域拡 大 に よる もの もあ るが

大変 な 急増 ぶ りで あ る こ とには間違 い ない。

本 稿 は,こ の よ うな急成 長 を遂 げ た札幌 市 に お いて,市 内の諸 地域 が どのよ うな 特性 分化 を示 し,

居住 分 化が どの よ うな1¥°ター ンで 進ん で い るのか を考 察す る。そ の際,特 に次 の2っ の問題 に焦 点を

置 いて考 えてみ た い。 それは,(1)地 域 特性 の分化 を支 配す る基本 要 因は何 で あ るか,そ して,(2>い わ

ゆ る都 市性を 表 わす と考 え られ る変数 は,市 内に どの よ うに分布 して いるか,と い うもので ある。 こ

れ らの 問題 に加 えて,最 後 に,こ れ らと都市成 長 との関 係 につ いて も考察 してみ た い。

第1の 問 題 にっ いて は,ま ず同 心 円地 帯論 の よ うに都心 か らの 距 離 」が最 も重要 な要 因 と して考

え られ る。 これ は,交 通 網 体系 に よる若干 の修 正 も加 味 して考 え る と,細 か い批判 は あ りうる も のの

都 市 の基本構 造 を構 成 す る要 因 と して 無視 で き ない もの だ ろ う。 しか し,都 心 が1っ では な く複 数個

あ る都 市 の場 合,同 じ 「距 離 」が 基本 要 因で ある として も,も は や1つ の 「距 離 」 だけで はな く複 数

個 α)距離 が 要因 と して作用 す る こ とにな り,都 市 構造 はか な り複雑 な ものにな る。

距 離 以外 の要 因 と しては,地 形上 ある い は歴 史 的な 事情 に も とつ く地 域 区分が 地 域特性 に影響 を及

ぼ し続 け る ことが あ る。 東 京 の場 合,沖 積平 野 と洪 積台 地 とい う地形上 の 区分 の上 に,町 人 居住 区 と

武 家 屋敷 とい う行政 区分 が 江戸 時代 に確 立 し,そ の影響 が今 日 まで永 続 して いる。 は た して札幌 に そ

うい う区分が み られ るか ど うかが1つ の問 題 で あ ろ う。

ま た,距 離 が重 要 だと言 って も,そ の上 に ど うい う特 性分 布 が成 立 す るか は,別 の 要因 によ る。 都

心 に住 む のは,高 所 得 層 な のかそ れ とも低 所 得層 な のか,商 業地 帯 は都 心 に存 在 す る のか それ と もや

や外 側 に存 在す るのか 。 こ うした 分布 の相 異 を規 定 す るの は,距 離 の上 に働 く別 の 要因 で なけれ ばな

らな い。

第2の 都 市 性の問 題 とは こ うい う ことで あ る。 従 来,農 村 と対比 させ て都 市を 都 市た ら しめ る特 徴

と して 挙 げ られ て また 「人 口密 度 」 や 「異 性 」,あ る いは 「結 節性 」 の よ うな特性 は,都 市の 内部

で は どの よ うに分布 して い るのか,と い う問題 で ある。 か か る都 市 性指 標 は一様 に都 心 に おい て高 い

のか,そ れ とも必ず しもそ うでは な いのか 。 そ して,そ の分布 を 支配 して い る メカニ ズ ムは何 で あ る
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か。 こ う した問題 の考 察 は,成 長都 市 の 構造特 性 の理 解 に と って有益 で あろ う。

以上 のよ うな問 題 に対 して,本 稿 で は昭和50年 の 国勢 調査 結果 を も とに,地 域分 析を 行 な う。 昭和

5(庫 はや ＼古 い けれ ど も,札 幌 市 にお いて は,急 激 な成 長は それ まで に ほ ゴ終 って お り、その 後の 変

化は こ こで は 無視 す る こ とに した い。

テー タ と して用 い るの は,日 本 統計 協会 か ら販 売 され てい る 「昭和50年 国勢 調査 基本 集計 」 と 「昭

和50年 国勢 調査 詳細 集計 」の北海 道版 の磁 気 テ ープ に納 め られて いる もので ある。 これ らは,1㎞ メ

ソシュ ご とに(500mメ ソシュ,あ る いは/1メ ソシュの情 報 も入 って い るが)そ こに居住 す る人 々

の特性 値 を納 め て いるが,こ の点 地 域特 性 とい って も,居 住 者 の特 性 に限 定 す る ことに なる。

以下 の 分析 は,た て30メ ッシ ュ,よ こ23メ ソシ ュか らな る長 方 形 の 中 に,各 変 数 の値 に対応 す る 記

号 を メッ シュご とに プ リンター で プ リン トした ものを 用 いる。 プ リンターの 印字 間隔 の 都合 上,一 つ

の メ ッシ ュは一 行ニ ケ タ分で 表 わ され て い る。

これ らの グ ラフには,札 幌 市 のほぼ 全域 が含 ま れて い るが,ス ペー スの都 合 か ら王稲 の ご く一 部

(西 北 方 向)と 定11-1(西 南方 向)と が 除 かれ て い る。 他方,空 間 的 に は札幌 市 とは分 離 しがた い石

狩町(北 方 向),江 別市 ・広 島町(東 方 向)は,い ず れ もこの グラ フか らは 除外 され て空 白 に な って

いる。

さて,札 幌 市は 基本 的 に単核 都 市で あ り,大 通 り と駅前 通 りの交又 す る地点 を 中心 に,人 口は放

射 状 に近 い形 で拡 が ってい る。 図1は 人 口規模 夕示 した もので,以 下 の図 と同様 上 が北 にな って い る 。

国鉄 札幌 駅南側 の 官庁 ・ビ ジネス街 に若干 の ドー ナ ツ現 象が み られ る もの の,そ れ を とり囲ん で人 口

密 集地 区が存 在 し,周 辺 に向 かってな だ らかに人口密度 が 減少 して い って いる。 東端 中央 付近 に あ る

5,000人 以上 の地 区 は,市 営住 宅 を中心 とす る厚 別 もみ じ台団 地 の塊 を示 して い る。

どこで もそ うで あ る よ うに,札 幌 市 の市 街 地は 主 要道 路 に沿 って展 開 してお り,北 西 方 向へ は国道

5号 線,北 へ は国道231号 線,東 へ国道12号 線,南 東 へは国道36号 線,そ して南 へは国道230号 線 に

沿 って市街 地 の拡が って いる ことが 分 る。

地区分析 では,人 口規 模 を コン トロール す る こ とが必 要 で あ る。 さ もなけれ ば,ほ とん どの指標 は

人 口の規 模 の分 布 に よ く似 た分 布を 示 して しま う。 このた め,以 下 の指 標 は,す べ て何 らか の比率 の

形 の ものに な ってい る。 た だ,こ の場 合 に は,人 口数が 非常 に小 さい地 区 にお いて,し ば しば 特異 な

値を示す こ とが 多 くな る。 た とえば郊 外 に独 身寮 とか老 人 ホ ーム とか が ポ ツン と存 在 して い る よ うな

場 合,そ の 地区 の準世 帯率 とか65才 以上 人 口比率 な どが 極 めて 高 くな った りす る。 こ う した特異 な地

区の存 在 はそれ 自体 と して意 味が あるけ れ ども,一 般 的 に大 きな分布 パ ター ンの抽 出 に おいて は,無

視 しなけれ ば な らない ことが 多 い。
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これ らとの 関係で,「 ブル ー カ ラー比率 」

(図3)と 「農業 従 事 者 比率 」(図4)は,

ほぼ 「技術 ・専門 ・自由職 」 とは逆 に 中央 区

を 中心 に旭 ケ丘,円 山,宮 の森,山 の手 の地

域で 少な く,そ の他 の地 域 で 多 い こ とが分 る。

と くに 東区か ら白石区 にかけて の豊 平川 下流

地域で 多 い とい う傾 向 はみ られ ない。

他 方,i農 業従事 者 」は一 般 に札幌 市周 辺

部 に多 いが,と くに,豊 平川 下流地 域 か ら石

狩川 沿 いで 高 い分布 を示 して い る。

この よ うにみ て くる と,次 の よ うに結 論 し

て もよい よ うに思 わ れ る。 す な わ ち,札 幌 市

図4.農 業 従事 者 比率

(就 業 者1,000人 当 り)
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におけ る職 業分 布 は,基 本 的 に円山 を 中心 とす る円状地 帯 と,そ れ 以外 の 地域 とに分 かれ る。 円山 円

状地帯 で は,ホ ワイ トカ ラー,な か で も 「技術 ・専門 ・自由職 」お よび「管 理 ・経 営者 」が 多 く,逆 に

「ブル ー カ ラー 」が 少 ない。 周辺 地帯 は その逆 の分 布 を示 す。 この基本 的分 布 パ ター ンに加 えて,豊

平川 「流 地帯 で は 「技術 ・専 門 ・自由職 比 率」 が と くに低 くな って いるが,そ れは,ブ ルー カ ラ ーが

多いた めで な く,む しろ農 業 従事 者が 多 いた めて あ る。

この 円山 円状 地 帯 は,札 幌市 に おけ る古 くか らの〈 山の手 〉住宅 地 域で,今 日で も高級 住 宅地 と考

え られて お り,実 際,会 社役 員,大 学 教授 な どが比 較的 多 く住 んで いる一帯 で あ る。

ところで,同 じ職 業分布 で も,「 販売 ・個

図5.販 売.個 人 サ ー ビス 従 事 者 比 率

人 サー ビス」は以 上 の概 要 とは異 な るパ ター(就 業 者1,000人 当 り)

ンを示 して い る。 図5が それ で あ るが,「 販 繍 ・昌,1=♂g5,・1屡1。POPUIA710NAREASPOPULAilONAREAS.コ・1田.2,,
naxlnun●92,.ase

売 ・個 人 サ ー ビス 」は大通 りを 中心 に多 く,

周辺 に行 くに した が って 少な くな って いる。

す なわ ち,こ の場 合 に は,分 布 の核 は 円山地

域 ではな く,商 業 活動 の 中心地 帯,大 通 り周

辺地域 にな って い るので あ る。 これ は,農 業

の場合 もそ うで あ るが職業 分 布が 産業 分 布 に

影 響 されて いる こ とを示 して いる。

要す るに,札 幌 市の 職 業分布 は,2つ の中

心か らな る2重 の同 心 円構 造 によ って構成 さ
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れて い る とみ るこ とが で きる。一 つ の 中心 は 円山地 帯で あ り,古 くか らの中 ・上級 階 層 の住宅地 で あ

る。 も う一 つの 中心 は大 通 り地 帯で あっ て産 業(と くに第3次)活 動 の 中心地 で ある。

なお,同 心 円構 造 とい って も,バ ー ジエ スが 考 え た よ うな形で 境 界 の はっき り した もので は な くて,

富 士 山型 の な だ らか な傾 斜を もっ た環 状的 拡が りと考 え るべ きで あ ろ う。

年令特性

「性比 」に つい て は こ こで は図 を省 略 す る。 女性が 比 較的 多 いのは,大 通南 側,中 央区 か ら円山 ・

宮 の森 に かけ ての 一帯 と,南 方,石 山か ら藤 野 にか けて の 国道230号 線 沿 いで あ った。

年 令 分布 をみ て み よ う。 図6に よれ ば幼 児人 口 は周辺 地域 に多 く,中 心 部に 少 ない。 これ は明 らか

に,幼 児 を もつ家族 の居 住地 域 が都 市周 辺 の郊 外 に ある こ とと対応 して いる。 た だ し,同 じ郊 外で も

豊平 区南 端 地域(南 東方 向),石 狩川 付近 で は,幼 児人 口が 少 な くな って い るが,こ れ らの大 部 分 は

農 業 地帯 で あ る。 ここで は省略す るが,6～14才 の年 少人 口比率 も,図6と 同様 のパ ター ンを示 して

い る。

図6.幼 少 人 口(0～5才)

(人 ロ1,000人 当 リ)
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図7.生 産 年 令 人 口(15～64才)

(人 ロ1,000人 当 り)
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次 に図7で 「生産年 令 人 口(15～64才)比 」をみ る と,図6と は逆 に,大 通 りの都 心 部を 中心 に周

辺 へ拡 が る富 士 山型 分布 を示 して い る こ とが 分 る。

興味 深 いの は 「老 人 人 口(65才 以 上)比 率 」(図8)で あ る。 これを み る と,老 人 人 口は,大 通 り

一帯 の 中心 部 と,郊 外 の い くつ か の 地域 に 多 い ことが分 る。 そ して,中 間 地帯で 老 人 は少 な い。 よ く
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み る と,こ れ は ほ とん ど図6「 幼 児人 口比 率 」 の ネガで あ る。

図8.老 年 人 ロ(65才 以 上)

(人 ロ1,000人 当 り)
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したが っ て,年 令 構 成の 分布 は 次 の よ うに

要 約 す る ことがで き るだ ろ う。 まず,基 本 的

な軸 は 「幼 児人 口 」が 多 いか,逆 に 「老人 人

口」が 多 いかで あ り,こ れ は,都 市部 と外縁

はこの あ とに も多 くの指 標で み られ るが,こ うした分布 を今 後 ,

この分布型 に関す る考 察 はの ちに行 な う予定 で あ る
。

部 とにお いて 「老人 人 口が 多 く,中 間 地 帯で

「幼 児人 口 」が 多 い とい う分布 構造 にな って

いる。 も う一つの 軸 は 「生 産年 令 人 口」が 多

いか少 な いか で あ り,そ の分 布 は,都 心 部で

多 く,周 辺 部 にか け てな だ らか に少 な くな っ

て い くと い う,富 士 山 型構造 を示 してい る。

は じめ の,「 老 人人 口 」の よ うに,都 市部

と外 縁 部 とで とも に多 い よ うな分 布 パ ター ン

「阿蘇 山型 」 と呼ぶ こ とに しよ う。

家族

「核 家族 世 帯率 」が 図9に 示 され てい る。 これ によ る と,都 心部 で 少 な く
,周 辺 部 に行 くに従 って

図3.核 家族 世 帯率

(1,000普 通 世 帯 当 リ)
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図10.三 世 代 型 世 帯率

(1YOUO普 通 世 帯 当 り)
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次 に 「準 世帯 比率 一準 世 帯数/総 世 帯 数」 をみ る と,こ れ も都 心 部で 多 い ほか,郊 外 に も多 い地

区が 散在 して い る(図12)。

以 上 の結 果は 次 の よ うに 要約で き るだ ろ う,ま ず 都 心部 にお いては,「 単独 世 帯 」およ び 「準 世 帯 」

の比 率が 高 く,ほ か に 「三 世代型 世 帯 」が極 中心 部 で若 干 多 くみ られ る。 周辺 部 に行 くに した が って

「三 世代型 世帯 」が い ったん 減 少 したあ と再 び増大 し,一 方 「核 家族 世帯 」の 比率 も増 大 して くる。

しか し,周 辺 部 には 「準 世 帯」 の 多 い地区 も散 在す る。 こ の多 くは,寮 とか各 種 福祉 施設 の存 在 に よ

る もの と思 われ る。

さて次 に,「 非家 族 的生活 者 」の分 布を 調べ てみ よ う。 図13は 「非 家族 的 生活 者 世帯 率 一(準 世 帯

数+単 独世 帯数)/総 世帯数 」の分 布 を あ らわ して い る。

この分布 は 基本 的に,「 準 世帯 比率 」の分布 に近 い。す な わ ち,非 家族 的 生 活者 は都 心 部一 帯 で多

いほか,郊 外 にも処 々多 い地区 が 存在 す るの で あ る。

図13非 家族生活者世帯率

(1000総 世帯 当 り)
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図14老 人のみの世帯比率

(1,000普 通 世 帯 当 り)
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最 後 に,図14は 「老人(65才 以上)の み の世 帯率 」の分布 を示 して い る。 これを み る と,老 人世 帯

が 多 いのは やは り都心 地帯 と郊外 の処 々で あ るが,こ れ まで の 「非 家族 的生 活 者 」 の分布 と若 干 の相

異があ る。 それ は まず第 一に,老 人 世帯 で は分布 の 中心 が やa西 方,円 山地 区 よ りによ ってい る こと

で ある。 これ は,伝 統 的住 宅 地帯 に老人 のみ の 世帯が 残存 して い る ことを示 して い る と思 わ れ る。第

二 には,老 人 世帯 は,農 村部 で も 多 くな って いる こ とが ある。

な お,老 人世帯 の 分布 と三 世代 型 世帯 の分 布 とは似 て はい ない。一 番 の相 異 は,三 世 代 型 世帯 は極

中心部を 除 く都心 一帯 で 少 ない の に対 して,老 人世 帯 は,都 心 一帯 で 多 い とい うこ とで あ る。 したが
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って,老 人世 帯 と三 世代 型 世 帯 とは,そ の社会 的含意 に明 らか に相異 が ある と考 え られ る。

居住形態

持 家 か 借 家 か と い っ た 居 住 形 態 の 分 布 は極 め て 単 純 な パ タ ー ンを 示 して いる 。 図15は 「持 家 率 一持

家 居 住 世 帯 数/総 世 帯 数 」を 表 わ して い る が,明 らか に 逆 富 士 山 型 の 分 布 で,都 心 部 で 少 な く周 辺 部

で 多 い。 そ の 他 の地 域 的 特 徴 は み られ な い 。 し い て い え ば 東 方 中 央 付 近 に 持 家 率 の 低 い地 帯 が 存 在 す

るが,こ れ は公 営 の も み じ台 団 地 が 存 在 す る と こ ろで あ る 。

借 家 率 の 分 布 は こ こ に は 省 くが,持 家 率 の分図15
.持 家 率

(1,000普 通 世 帯 当 リ)布 と ほ とん ど 正 反 対 の 分 布 を 示 して い る 。
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す な わ ち,「 持 家 の取 得 は都心 部で は困難 だ」

とい うこ とで あ る。 居 住形 態 は基本 的 に この経

済 的原理 に従 って い ると いっ て よい。

異質性一同質性

都 市性の 一 つの指 標 と して,人 口の 異質性 の

度 合 いを 考 える ことがで きる。 こ こで は,

① 産業別 異 質 性

② 職業 別 異質 性

③ 世帯類型 別異質 性

④ 住宅 別 異 質性

の4種 類 にっ い て分布 をみ る こ とに した。 ただ し,指 標 と しては,

質性 」の それ にな って い る。

次の式 に した が って,む しろ 「同

ここで,Xiは 第iカ テ ゴ リーに属 す る人 々ある いは世 帯 の数 で あ る。 この式 で は,す べ ての カテゴ

リー に均等 に分布 して いる(す なわ ち異 質性 が最 大)と きに1/k(kは カ テゴ リー数),逆 に1つ の

カ テゴ リー に集 中 して いる(す な わ ち同質性 が最 大)と きに1の 値 とな る。
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1産業 別同 質性 」 は,従 業 者 産 業を 〈第1次 産 業 〉,〈 第 二次 産業 〉,〈 卸売 ・小 売,金 融 ・保険,

不動産,サ ー ビス 〉,〈 電 気 ・ガス ・水 道 ・熱,運 輸 ・通 信 〉,お よ び く公 務 〉 の5カ テ ゴ リーに分

けた もので 測定 されて い る。 図16が そ の分布 を示 して い るが,意 外 な ことに,都 心 部 にお いて 同質 性

が 高 い。 この都 心部 の 高い 地域 は,ホ ワイ トカ ラー 的職 業従 事 者 の多 い地 域 に ほぼ対 応 して い る。 他

方,郊 外 に も同質 性 の 高 い地区 が散 在す るが,こ の 多 くは農 村 地帯 と会 社寮,福 祉 施設 等 の存 在す る

特殊 な地 区で ある と思 われ る。

図16. 産 業別 同 質性(×100)
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図17.職 業 別 同 質性(×100)

NUhgEROFNONZEROPOPULRTIONAREAS・J69
neaN臼 臼σN6 醍OPOPUしp710F'口REPS■rJ7.472

粥口胃1厨u阿 ●106.ooo

M;=:2:=器

二1'ae.ees」e .eee

nn

nn

:: nn

■ゆ

■●

φ

○

ゆ

◆

◆

◎

蟹;:
.,.

.〉.

一 《

se.eee

43.BBB

コ6,8臼2

3噸.8θo

s+.eee

1f;;:!

AM

の一t:"門

一塵:・

98

ψ

■ゆ

瓢

φ

◇

nn

■ゆ

nn

:s撃8

68

ss

◆

■

■

「職業 別 同質性 」は,〈 農 林 漁業 〉,〈 ブル ー カ ラー 〉,〈 販売 ・サ ー ビス ・保安 〉 お よび 〈専門

・技 術 ・自由 ・管理 ・事 務 〉の4カ テ ゴ リーで 測定 され てい る(図17)。 同質 性 の 高 い地 区 は外 縁部

に多 いが,外 縁部 が 一 般 的に高 い わけ で は ない。 同質性 の 非 常 に高い 地 区 は一 般 に人 口の少 な い とこ

ろで あ り,農 業 地 区 も し くは会 社 の寮 等 の 存在 す る地 区で あ るた めに,同 質 性 が 高 くな っ てい るの だ

と思 われ る。他方,中 程度 に同 質性 の高 い地区 が 円山 円状 地帯 に存在 して い る。 これ に 対 して特 に 同

質性 が 低 いの は,東 区 か ら北 区 にか けて の住宅 地帯 と豊 平 区の一 帯 とで あ る。 円山 円状 地 帯で 職業 の

同質性 が 高い のは,そ こに専門 ・管理 お よ び事務 の ホ ワイ トカ ラーが 多 いか らで あ る。他 方,そ の外

側で は職 業 上 の混 住 化 が進 んで い る。

「世帯類 型 別 同質性 」 は,〈 準 世帯 ・単独 世帯 〉,〈 核 家族 〉,〈 非核 家族 的 普通 世 帯 〉の3カ テ

ゴ リーで測 定 され てい る。図18を み る と,分 布 が これ まで の2つ の同質 性 とは全 く逆 で あ る こ とが分

る。 っ ま り,都 心 部で 異 質性 が高 く,同 質 性 が 高い の はむ しろ周辺 部 で あ る。 この 分布 は核 家族 率 の

分布 に極 めて近 い こ とか ら核家 族 が圧 倒 的 な多 さを 占め るか ど うか が同 質性 の決 あ 手 にな って いる と

思 われ る。
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図18.世 帯 類型 別 同 質性(×100)図19.
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最後 に,「 住居 別同 質性 」は,〈 持 ち家 〉,〈 公営 借 家 〉,〈 民営 借家 〉,お よび く給 与住宅 〉 の

4カ テゴ リーで測 定 したが,図19で 明 らか な よ うに,全 体 として都 心 部で 異質 性 が 高 く,郊 外 で低 い。

この基 本 的 な分布パ ター ンは,恐 ら く郊 外 では持 家が 圧倒 的 多数 を 占め る とい うこ とに基づ いてい る。

た だ,分 布 の推 移 は必 ず しも単 調 で はな く,同 質 性 のや や高 い地 帯が 都心 部を 南 北 に走 ってい る。 こ

れ は恐 ら く周辺 部 とは逆 に,持 家 が少 な い こ とが,む し ろ同 質性 の指 数を や や 上げて い るの だと思 わ

れ る。

以上,4つ の異質 性 一同 質性 の分 布 を みて き たが,こ れ らを 同 じ都 市性 の指 標 と考 え る こ とがで き

な い ことは 今や明 らかで ある。 これ らの4つ は,次 の よ うに2つ の異 なる タ イプ に分 類 され る。

(a)都 心で 同質性 が 高 く,周 辺 部 で異 質性 が 高 い もの … …産業 別 お よび職業 別

(b)都 心 で 異質 性が 高 《,周 辺 部で 同質 性 が 高 いもの ……世 帯 類型 別 お よび住居 別

よって,都 市性 の指 標 と して の 異質性 一同質性 の軸 はそ れ 自身 多次元 的 な もので あ る と しな ければ な

らな い。

3.考 察

これ まで 各種 の指 標 の分布 図 をみ て き たが,そ れ らの いず れに お いて も,基 本 的 に同心 円状 の分布

が見 出 され て き た。 これ はある 意味 で,バ ー ジ エスの理 論 に沿 った もの と言 え るで あろ う。た だ,札

幌市 にお いてか か る分 布 が見 出 され る ため の明 らか な い くつか の 好条件 の存 在 に注 意 して お く必 要が

あ る。
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その一 つ は,札 幌 市が は っき りと単核 都 市で あ る とい う こ とで あ る。 そ れは,東 京や大 阪 の よ うな

巨大な メガ ロ ・ポ リス とは異 なって,駅 前 一大通 りを 中心 とす るか な り狭 い地 域 の中 に ビ ジネ ス と官

庁 の事業 所を 集中 させ て い る。 多 くの指 標 は この地帯 を 中心 に して環 状 に分布 して いる ので あ る。 第

2の 条件は,札 幌 市 には特 筆 す べ き工場 地帯 が存 在 しな い とい うこ とで あ る。 公共 事 業主 導 型経済 と

いわれ る北 海道 の 中で,札 幌市 は行政 と商 業の街 で は あ って も,必 ず しも製造 業 の町 では な い。 む ろ

ん,従 来か ら鉄 北 地 区 と呼ば れ る駅 の東 北 方向 に は,国 鉄,ビ ール会 社,製 菓 会社 等 の工 場が 若干 存

在 して い る。 また,最 近で は,西 北方 向 と東 南 方 向の郊 外 には 小規 模 な工 場が 進 出 して きて いる。 し

か し,こ う した工 場 は必 ず しも 「地帯 」を 構成 す るほ どの拡 が りとま と ま りを持 たず,し た が って,

とくに ブルー カラー層 を近 くに集 めて くるだ けの 引 力 に欠け て いる 。

第3の 条件 は,日 本m他 の都 市 に共 通 した もので あ るが,移 民 と異民 族 が集 団 と して は存 在 しな い

こ とで ある。 こ のた め,民 族,人 種 に よる住 み分 け,そ れ に伴 う社 会経 済 的地 位上 の 住み 分け といっ

た現象 は,日 本の 他 の都 市 と同様,札 幌 市で は生 じな い。 したが(て,こ う した住 み分 けが 惹 き起 す

で あ ろ うセクタ ー化 の よ うな撹 乱 は起 りえ な い ことにな る。

以 上の3条 件 のほか に,最 後 に,分 析 テクニ ソク上 の 条件 も指 摘 して おか ね ば な らない 。それ は ま

ず,単 位 が1㎞ メ ソシュで あ るため に,そ れよ り小 さい範 囲 で の地域 特 性 は検 出 しえ ない こ と,そ し

て さらに,分 布 パ ター ンの検 出が もっば ら図 を眼 で みて の直観 的 作業 にた よ って い るた め,極 めて大

まか なパ ター ン しか 検 出で きな い とい うこ とで あ る。

2っ の基 本変 数

さて,札 幌 市に おけ る地 域特 性 の分 布パ ター ンを理解 す るため に は,次 の2つ の基 礎 的変 数が 重要

で あ る。 その一 っ は,そ の土 地 の上 で営 まれ る活動 が,ビ ジネ スで あ るか それ と も居 住で あるか とい

う 「職住 変数 」,も う一 つ は,そ こに存 在す る住宅 に住 む 人 々の 「ライ フ ・ステー ジの 変数 」で あ る。

た とえば,職 住 変数 の値 は,そ の地 区 に おけ る ビジ ネス人 口の 割合 い と居 住人 口の割合 い とで 示 され

る し,ラ イフ ・ステ ー ジの変 数 は,独 身者,幼 少 の子供 を もつ 世帯,子 供 が成 人 とな った世 帯 の それ

ぞれ の 割合 いで示 され るだ ろ う。

この2つ の変数 の どち らも,基 本 的 に都 心 部か らの距離 に従 って値が 変化 す る よ うな函数 で あ る。

職住 変数 は,都 心 部で は圧 倒 的 に ビ ジネス の割 合 いが 高 く,都 心 か ら離 れ る に した が って居 住 の割 合

いが 高 くな る とい う変 移を 示す 。他 方,ラ イ フ ・ス テー ジ別 居 分化 は,都 心 部を 少 し離れ た とこ ろで

急速 に単 身者 の 割合 を 増 し,そ れ が 少 し続 い たあ と次第 に一戸 建 住宅 に 住む 中 ・高 年世代 が 増 して く

ると いった変 移 を た どる と思 わ れ る。

一31



一

これ まで 分布 を みて きた 多 くの指標 の変異 は,こ の2つ の基礎 的変 数 によ って理解 可 能で あ る。 ま

ず,職 住変 数 は,都 心 中央 部 に おけ る人 口の 少 な さと,自 営業 層 の相 対 的な 多 さとを 規定 してい る。

都心 近 くに住 む人 々は,典 型 的 には その 地で 小 さな ビジネス,と くに卸 ・小 売業 を 営む 人 々で ある。

都心 部 の極 心部 そ の もmに は まず ほ とん ど居 住 者 はい な いけ れ ど も,そ のす ぐ周辺 にこ うした スモ

ール ・ビジ ネス従 事の 自営 居住 者が 存 在す る。 東 京 で いえば,銀 座,日 本橋 か ら神 田,上 野,浅 草 に

かけ ての一 帯 にそ う した スモ ー ル ・ビジネ ス地区が 拡 が って い る。 札幌 には それ ほ ど大規模 な形で は

存在 しな いが,た とえば狸 小路 商 店街 を典 型 と して,自 営 業を営 む人 々が 都心 近 くに相対 的 に 多 く分

布 してい る。 こ うした 自営業世 帯 は,比 較 的古 くか らの 居住 者が 多 く,ま た,子 供が ビジ ネス の後継

者 として 同居す る ことが 多 いた め,三 世 代型 世帯 が比 較 的 多 くなる。

三世 代型 世帯 が都 心 部 でや ＼多 くな るも う一つ の理 由 は,ラ イ フ ・ス テー ジ別 居住 分化 変数 にも関

連 して い るだ ろ う。 都心 の近 くに住む 人 々の 多 くは,マ ン シ ・ンや アパ ー トの居 住 者を除 いて,ほ と

ん どが 古 くか らの 居住 者で ある。 地価 の高 さを 考 え る と,新 し く都 心近 くに一戸建 て の住 居を 構 える

ことは むつ か しい。 そ う した 古 くか らの 居住 者 の子 供は,自 営 業 者で はな くて も,も し親 の住宅 が十

分 に広 く,か つ札幌 市 内 に勤務 先を もっ ので あれ ば,結 婚 して も親 と一 緒 に居 住す る傾 向が多 少 ある

と思 わ れ る。そ うす る と,古 くか らの住宅 が存 在す る地区 の方 が,新 しい住宅 地区 よ り も三世 代型 世

帯 を 多 く含 み うる可能 性 が ある。 た だ,都 心 中心 部 はそ うで あるが,宰 際 に は,都 心 を少 し離 れ る と

急速 に単 身 者世 帯 の割 合 いが増 え る ため,三 世代 型世 帯 の割 合 いは相 対 的 に小 さ くな って いる。

ライ フ ・ステ ー ジ別居 住に よ(て,単 身者 は都心 か ら半 径n前 後 の範 囲 内 に集 中 して居 住す る。

この理 由 は,単 身者 用 アパ ー トが この範囲 内で 十 分 に供給 可能 で あ り,か っ,誰 で もそ うであ るが

と くに単 身者 の場 合,通 勤 通学 に便 の いい場 所 に居 住 した い欲 求が 強 いか らで あ る。郊 外 の遠 くに ア

パ ー トを建 てて も,家 賃 はそれ ほ ど安 くな る訳 で はな く,し た が って 入居 者を 確保 す る こ とは 困難 と

なる 。

他方,結 婚 し,子 供が で き るに した が って,よ り広 い住居 が必 要 とな るが,そ の た めに は単位 面積

当 りの家賃 の よ り安 い と こ ろへ 移動 しな けれ ば な らな い。 ま た,結 婚 し,子 供がで きる とい うこ とは,

通 勤 しない家族 員 が生 じるこ とで あ り,こ う した専業 主婦 お よび小 さな子 供 に とって は,必 ず しも通

勤 の便 の よ いと こ ろ とい う居 住条 件 は必要 で は な い。 この よ うな理 由か ら,単 身者 と比 べて,家 族 世

帯 は都心 か らよ り遠 くに住 む傾 向が 強 い。

さ らに,そ う した家族 世帯 が 自らの家 を所 有 しよ うとす るな らば,地 価 の関係 上,取 得可能 な 住宅

は ど うして も都O・か ら離 れ た とこ ろに なって しま う。

このよ うに して,家 族 世帯 は 都L・か ら遠 く離 れ た地区 に も居 住が 多 くみ られ る。む ろん この ことは

単 身者 の住 んで いる よ うな と ころに 家族世 帯が 住 んで い な い とい うこ とを 意味 す る ので はな い。 そ う
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した地域 に も,家 族 世 帯 は居 住 して お り,そ れ は,比 較 的古 くか らの ものが 相対 的 に 多 いで あ ろ う。

ただ分布 上重 要 な点 は,単 身者が 半 径5～6Kmを 超え ると急 速 に減 少す るの に 対 して,家 族世帯 は し

ば ら く減 少 しな いで 居住 が よ り遠 くま で続 く とい う こ とで あ る。

この,単 身者 と家 族世 帯 との分 布 の しか た の相 異 が単 身 世帯 お よ び準 世帯 の 割合 いを 都心 周辺 にお

いて高 く し,逆 に,核 家 族 世帯 お よび三 世代 型 世帯 の割合 いを 周 辺地 帯 に おいて 高 くす る ので あ る。

また この こ とは,借 家世 帯 の割合 い と持 ち家世 帯 の割合 いの分 布 パ ター ンも説 明す るで あ ろ う。 例 外

的な のは,家 族 世帯が 住 む よ うな借 家 が 多 く存 在 す る地 区,す なわ ち,公 営 およ び公 団 の アパ ー ト群

が存 在す る地 区で ある。

非 家族 的生活 者 の ほ とん どは,単 身者で あ り,こ の ため,非 家 族 的 生活 者の 分布 は,単 身 世帯 お よ

び準 世帯 の分布 に極似 す る こと にな る。

さらにまた,以 上 の考察 は,幼 小人 口と老 人人 口の分布 につ いて も説明を 与 え る もので あ る。幼 小

人 口が 周辺 地 帯で 多 いの は,そ こが 比較 的若 い夫 婦 家族 の居 住地 帯 だか らで ある。 逆 に,そ う した地

帯で幼 小 人 口が 多 い分 だ け,相 対 的 に老人 人 ロの割合 いは少 な い こ とにな る。

老 人の みの 世帯 の分 布 は老 人人 口の分布 に相 似 して いるが,こ れ もや は り,核 家 族世 帯 と三 世代 型

世帯 の分布 の ネガ と考 え られ る こ とがで き る。(核 家 族世 帯 の 中に も老 人 のみ の世 帯が あ りう るが)

その う え,都 市周 辺 で は古 くか らの居 住者 が 多 いけれ ど,彼 らの子 ど もが 離 家 した あと は,必 然 的に

老人 のみ の世帯 にな り易 い。 この よ うに して,都 心 近 くで 老 人 のみ の世 帯がrり 残 され て い く傾 向が

み られる こ とにな る。

以上,か な り多 くの指 標 の分 布が 職 住変数 と ライ フ ・ス テー ジ別居 住 恋数 とに よ って理 解 可能 で あ

るこ とを み た。 この2っ の基 本 変数 の 分布 を理 念型 的 に描 くと図20の よ うに な るだ ろう。 都 心 には,

大 企業 の本 社 ・支社 あ る いは官 公庁 の よ うな ピッ ク ・ビジネ スの事 業所 が 密 集 して存 在す る。 その 周

辺 には,卸 ・小 売業 を 中心 とす る スモ ー ル ・ビジネスが 存在 す る。 この ス モール ・ビジネ スは住 宅地

帯 に も存 在す るけれ ど,そ の機 能 は 都心 近 くの もの とは異 な り,ま た創 立年 も新 しい もmに 変 化 して

くる。

図20.職 住 変 数 と ライ フ.ス テ ージ変数 の理 念的 分 布

a,職 住変 数 b,ラ イ フ ・ス テ ー ジ変 数

ピック ・ビジネス

スモ ール ・ビジ ネス

独身期 排出 ・向考期

一 ●教育期
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他方,ラ イ フ ・ステ ー ジの方 は,都 心 近 くか ら,ま ず独 身期,次 に排 出 ・向老 期,最 後 に子 育て,

教 育 期 とい う順 に な るだ ろう。 この分 布型 には,都 市 の拡 大 とい う フ ァクタ ーが 介 在す る。独 身期 の

人 々は 年を 取 って 結婚 す る と都心 か ら離 れ て い くだ ろ うが.教 育 期を 終 った 高年 令夫 婦が 都心 近 くに

戻 って い く ことは あま りない 。実際 には,特 に札幌 の 場合,戦 後 と りわ け高度 経済 成 長期 の大 規模 な

人 口流 入の過 程 で,新 規 流 入者 が結 婚 して家族 が 増え るに したが(て 都 心 に近 い ところか ら順 々に住

宅 を建 築 あ る いは 購入 して い った もの と考 え られ る。 このた め,単 身 者を 除 くと,ラ イ フ ・ス テー ジ

の高 い者 が相 対 的 に よ り都心 に近 く居 住す る結 果 に なった ので あ ろ う。

さて,こ れ まで の考察 で は,都 心 と して は札 幌駅 か ら大通 りにかけての一 帯が 想定 され て来た が,こ

れ とは異 な る分 布の 中心 を も つ指 標 が い くっか存 在す る。 そ れは,ホ ワイ トカ ラー比 率.ブ ル ー カ ラ

ー比 率な どの職業 分 布で あ る
。 これ らの分布 の中心 は,ビ ジネ スの 中心 で は な く,む しろ古 くか らの

く山 の手 〉住 宅地,円 山 地 区 で ある。 老人 のみ の 世帯 の分 布 の 中心 もわず か なが らこの地 区 に近 よ っ

て いる。 こ の現 象 は,札 幌市 にお いて もか って は 中産階 級居 住 地 区が他 と区別 して存 在 して い た こと

の 名残 りで ある と考 え られ る。 しが しなが ら,今 日にお いて,新 し く転入 して きた中産 階級 の住民 は

必 ず しも特 定 の地 区に固 ま って居 住 す る傾 向は示 して いな い。 た とえば 地価 の面 で も,東 京の場合 の

よ うに千葉 県 内 の住宅 地 よ りも神 奈 川県 や 中央 線沿 いのそ れの 方が か な り高い,と い うよ うな格差 は

ほ とん どみ られ な い。 したが つて,大 局的 には 札幌 市 にお け る職 学 上 の居住 分化 は 弱 く,む しろ混 住

化 の傾 向が 進 展 しつつ ある と考 え られ る。

都市性

4つ の指 標 に関す る異 質 性e同 質 性 の変 数 は,都 心 部で 異質 性 の高 い世 帯類 型 と居 住形 態,周 辺 部

で異 質 性 の 高 い産業 分布 と職 業 分布 とに分 け られ たが,こ れ もまた職 住変 数 と ライ フ ・ステー ジ変数

とに関連 して いる。職 業 上,産 業 上 の 混住 化 はす で にのべ た よ うに より新 しい 住宅地 域 で進 んで お り,

この ため,こ れ らの異 質 性 は周 辺部 で 高 く,都 心 部 で低 い傾 向を示 す。 他 方,周 辺 部 の ライ フ ・ス テ

ー ジ分 布 に お いて は ,結 婚 後 の家 族 が圧倒 的に 多 くな って お り,核 家族 世 帯 と持 ち家が圧 倒 的 に多 い

ため,同 質性が 高 くなる。 逆 に都 心 に近 いと ころで は,単 身者,準 世帯 が 多 くな るた め,異 質性 が増

す こ とに なる。

今 日,都 市性 を 特徴 づ け る ことは極 めて 困難 にな って きて いる。純 農 山村 地 域を のぞ け ば,現 代 の

日本 の 集 落 のほ とん どは何 らか の意味 で の都市 化 の波 を かぶ っ て いる。生 活様 式 に今 や都 市 と農村 と

の大 き な相異 はみ られ な い。

こ う した状 況 の 中で,一 っ の都市 にお い て,都 市 性 の よ り高 い地 区 とよ り低 い地 区 とを 区別す る と
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いう ことは,極 めて 困難 な こ とで ある。 た だ,以 上 みて きた都 市 内地域 特 性 の分布 パ ター ンの 中か ら

一つ の興 味深 い現 象 を指 摘 す る ことがで き るだ ろ う。 それ は,都 心 部 におけ る 「伝統 型 化 」 とも い う

べ き もので あ る。 す な わ ち,こ の節 の は じめ の方で 述 べた よ うに,都 心地 帯 には定着 した 自営 業層 が

比較的 多 い。 逆 に,都 市性 の一 つの 特 徴 と考 え られ る核 家族世 帯 は 周辺部 に よ り多 い。 したが っ て,

核家族 世帯 が相 対 的 に少 な く,自 営 業 層を 中 心 とす る古 くか らの 定着 世帯 が 相対 的に 多 い度 合 に応 じ

て,都 心 部には そ れ だけ 自営業 層 と定着 世帯 とが随 伴 す るい くつ か の 「伝統 型 」都 市 の特 徴を 示す こ

とにな るので あ る。 われ われ は,三 世 代型 世 帯,老 人 人 口,老 人 世帯,産 業,職 業 別 同質 性,等 に お

いて そ うした 傾 向が存 在す る ことをみ て き た。 この 伝統 型化現 象は,こ れ まで の都 市性 の概念 に新 た

な 問題を 投げか け る もの とい え るだ ろ う。

ところで,こ の伝統 型 化現 象 お よび これ まで 指摘 して き た 多 くの 指標 の環 状分布 に 関 して は,そ れ

らを 生 みだす 重 要な 必要 条件 の存 在を 指 摘 して おか な けれ ばな らな い。 それ は,都 市 へ の継 続 的な人

口の流入,都 市の発展 とい う条件 で あ る。都 市が発 展 し,新 しい世代 が 絶 えず単 身者 用 アパ ー トへ,

つ いで郊 外 へ と流 れ 込ん で い くか らこそ,す で にみ た よ うな環 状 分布 が み られ るので ある。 も しか り

に,そ うした流 入が 全 くな くな り,停 滞 した ま ま数10年 経 過 した と しよ う。 そ うす る と,単 身 者は む

しろ子供 が 離 家 して いっ た老人 で あ る こ とが 多 くな り,そ の分 布 は均等 にな る だ ろ う し,し たが って

核家族 世帯 も とくに周辺 部で 多 い ことには な らな いだ ろ う。 こ うした停滞 都 市 にお いて は,環 状 の 分

布 の相 異 はみ られ な くな り,す べ ての地 域 に,す べ ての ライ フ ・ス テ ー ジの人 々が 均等 に分 布す る こ

とにな るだ ろ っ。

明 らか に札幌 市は停 滞 した都 市で はな く急速 に発 展 しっっ あ る都 市で あ る。 そ して,ま さに そ の理

由 によ って,都 心 部 にお け る相 対 的 な伝統 型 化現 象が み られ る ので あ る。

ただ実際 には小 樽 のよ うな人 口が 停 滞 した都 市 で も,都 心 の停 滞 と郊外 の発 展 とい うパ ター ンはみ

られ るだ ろ う。 これ は,入 口増 はス トップ して いて も,人 口移 動 は継 続 して いて,新 規 流入 者 は郊 外

に住 居を構 え,逆 に流 出 者は相 対 的 に都 心 に近 い と ころか ら出て い くと い う傾 向が あ るか らだ ろ うと

思 われ る。

いず れに して も,基 本 的 には,ラ イ フ ・ス テー ジ別居 住 分化 は,都 市 成長 の ダイ ナ ミズム と深 く結

び っいて い る と考 え られ る。
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第3章 都 市 フ リ ン ジ の 形 成 過 程

一発展 型都 市 にお け る都 市化 の 一側 面 一

関 孝 敏

1,は じ め に

ル ー ラル ・ア ーバ ン フ リ ンジが 「新 しい社会 的 フ ロンテ ィア 」 と呼 ば れ,ア メ リカ社会 学 にお いて,

かって蹴 深い論誕 引き起こしたことは周知のとおりであ器碧 アメリカ社会学会と農村社会学会の

協賛 に よる 「ル ー ラル ・アー バ ンフ リン ジの社 会学 的意義 」(1953年)と 題 す る 『農 村社会 学 』の誌

討論 におい て,C.E.リ ヴイ リイ は冒頭 で 次 の ご とく迩 べ て いる。 「ル ー ラル ・ア ーバ ンフ リン ジ

は,合 衆 国 の最 近 にみ られ る課題で あ り,こ の フ リンジに は,全 人 口 の実 質 的 な部 分が 含 まれ て いる

と共 に,も っ とも急速 に増 大 す る人 口を も含 んで い る。 …… この フ リンジは,従 来 のル ー ラル とア ー

(2)
バン の二分 法 にそ ぐ うもので は な い」 次いで,都 市の側 か ら発言 したS.A.ク イー ンとD.B.カ

(3)
一ペ ンター は 「ル ー ラル ・ア ーバ ンフ リン ジは文化 変容過 程 と して の都 市化 研究 の ため の実 験 室 」と

呼 ん だ し,農 村 の側 か らW.C.マ ソケ イ ンボ とR.G.バ ー ナイ トは 「社 会 変動 に 関心 を いだ く農…

村社 会 学者 に とって,拡 大 したル ー ラル ・ア ーバ ンフ リン ジは理 想 的 な実験 室で あ る。 …… この フ リ

ンジは,都 市社会 学者 と農 村 社 会学 者双 方 に とって 実 り多 い地域 で あ り,両 者が 適応 しうる地域 で あ

(4)
ると信 じる」 と。

こ うした発 言は,都 市 と農 村 の区域 が 重 な り連続 し,都 市的 で あ る と共 に農 村 的で あ り,農 村的で

あ る と共 に 都 市的 で あ るよ うな 新 しい地 域 社会 の出現 が,社 会 学者 に いか に多大 な関心 を呼 び起 こす

もの で あ ったか を物語 って い る。

ア メ リカは,フ リンジを め ぐ る考 察が,い わ ゆ る フ リン ジ論 と して,こ れ ほど まで に論議 のXqx11上に

載 せ られ て き たの に対 して,わ が 国で は,都 市 社会 学 の側 か らは,60年 代 にお いて都 市近郊,都 市

域 の拡 大 に伴 な う郊 外化,都 市 周辺 の問 題 と して取 り上 げ られて きた もの の,農 村 社会 学の側 で は,

こ う した都 市社 会 学 の動 きに必 ず し も相即 して お らず,や や立 ち遅 れが みられ た よ うに思 われ る。 し

か し,70年 代 にお け る混住 化社 会論 は,そ うした 立 ち遅 れ の 中か ら登場 して きた もの で あ り,主 と

(5)
して農 村 社会研 究 者 の側 か ら立論 され てき た もの と して位 置付 け るこ とがで き る。 この よ うな混住 化

社会 論 の 登場 は,従 来 の都市 社会 学 が取 り扱 って きた都 市近 郊,郊 外化,都 市周 辺 の問題 を 今一度 見

直す ことに連 な るの で はな か ろ うか。

とこ ろで,わ が国 の フ リンジ研究 を すす めて い くうえで ア メ リカに おけ るル ー ラ ン ・アーバ ンフ リ

ンジ論 を ひ もといて お くこ とは,あ なが ち 無駄 で はな い と考 え る。 しか しひも と くとい って も,詳 述
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す る 余裕 はな いか ら,こ こで はひ とまず,過 去30年 間 にお け るフ リン ジに 関す る文 献 を検 討 したR

(6)
.J.プ ライ ヤ ーの 所説 を手 が か りに して おきた い。

プ ライヤー に よる と,都 市 と農 村 セ ン々 一 ラン ドとの間 に連 続す る土地 利用,社 会 的 ・人 口学 的 諸

特 徴 の変容 地域 がル ー ラル ・ア ーバ ン フ リン ジで あ る とす る。 この フ リンジは さ らに2つ の下 位地 域

に分 け られ る。1つ は都 市 フ リンジで あ り,他 は農 村 フ リン ジで あ る。 前 者 は,都 市 に隣 接 し,人 口

密 度が 高 く,人 口 と土地 利 用の 変化 並 に通 勤者 の増 加率 が 高 い地 域 で あ る。 これ に対 して後者 は,都

市 フ リン ジに接 し,農 家 と空 地 が 多 く,人 口 と土地 利用 の変化 並 に通 勤 者 の増 加率 が 低 い地域 で あ る。

要 す るにル ー ラン ・アーバ ンフ リン ジは,都 市 フ リン ジと農 村 フ リンジの 上位 概念 と して 位 置付 け ら

れ る。 そ して,こ う した フ リンジを め ぐる従 来 の研 究 は,(1)フ リンジ居 住者 の諸属 性,(2)フ リン ジに

お け る社会 的 諸機 関,諸 施設 へ の近 ず きやす さ,(3)フ リン ジにおけ る土 地 利用 と住 宅 事情,に 関 す る

仮説 群 に分 け られ る とい う。

多少,煩 雑 にな るが フ リンジに関す る これ らの仮 説を あげて お くと(1)では,① フ リンジの年 齢 は若

い層が 多 い。② 性 比 は都 市 より高 いが 農村 より低 い。 ③ 出生 率 は都 市 よ り高 いが 農 村 より低 い。 ④ 都

市 と農 村 の 両地域 よ り既婚 者 が 多 い。⑤ 世 帯 規模 は 都市 よ り大 きいが 農 村 よ り小 さい。 ⑥外 国生 れ の

住民 は都 市 より少 ないが農 村 よ り多 い。⑦ フ リンジの職 業構造 は異 質 的 で あ るが,都 市 と農 村 の 両地

域 よ り商業 並 に熟 練労 働 者層 が い くぶん 多 い。⑧ フ リ ンジの住民 は異 質 的 な社会経 済的 地位 を もつ。

⑨ 収 入は 都市 と農 村 の両地 域 よ り高 い層が 多 い。⑩ 教 育 水準 は都 市 よ り低 いが農 村 よ り高 い。 ⑪ 子供

時代 の居 住地 は農 村 よ り都 市で 過 ご した ものが 多 い。⑫ 前 任地 は 隣接 の都 市 で あ る ものが 多い。⑬ 居

住年数 は5年 未 満 が 多 い。⑭ フ リンジ への もっ とも重要 な移 動理 由 は,あ ま り密集 して いな い。 多 く

のプ ライバ シーが 守 られ る。勤 務先 に近 い。子 供 た ちに有利 。 の4点 で ある。 ⑮特 定 住居 の もっ と も

重要 な選 択理 由は,住 宅 の安 定 性 と手 ごろな住 宅規 模で あ る。⑯ 社会 的地 域 的参加 は低 い。

② に つ い て み る と,① 施 設 利用 のサ ー ビスは不 十分 で あ り,不 満を 感 じる ものが 多 い。 ② 公 的な

輸送 方法 は不十 分で あ り,不 満 を感 じるものが 多 い。③ 車の所有 は都 市 と農 村 両地 域 に比 べ て 多い。

④ 勤務先 は都市 にある ものが 大 多数 で あ る。⑤ 通 学 距離 が遠 く通 学 手段 に問題 を もつ ものが 多い。⑥

買物 セ ンタ ーは都 市 にある ものを 利用 す るこ とが 多 い。

(3)では,① 農 村 よ り農 業従事 者 が 少 ない。② パ ー ト・タイム の農 業 従 事者 が 多 い。 ③酪 農,果 樹 経

営 は少 ないが菜 園,家 檎類 を 中心 と した集 約農 業が 多 い。④ 農 村 より農 業 経 営 の規模 が小 さい。⑤ 地

価 は都市 よ り低 いが農 村 よ り高 い。 ⑥農 地が 都市 的土 地利 用 へ と漸次 的か つ 不規 則 的に 変化す る。

⑦ 工業 用地 は 都市 よ り少 ない。⑧ 家敷地 は都市 よ り大 きい。⑨土 地 利 用 は都 市程 高度 では ない。⑩ 持

(7)
ち家 は都 市 よ り多 いが 農 村 より少 ない。

長 くな った が,以 上 の諸 仮説 か ら,ア メ リカ におけ るフ リンジを め ぐる視点 と課題 が かな り読 み と
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れ る よ うに思 われ る。 しか しプ ライ ヤー 自身,フ リン ジタ め ぐる定 義 は これ まで必 ず し も成功 してお

らず,そ れ に北 米 以外m地 域 の フ リン ジ研究 は,u的 に欠如 して い る と指摘 して い る。 ともあれ,

プ ライヤ ーの整 理 した仮 説群 に注 目す る時,急 激 な都 市化 を短 期間 にお いて経験 してきて いるわが 国

の場 合,検 討 され るべ き余 地が か な り残 され てい るので はな いか と思 われ る。

そ こで 本稿 で は,札 幌 市 の東 区(旧 札幌 村)を 対象 に,当 該 地域 にお け る都 市 フ リンジの形成 過程

の一 端を 解 明 したい。 もと よ り小稿 にお いて,都 市 フ リンジの形成 過程 は論 じ尽せ る もので は ないか

ら,課 題 への接 近 に際 して,一 応次 の断 りを して お きた い。

1つ に,昭 和30年 代 以降 の都 市 フ リンジの形成 過程 に集 中す る こと。2つ に,新 しく侵 入 す る側

の来 住 世帯 で は な くて,侵 入 され る側 にあ る定 住 世 帯の 対応 を考察 の 中心 にす る こ と。3つ に,定 住

世帯 は昭 和30年 代 以降,農 家 ない し農 家で あ った 世帯を 考察 対 象 とす る こ と。 これ らの限定 は,フ

リン ジの 形成 過程 で は,土 地 利用 の変 化 一 農 業 用 地か ら非農 業 用 地 ヘ ー が も っ とも基 礎的 な分析

課 題 の1つ で あ る と考 え るか らで ある。 この土地 利 用の変 化 は,札 幌 市では 後述 の ご と く,昭 和30

年 代 以降 目を み はる もの があ る。 そ して この 土地 利 用 の変 化 と,定 住 世帯 の階 層 変化 とが どのよ うな

関係 にあ る のかを 検討 したい。土 地 利用 の 変化 に伴 な う エ コロ ジカル な変 容 は,居 住者 の階 層 と不可

分 な関係 に あるの て は ない か と考 え るか らで あ る。 以下で は,ま ず 札幌 市 の発展 と現 況 にふれ,次 い

で 札幌 市の急激 な変化 が縮 図 と して 表 われ て い る東 区 の フ リン ジ形 成 につ いて 考察 す る。

2.札 幌 市 の 発 展 と 現 況

札幌 市 は大 正11年8月1日 市政施 行 以来,編 入 ・合併 に よ り市域を 拡大 す る こと9回 に 及び,東

西42Km,南 北45Km,面 積 に して1,118㎡(昭 和60年10.月)と な る。

昭和60年10月 現在,人 口 は1,542,979人 で あ り,昭 和25年 の313,850人 か ら,35年 間 に約

123万 人 の増 加 とな って いる。 表1にT

表1.札 幌 市人 ロの増 加状 況す ごと く
,人 口 増加 の激 しか った時期 は

昭和35～40年 と昭和45～50年 で

あ る。 前者 が第1次 ピークで あ り,年 平

均約41,118人 増 加 して い る。 この 時期

は,い わゆ る高度 経済 成長 に伴 い,労 働

力 人 口が農 山漁 村部 か ら都 市 に集 中 した

全 国的 な人 口の都 市集 中 に加 えて,札 幌

市の 場合,昭 和30年 代後 半 にお け る エ

ネルギ ー革命 に よ って道 内 炭鉱 所 在市 町

S25

30

35

40

45

50

55

60

総 人 口

⑳

313,850

487,391

615,628

821,217

1,010,123

1,240,613

1,401,757

1,542,979

増 加 数

1年 当 り平均

19,541

18,727

25,647

41,118

37,781

・1・:

32,229

28,244

増 加 率

1年 当 り平均

6.6,°o

4.8

5.3

6.7

4.6

4.6

2.6

2.0

(注)各 年10月1日 現在 の 国勢 調査 結果で あ る。
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か らの炭 鉱離 職者 が 多 く流 入 して いる。 これ に対 して 後者 の第2次 ピークは,年 平 均46.098人 の増加

とな り,第1次 ピークを凌 いで い る。 この期 の 人 口増加 は,昭 和47年2月 冬 期 オ リン ピ ソクの開催

並 に同年4月1日 政 令指 定都 市 への移行 に伴 い,道 内他 市 との格差 が ます ます 拡大 す る ことに よ って

札幌 市 の もつ就業 ・就学 ・生 活 の利 便性,都 市 それ 自体の イ メ ージ とい う吸 引力が い っそ う増大 した

ことに よる といわれ る。 札幌 市 への この よ うな人 口集 中は,当 該 都 市 の全道 入 口に 占め る シエ アの推

(8)
移 に よ って も 明 らかで ある。11大 都 市 に比 較す れば,札 幌 市の人 口増加率 は驚異 的で あ る。

短 期間 にお ける こ のよ うな人 口激 増型 の 札幌 市は,産 業構 造 か らみ る と,第2次 産業 が 歴史 的 に脆

弱 で あ った こと もあ って,第3次 産 業 が肥 大化 した都 市 とい う性 格 を ます ます 強 めて き てい る。(表

2)。 事業 所及 び 従業 者数 の推移 は,昭 和44年 ～56年 の12年 間 に39,638事 業 所,434,658人 か

表2.産 業別就業者比率(札 幌市)

S25

30

35

40

45

50

55

就 業 者 数

総 数 ρ9

148,358

(100.0)

188,570

(100.0)

260,142

(100.0)

373,217

(100.0)

474,653

(100.0)
560,949

(100.0)

631,814

(100.0)

第1次 産業

22,434

(15.1)

21,033

(11.2)
19,022

(7.3)

14,739

3.9)

12,064

2.5)

8,146

1.5)

7,398

(1.2)

第2次 産業

33,853

(22.8)

43,978

23.3)
..・

25.6)

100,270

26.9)

125,447

(26.4)

143,602

(25.6

150,788

(23.9)

第3次 産 業

91,931

(62.0>

123,548

(65.5)

174,434

(67.1)

258,141

(69.2
336,895

(71.0)

407,444

(72.6)

472,823

74.8)

(注)総 数 の 中に は 「分類 不能 の産 業を 含 む 」 したが って産 業 別 トー タル の 百分比 は100%に な ら

な い ことが あ る。 昭和58年 版 札幌 市政 概要。

ら74,237事 業 所,694,666人 へ と増大 して い る。 対 全道 シ ェア で い うな らば,事 業所 は 昭和44年

の19.1%か ら昭和56年 には26.1%へ,従 業 者数 は23.5%か ら28.9%へ と増大 し,そ れぞ れ4分

の1以 上を 占 め るに至 って いる。 と くに,昭 和53～56年 の事 業所 数 の増加 率が,11大 都市 中最

(9)
高を示 す こ とは注 目 され る。 事 業所 数 の増大 は,い わゆ る都 市 の 中枢 管理機 能 を経 済 的機 能,行 政 的

機能,文 化社 会 的機 能 の3機 能 に分 け る と,札 幌 市 で は行政 的機 能,文 化 社会 的機 能が よ り多 く集 積

(ion
して い る。

上 にみ た よ うな札 幌 市の変 化 は,第3次 産 業を 中 心 と した消費 型 都 市の代 表 的 な発 展型 と して 位 置

付 ける ことが で きる。 こ うした 札幌市 の急激 な発 展 を本稿 の課題 に照 らす時,見 逃 しえな い側面 の検

討が必 要で あ る。そ れ は第1次 産業 の減 少 とそ れ に伴 な う土 地利 用 の変容 で ある。 札幌 市が隣 接 町村
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を編 入 ・合併 しつつ,市 域 を い っそ う拡大 す るの は,昭 和28年 の 町村 合併 促進 法 の実施 以 降で ある

か ら,そ う した市 域拡 大期 直 前 の昭 和25年 に 注 目す る時,札 幌 市 は第1次 産業 就業 者が15.1%を 占

めて い た。 それが 昭和55年 にはわ ずか1.2°0に 減少 して い る。 この13。9%の 減 少 は同期 間 にお ける

第3次 産 業就 業者 の増 大12.8%に ほぼ対 応す る。 増 大す る第3次 産業 が 札幌市 の発 展過程 において 注

目 され るけ れ ど も,他 方 におい て,急 激 に減 少 す る側 面 も等 し く考慮 され る必 要が あ る。 そこで 以 下

で は,札 幌 市 におけ る昭 和30年 以降 の第1次 産 業 の変化 とそれ にかか わ る土地 利用 の変 遷 を跡付 け

て おき た い。

表3.農 家数 と耕 地面 積 の変化(札 幌 市)

表3に 示 す よ うに,昭 和31年

に総 農 家 数は5,751戸 で あ り,そ

の うち専業農 家 は4,030戸(70%)

で あ った。 と ころが,昭 和59年

で は,総 農 家数 は2,723戸 と な り,

29年 間 に3,028戸 もの減 少 とな

っ た。 わけて も専 業農 家 は,顕 著

な減少(3,241戸)を 示 してい る。

これ に対 して第2種 兼 業農 家 が

563戸 増大 して い るか ら,兼 業化

・離農 化 は札幌 市 で も明 白で ある
。

経営 耕地総 面 積 は,昭 和31年

S31

34

39

45

50

55

59

総 農

家 数

5,751

5,595

4,949

4,190

3,429

2,994

2,723

専業 別農 家数

専 業

4,030

3,859

2,765

1,961

969

782

789

第1種 兼

1,121

1,114

1,203

1,275

933

725

771

第2種 兼

・!1

622

・ ・

1,224

1,527

1,487

1,163

経 営耕地

面積(ha)

15,830

14,961

10,049

8,613

6,364

5,4C8

5,116

(注)札 幌 市統計 書 よ り,経 営 耕地 面積 は樹 園地 を除 く。

(il)
に15,830ヘ クタ ール で あ った。そ れが 昭和59年 に5,116ヘ ク タール とな った。 経営耕 地 面積 は,実

に10,714ヘ ク タール も減少 して い る。 概数 的 に い えば,年 間約370ヘ クタール の農 地が 転 用 された こ

とにな る。 この よ うに激 しい農 地 転用が どの よ うに進 行 したか は,札 幌 市 の発 展を 考 える時,無 視 し

えない こ とは い うまで もな い。 冒頭 で指 摘 した ご と く,都 市 フ リンジ の形 成過程 を何 より もまず土地

利 用 の変化(農 地転 用)か ら展 開 したい と考 え るのは,29年 間 にお け る この10,714ヘ クタ ールの農

地転 用 に注 目す るか らで あ る。 そ こで,次 に札幌 市 の 年度別 農地 転 用 の件 数 と面積 を把握 して おき た

い。

表4は,残 念 なが ら必 ず しも全 市の もの とはな って いな い。 とい うの も,昭 和30年 ～39年 まで

は 南 区が含 まれ ていな い し,昭 和30年 に は北 区,豊 平 区が 含 まれ ていな い。 これ に対 して 昭和40

年 か ら,白 石 区で は厚 別が,北 区 で はそれ まで集 計 されて いた篠路 に新 琴似 が加 わ ってい る。 西 区で

は 昭和36年 よ り手 稲 が算 入 され て い るが,昭 和52～54年,58年 の資 料が見 出 され ない。 白石

区 では昭 和50年 ・55年 の資料が 曖 昧で あ る。 この よ うに農 業 委 員会 の業 務 報告 は,必 す しも全 市
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統一 された年 次 別の 資料 と して完 全 に揃 って

い るわ けで は ない。 この よ うな制 約が ある 中

で,資 料 と して,昭 和30年 か ら今 日まで年

次別 に も っと も信 頼 され る地 区 は東 区,中 央

区で あ り,昭 和31年 か らの 豊平 区 、そ して

昭和40年 か らの南 区で ある。 した が って こ

こで用 い る表 は,昭 和30年 ～58年 に至 る

札幌 市 にお け る農 地 転 用件数 と転用 面積 の 相

対 的 目安 で あ る。 資 料的制 約 が あ るか ら,あ

くまで大局 的 にみ る に とどま ざるを え ない。

しか しそれ で も この約30年 間 に,8,178・7

ヘク タール の農 地転 用が なされ た こ とは把 握

しうる。 そ して農 地 転用 面積 の急 増 は,昭 和

38～39年 の 第1次 ピーク と,10年 後 の

昭和47～48年 の第2次 ピーク とに おい て

み いだす こ とが で き る。 年次 別農 地 転用 面積

にみ られ る2つ の ピー クは,札 幌 市 の人 口の

急 増す る2っ の ピー クに ほぼ 対応 して いる。

こ うした変 化を さ らに跡 付 け るた めに,資

料 的制 約を で きるだ け カバ ー しえた表5に も

とず き,用 途別農 地転 用状 況 をみ て お くこ と

表4.年 次別農地転用状況(札 幌市)

S30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

転 用 件 数

1,056

2,341

.・ ・

3,151

4,618

4,261

6,833

7,365

10,481

15,483

13,109

7,324

5,831

1:

4,129

2,745

1,781

1,297

1,171

708

720

931

607

626

604

510

496

473

374

転 用 面 積

65.8ha

118.6

155.6

219.8

205.9

378.1

409.9

477.8

693.6

528.4

366.4

512.6

344.2

485.1

296.0

362.0

514.0

600.5

312.4

105.8

141.9

137.6

136.8

115.0

117.4

1!

107.2

43.0

(注)札 幌市 農業 委 員会 業 務報 告 よ り整 理 。

表4,表7,表8に つ いて も同様 。

表5.年 次別用途別農地転用状況(札 幌市)

(面 積の単位:血)

S35

37

38

39

43

45

47

52

54

56

工場 ・倉庫敷地

件数

31

29

83

42

3?

12

is

5

15

%

0.9

面積

12.5

0.4
,664

0.s53.4

0.3

o.s

0.4

z.o

1.1

2.6

5.8

]9.8

16.2

2.7

9.7

0.4

2.5

4.5

%

7.6

17.1

11.9

3.0

4.7

0.9

2.5

0.5

2.2

5.7

住 宅 敷 地

件 数

3,109

6,546

9,3?A

13,764

4,228

2,307

721

323

397

310

%

95.3

94.0

95.0

95.4

89.8

84.0

79.2

73.8

67.6

64.1

面 積

111.4

200.1

280.3

424.3

146.5

i7.1

292.2

56.4

81.3

35.2

%

67.4

51.5

62.7

64.1

42.6

26.1

74.4

74.2

71.6

94.5

その他の建物用地

緻
44

163

111

109

184

173

42

57

63

%

1.3

2.3

1.1

o.s

3.9

6.3

4.6

13.0

14.8

13.0

面積

13.9

33.1

42.8

51.2

55.1

48.8

10.?

7.9

15.1

5.0

%

8.4

8.5

9.6

7.?

16.1

16.5

2.7

10.4

13.3

6.3

その他の施設用計

件数

80

228

297

503

259

253

129

53

88

83

%

2.5

3.3

3.1

3.5

5.5

9.3

14.2

12.1

15.0

17.1

面 積

27.5

::.

70.8

167.1

125.8

166.8

80.0

11.3

14.7

34.4

%

16.6

22.9

15.8

25.2

36.6

56.5

20.4

14.9

12.9

43.5

合 計

件 数

3,264

6,966

9,815

14,418

4,708

2,745

910

438

587

984

%

100。0

100.0

100.0

ioo.o

100.0

ioo.o

1!1

100.0

111

100.0

面 積

165.3

388.2

44?.3

662.4

343.6

295.4

392.6

?6.0

113.6

79.1

%

1∞.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0
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に した い。 用途 を4つ の カテ ゴ リーに分 け る と,転 用 件数 と転 用面 積 とで は,総 転 用 状況 におけ る意

味 の違 いが よ く分 か る。 た とえば,住 宅敷地 の転用 件数 の 総 件数 に 占め る占有率 は 高 くて も,転 用面

積 の 占有率 は転 用件数 のそ れ に必 ず しも相 即 して いな いか らで ある。 逆 に,昭 和37年 ・38年 の工

場 ・倉庫敷 地,昭 和43年 ・45年 のそ の他 の建物 用地(店 舗 ・病院 ・学 校等)と その他 の施設 用地

(道 路 ・下 水道 ・公園 等)は 転 用件数 の 占有 率 に比 べ て転 用面積 の 占有 率 はか な り高 い。 こ うした意

味 の 違 いが み られ る にせ よ,用 途別 に農 地転用件 数 と転用 面積 の 年次 別変化 を み る と,や は りなん と

い って も農 地 転用 の大 部 分 が,急 増 す る人 口増 に対応 して 住宅地 に 当て られ て いる ことが よ く分 る。

そ して昭和37年 ・38年 は急増 した人 口を雇 用す るため に工場 ・倉 庫の建 設 が図 られた こ とが うか

が われ る。 これ に対 して,昭 和43年 ・45年 におけ る その他 の建 物 用地 並 び に施設 用 地 の増大 は,

冬期 オ リン ピ ックと政 令 指 定都 市 への 移行前 に おいて 増加 してい る こ とか ら,農 地転 用 が公共 的な 社

会 資 本 の投 資 の対 象 と され る よ うにな った ことを 示 して い る。 しか し,昭 和40年 代 後半 か ら50年

代 に至 ると,住 宅 敷地 が 再 び転 用 面積 の7割 を 越 え るこ とに な り住 宅地 中心 の 傾向 に戻 って いる。 と

ころが,昭 和56年 に な る と,そ の他 の施 設 用地 面積 が43.5%と な り,農 地 転 用 の動 きに大 きな 新 し

い イ ンパ ク トが 加 わ った こ とを うかが わせ る。 この イ ンパ ク トの最 大 の もの は,昭 和63年 開通 予定

の南北8.9キ ロ メー トル に及 ぶ 地下 鉄 東豊 線 の建設 に伴 な う もので ある。 この東 豊線 は次節 で取 り扱

う東 区 の中心 市街 地を 南 北 に貫通 す る 。

札幌 市 の現 況 を人 口,産 業 構造,土 地利 用(農 地 転用)の 変化 の側面 か らふれ た 。札幌 市 の急激 な

変 化 は大 きな うね りで あ り,地 殻 変動 とも い うべ き地域 社会 の 変動 で あ る。都 市 フ リンジの形 成過程

は そ う した こ との1つ の表 われ で ある。

〕

3.東 区 に お け る 都 市 フ リ ン ジ の 形 成 過 程

1.東 区の概 況 と合併 前 の1日札 幌村

東 区 は札幌 市 の北東 部 に位 置す る。 区の 南部 は函館 本線 を は さみ 中央 区 に接 し,東 は豊 平川 を へだ

て て 白石 区 と江 別 市 に,西 部 と北 部 は創成 川 と旧篠路 村村 界 を境 い に北 区 にそれ ぞれ接 して いる。地

形 は 東西9.1㎞,南 北11㎞,周 囲37.5㎞,面 積 に して57.27Km2と な り全市 の5.1%を 占め て いる。

東 区 の入植 の 歴史 は,慶 応2(1866)年,幕 臣大 友亀 太 郎 が農 夫10数 名 を伴 な い伏 古川 の ほ とり

(現 在 の北13条 東16丁 目付 近)に お い て,開 拓 に着 手 した時 に始 ま る とい われ る。 行政的 には,

戸 長役 場時 代 の明治12年 に札幌 村,苗 穂村,丘 珠村,雁 来村,篠 路 村 の5か 村 が 札幌 村 とな る。明

治32年 篠 路 村 の分離 独 立 以降,札 幌 村 は昭和30年 全 域 が札幌 市 に編 入 さ れる まで 村制 を しい た。

この旧札幌 村 の 全域 と篠 路村 の一部 が現 在の 東区を 形成 して いる。

昭和60年10月 現在,東 区 の世 帯数 と人 口は81,133世 帯,224,539人 で ある。
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札幌 市 との合併前 の 昭和25年 に1,346世 帯8,858人 で あ った こと を考 え る と隔 世 の感 が す る。文

字通 り 「村 」が わずか 四 半世紀 の間 に,一 挙 に近 代 都市 に移 行 した とい って も過 言で は な い。東 区 の

この よ うに急 激 な人 口増 加 は表6に 示 す とお りで あ る。

注 目 しうるい くつか の特 徴を 指摘 して お く

表6.東 区 の人 ロ増 加

と,1つ に,昭 和50年 に7区 中 に占 め る

S25

35

40

45

50

55

60

総 人 口

8,856

86,346

124,894

160,723

195,682

213,310

224,539

増 加 数

1年 当 り平 均

610

7,748

7,710

7,166

6,992

3,526

2,246

増 加 率

1年 当 り平 均

10.5

.,

8.9

5.7

4.4

1.8

1.1

(注)増 加数廓 は過 去5ケ 年 な い し10ケ 年 の平 均 で

あ る。 昭和25年 は旧 札幌 村 の数値 で あ る。

6㎞ 圏 以遠 の3圏 域 に分 け た時,ド ー ナツ化現 象が顕 著 にみ られ るこ とで ある。す な わち,

は昭和40年 代 より5ケ 年 毎 に3千 人 ～4千 人 ず つ減 少 し,

の増 加 量は 急速 に減 少 して い る。 これ に対 して,1圏 以遠 は1万5千 人 ～2万5千 人ず っ増 加 して

い るか らで あ る。 都 市 か らの距離 に人 口の 増減 が 見 事 に投影 して い る。 後 にみ る農 地転 用,農 家 の経

営 作付面 積 の変動 は,こ うした 動 きに対応 してい る。

人 口動 態 に おけ る上 の特 徴 に加 えて,東 区の市 街化 度(人 口集中地 区 面積/市 街 化 区域面 積)は,

昭和55年 で は81.3°o,市 街化 区 域人 口密度 は73.8人/haと い ずれ も中 央 区 に次 いで 高 い。 市街化度,

市街 化 内人 口密度 か らす れば,東 区 は 中央 区に つ いで都 市 的 とい うこ とに な る。 東 区 の全体 人 口 は,

50年 代 に至 り鈍化 して きて い るか ら,上 に指 摘 した指標 で の都 市化 は,今 後 さ程 進行 しない か と思

われ る。 しか し,昭 和63年 開通 予定 の地 下鉄 東豊 線 が 区 内の幹線 道路 東15丁 目屯 田通 を 南下 し,

中央 区 に直結す る ことか ら,都 市 的 な利 便性,土 地 の高度 利 用が 図 られ,60年 代 は,40年 代 とは

質 の異 な る変化 が 生 じて くるもの と思 われ る。

急激 な 人 口増加 の影響 は住 宅事 情 に も うかが わ れ る。 昭和55年 の持 ち家世 帯比 率 は38.4%で,全

市平均41.5%よ り低 く,7区 中,中 央区 に次 ぐ低 い比率 を示 す 。 そ の反面,民 営借 家 世帯 比率 は.;,

%と 市 の平 均43.2%を 上回 り,こ れ も中央 区 に次 ぐもの とな って いる。

東区 の産 業構 造 に関 して いえば,約250ヘ クタール の丘珠 飛 行場 を もつ 丘珠 地 区 に鉄 工 団地,国 鉄

函館 本線 北側 に隣 接 す る苗穂(上 苗穂)地 区 に大 規 模食 料品 工場 が 立地 して いる こ とか ら,製 造 品 出

人 口数 が1位 で あった こ と。 これ は,昭 和

40年 代 に人 口が 年 間実 に5%前 後 ずつ 増

大 して きた こ とに よる もので あ り,東 区が

札幌 市 の 中で も40年 代 に も っ とも人 口が

増 加 した地域 で あ った こ とを 示 して い る。

とこ ろが,50年 代 にな る と人 口 増加 が 鈍

化 し,年 間増 加率 が40年 代 に比 べ て半数

以下 に とどま って いる。2つ に,東 区 を 中

央 区 の都 市か ら3㎞ 圏 内地 域,3～6㎞ 圏,

3㎞ 圏 内

3～6Km圏 は増加 をみ てい る もの の,そ
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荷額 は昭和55年 に976億 円(全 市 の15.5°0)と な り7区 中,西 区 ・中央 区 に次 いで 第3位 を 占める。

商 業 は,函 館 本 線 北側 に卸 売 セ ン ターが存 置 してい る こと もあ って,年 間 販売 額が4,177億 円(昭 和

55年,全 市 の5.5%)と な り,こ れ も7区 中3位 とな って い る。 昭和56年 の事 業所 は8,915(全

市 の12%)と な り,中 央 区 ・白石 区 ・豊 平 区 に次 いで 多 い。 また従 業 者数 は73,746人(昭 和56年,

全 市 の10.6%)で7区 中3位 に位 置す る。

ところ で,東 区 の産 業構 造 にお い て注 目 され るの は,昭 和56年 に農 家 数(526戸)と 経 営 耕地面

積(1,278ヘ ク タール)が 北 区 に次 ぐ位 置を しめて お り,し か も作付 面積 の大 部分 が 札幌市 の 主要農

産物 の玉 ネギ畑 で あ る,と い うこ とで あ る。 この札幌 玉 ネギ は,明 治 初 期 に西洋農 業 の栽 培作 目と し

て導 入 され,明 治37年 「札幌 村玉 ネギ輸 出 組 合 」が 結 成 され て 以来,今 日まで 旧札幌 村 の代名 詞 の

1つ とい われ る程 の伝統 を もつ もので ある。 したが って,東 区が 人 口急 増地域 で あ りなが ら,都 市近

郊 農 業 を なお も維持 して いる 地域 で あ る ことは,本 稿 の課 題 を考察 す る うえで,格 好 の素 材を提 供 し

て い る。

以上 の よ うな東 区 の概況 を さらに明 確 にす るため に,昭 和30年 札 幌 市 に編 入 され る直 前 の旧 札幌

村 は,果 して どの よ うな地 域 社会 で あ ったか を概括 して お こ う。

昭和25年 の旧札 幌 村は1,346世 帯(8,858人)で あ り,全 就労 世帯 は1,268戸 で あ る。 この うち

農 業 世帯 が も っと も多 く565戸(44.6%)を 占 める 。農業 世帯 に次 いで 多 い職 業 は,公 務244戸

(19.2%),運 輸 ・通信160戸(126%),製 造業124戸(9.8%),サ ー ビス業74戸(6%),建

設業58戸(5%)で ある 。農 業世 帯が 半数 近 い もの の,第3次 産 業,第2次 産 業 の就労 世帯 が過 半数

を 占め る こ とは,当 時 すで に 人 口313,850入 で あ った札 幌 市に隣 接 す る近 郊農 村,札 幌 村 の一端 が う

かが われ る。 しか し,こ のよ うな旧札 幌 村に お いて注 目 され る のは,な ん とい って も農 村 ヒ ンタ ー ラ

ン ドと して の性格 で あ る。

昭 和20年 代 にお け る当 該地域 の大 部 分が農地 で あ った こ とは,国 土 地 理院 発行 の 市街地 図 に明確

で あ る。 旧札 幌 村 にお いて 市街地 で あった の は,都 心 に も っと も近 い旧村 役場 の所 在地(北13条 東

16丁 目)並 び に鉄 東地 区(北7条 ～北18条,東1丁 目 ～5丁 目)の 一 部 にす ぎな い。 総面積

3,464ヘ クタ ール の うち2,719ヘ ク タール(78.9°0)が 耕地 で あ る。土 地 利用 の形態 か らみて,農 村

ヒンター ラ ン ドが 大 き く拡 が る農 業 村落 社会 が み られ た。

旧 札幌村 の 耕地 面積 は,大 正 期 に最大 で あ っ た3,040ヘ クタール か ら昭和17年4月 の戦時 下,軍

の 要請 に よ り約250ヘ ク タールが 丘 珠 飛行 場 用地 に転 用 され た とい う,個 別事 情を 除 くと,戦 前 期 は

ほぼ 一定で あっ た。 ところ が,後 に詳述 す る ご と く,経 営作 付 面積 で み る と,昭 和24年 ～32年 の

8年 間 に約200ヘ クター ル の経 営面積 が減 少す るのに対 して,そ の後 の昭和30年 代 の8年 間で は実

に772ヘ ク タール も減 少 す る。昭 和40年 代は 若 干減少 巾が 縮 小 した もの の30年 代 とほぼ似 かよ っ
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た傾 向を示 し,10年 間 に748ヘ ク タール の減 少 とな って い る。 こ う した30年 代 ～40年 代 の 急速

な経営面 積 の 縮小 は,当 該 地 域の 急速 は市街 地化 を示 して い る。 因 に,昭 和50年 ～57年 にお け る

経営 面積 は,94ヘ ク タール の減少 に とどま って い る。合 併 後 の旧札 幌 村 の急 変 は,こ うした経 営面

積の減 少 に単 的 に うかが われ て いる と いって よ い。

この よ うな経営 面積 の急 激 な減 少 に もかか わ らず,驚 くべ き こ とは,昭 和25年 の農 家数565戸 が

昭和57年 の496戸 へ と69戸 の減 少 に とど ま って い る,と い う ことで あ る。 旧 札幌 村地 域 に おけ る農

家 戸数 の この よ うな変 化 に東 区の 都市 フ リン ジの 形成 過程 が解 明 して い く手 が か りが ある よ うに思 わ

れ る。 そ こで,入 手 しえた資料 を もとに,ま ず 農 地転 用 の状 況 と経 営作付 面 積 の地域 別 変化 を 分析 し,

都 市 フ リン ジの形成 過程 の 一端 を 明 らか に した い。

表7.年 次 別農地 転 用状 況(東 区)

S30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

49

50

51

52

53

54

55

56

57

59

転用 件数

79

60

128

186

・

691

1,060

712

2,147

2,725

1,740

1,122

838

671

564

581

226

282

235

119

304

321

219

256

261

173

130

133

129

109

転用面積
6.Oha

1.?

13.9

10.6

29.4

34.4

67.7

43.5

52.5

.・

72.5

47.6

36.9

55.1

72.1

30.3

22.3

56.7

57.1

26.4

22.8

20.0

16.1

20.9

26.6

21.6

12.1

10.5

11.8

!

2.土 地利 用 の 変化 と都市 フ リン ジ

旧札幌 村 が札 幌市 に編 入 され た 昭和30年 よ り昭

和59年 に至 る30年 間の農 地転 用 件 数 と その面積

は,表7の ごと くで あ る。 都 市 フ リンジの形成 過程

をみ よ うとす る時,両 者 の もつ 意味 の 質 的違 いに注

目 して お く必 要が ある か ら,必 ず しも単純 に一 方 の

み を取 り上げ る わけ には いか ない。 け れ ど も各 年次

にお け る農 地 転用 件数 と転 用面 積 の変 化 はほぼ 対応

して い る し,農 地転 用面 積 に比 べて,農 地転 用件 数

の変化 の 方が 大 きな 変化 を把 握 す る には好都 合 な場

合 もあ る。 そ こで まず転 用件 数を 年次 的 にみ て お く。

昭和30年 に79件 で あ った農 地 転用 件数 は,昭 和

34年 にす で に634件 を 数 え,こ の年 次を 離 陸期 と

して上 昇 しな が ら,38年 ～39年 にか けて 一気 に

ピークを迎 える。 そ して 昭和39年 の2,725件 を 最

高 と して,昭 和40年 代 以降 は,多 少 の もり返 え し

が あ る もの の 除 々に減少 して い く。

農 地 転用 面積 で は,昭 和30年,・31年 に6ヘ ク

タール,1.7ヘ ク タール と少 なか っ たが,そ の後 は

常 に年間10ヘ クター ル以上 の 農地 転用 が 行 な われ

て い る。 と りわけ昭 和39年 は98.7ヘ クタール とい
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う驚 くべ き転 用 面積 とな って い る。 昭和30年 代 か ら40年 代 は,東 区の人 口増加が 急増 した時期 で

あ る ことか ら,農 地 転用 件数 と農 地転 用 面積 に も,そ う した こ とが うかが われ る。

ところで,転 用 され た農 地 が どの よ うな 用途 に利 用 され て い るのかを把 握 す る こ とは,都 市 フ リン

ジの形 成 過程 を土 地 利 用の 変化 か ら見る 時重要で あ る。 表8は 年次 別 用途 別農 地転 用 状況 を整理 した

もので あ る。

表8.年 次 別 用途 別農 地転 用 状 況(東 区)(面 積の単位:面)

工場 ・倉庫敷地

S35

36

37

47

48

49

50

si

52

53

54

55

57

58

件数%

510.7

面 積1%

2.818.2

71U.7i1.912.8

　13

【L8}6.314.6

8i2.8'S.5,9.?

5

8

10

3

?.1

67

3.3

0.9

1.412.5

0.813.0

1.3

o.z

4

62310、8

5.7

1.0

180.2、12

3.8

14154t24

鷺
6.911.0

1.3

513.910.5

9.0

4.6

10.7

4.2

住 宅 敷 地

件 数

660

1,018

654

247

191

83

245

%

95.5

96.0

9ユ9

87.6

81.3

.・

80,6

240 74.8

161

is2

186

io2

73.5

r"5.0

71.3

59.0

81166.9

94170.7

面 積

23.8

51.3

22.1

44."r

36.5

is.o

i2.s

9.5

9.0

13.3

18.3

7.9

6.3

.・

%

69.8

76.3

51.3

78.7

63.9

72.0

55.0

47.5

55.9

63.7

.:.

36.6

52.1

65.7

その他 の建物用地

件数

6

9

8

17

23

15

44

41

44

°U

0.9

o.s

1.1

6.0

9.8

iz.s

9.2

16.8

20.i

is.o

is.s

面積

1.9

2.6

.・

4.2

8,8

3.1

5.3

7.7

5.5

4.5

3.4

16創7.6

%

5.6

3.9

16.0

'r.4

15.4

11.7

23.1

38.5

34.2

21.5

12.8

35.2

その他 の施設用地

件数

20

26

%

2.9

2.5

37 ,52

10,3.6

is

13

21

24

10

17

17

31

6.8

10.9

6.9

7.5

4.6

6.7

6.5

17.9

面 積

5.6

11.4

7.8

2.4

10.4

3.5

3.7

2.6

1.4

2.3

2.5

5.1

%

16.4

17.0

is.i

4.2

18.2

13.3

is.2

13.0

8.7

ii.o

9.4

23.6

合 計

'255.8

is 10.8 0.9 7422 16.9

一13929 .3

-}5240.3

3.6

件 数

691

1,060

712

282

235

119

304

321

219

256

261

173

29.8)130

%

100,0

100.0

100.0

1000

1000

ioo.o

ioo.o

面 積%

34.1

67.2

43.1

56.8

57.1

26.4

22.9

100,0200

ioo.o

100,0

100.0

100.0

goo.o

100.0

ioo.o

100.0

100.U

100.0

1000126sjioo.0

16.1i100.0

20gl1000

4639・0-i

100.ol21611000

zoo.0100.011°1

36343133}100.0

6.i56・811ei1・ …

10.5 100.0

1]81000

用 途 別 に おいて注 目 される の は,な ん と い って も住宅 敷地 への転 用 であ る。住 宅 敷 地 の転用 面積が

もっ と も多 く,し か も総転 用 面積 の70%を 越 え るのは 昭和30年 代 ～40年 代 にか けて で ある。 用

途 別件 数で みれ ば,住 宅 敷地 は総 件数 の実 に80%以 上を 占めて い る。 しか しそ う した高 い比率 は,

50年 代 に至 るとかな り減 少 して くる。 この よ うな住 宅敷 地 への転用 状 況に対 して,工 場 ・倉 庫敷地

は 昭和37年,56年 の2か 年 のみ農 地 転用総 面積の10%を 越 える にす ぎず,他 の年次 すべ て にお

いて10%未 満 で あ る。 ところが,住 宅 敷地,工 場 ・倉庫 敷地 を 除 くそ の他 の建物 用地 一 たとえは 店

舗 ・学校 ・病院 等 一 は,昭 和50年 代 か ら増 加 しは じめ る。 そ の他 の建物 用地 の占有 率 は用途 の性 格

を 反映 して,用 途 件数 よ り用途 面積 において み る時,い っそ う顕 著 に なる。 つ ま りその他 の建 物用 地

は,1件 当 りの転 用 面積 が 住 宅敷 地 に比 べて 大 き いか らで ある 。 同様 の こ とは,そ の他 の施設 用地 一

主 と して 道路,水 路,公 園 等 一につ いて もいえ る。 しか し施設 用地 は,そ の他 の建物 用地 よ り もさら

に遅 れ て 昭和55年 以 降 増加 して くる 。これ は,す で に指摘 した ごと く,昭 和63年 開 通 予定 の地下

鉄 東豊線 の建 設 に伴 な う影響 に よ る もの と思 われ る。

以 上 の ごと く,用 途 別転 用 件数 より も用途 別 面積 に おい て東 区 の土地 利用 の変化 が い っそ う明 らか

で あ る。要 約 して いえば,東 区 では,ま ず 昭和30年 代 ～40年 代 にか けて急速 な住宅 化 に伴 な う市
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街 地化が 先行 し,こ れ に50年 代 におけ る店 舗,公 共 施 設,道 路,水 道,公 園 と いった 社会 的諸機 関,

諸施設 への農 地 転用 が後 を 追 う形 の 変化 が み られ る。 こ うした大局 的 な傾 向 を さ らに農 地 転用 を 行 な

う農 家が どの よ うに経営 面積 を縮 小 して い くのか,ま たそ の縮小 ・減少 を 東 区 内の諸 地域 にお いて み

た時,果 して どの よ うな 地 域的差 が み られ るの かを次 にみ て おきた い。

表9.年 次別地域別経営(作 付)面 積

S32

33

34

35

36

39

40

91

42

44

45

46

47

48

99

50

51

52

53

55

56

5?

元 町

%

20668.1

204.38.2

20208.2

19838.5

168076

15507.6

]41i7.5

1355z7

1283r.6

12287.5

1120i.6

103.37.5

94.57.2

87.87.8

77.68.0

70.06.6

598

5515.4

4614.6

i4.141

400a.i

ss24.0

73.7

363.92

5.81194

栄 町

%

潟86121.6

5393121.6

5250121.3

4888121.1

44621`?02

383184118.9

3526118.8

327is4118.5

309181118.2

2879i17.5

237SI16.1

2223116.5

232
n 178

zoo3118.4

1819118.8

183511i.4

4119.0

184171117.8

179176117.4

1889119.O

iszsiis.s

i7s185118.6

1862119.6

181745118.8

苗 穂

%

570.2224

599.221.9

539.421.9

523.6226

513.923.2

487.324.1

448.123.9

408.123.0

394.223.2

38ユ,123.1

347623.5

315.323.5

302.023.1

252.622.5

182.2is.s

204.719.4

191.Ois.z

isi.ois.s

183.918.3

i7s.017,7

167.317.2

is2.oi7.i

152.616.1

152.316.4

丘 珠

%

7619130.0

758304130.3

7497130.5

6716129.0

66068

6110130.1

577302130.7

5539131.3

5387137.7

325315132.3

466314131.6

426311131.7

409315131.3

3752133.4

360037.2

3707135.2

3525134.4

3622135.1

3590357

35211359

3510136.0

3483136.7

3403135.8

340365136.7

雁 来

%

454317.9

is45160

8ユ81444

4368118.8

4247119.2

3908119.3

3590119.1

3460119.5

3268119.3

3237119.6

3132121.2

27756

26931206

2011117.9

iss6117.2

225216121.4

2256122.1

8123.2239

9124.0241

2364123.8

2330123.9

224234123.6

2361124.8

2249124.2

合

2591

5022

4602

3192

2132

0272

878i

7711

69i1

6471

4771

3441

3081

1124

・.:

1,054

1,023

1,032

1,005

994

9i4

949

950

928

計

%

81100.0

'11!

8110U.0

10041100.0

61100.0

・111

2iooO

11100.0

21100.O

iiioo.o

iiioo.0

81100.0

21100.0

11100.0

51100.0

61100.0

02ioo

61100.0

61100.0

71000

31100.O

ziioo.0

11100.0

71000

(注)欠 落 年 次 は31実 行 組 合 す べ て の 資 料 が 揃 っ て いな い場 合 が あ る ので 省 い て い る 。北 札 幌農 協 資 料

よ り整 理 。 表10,11,12,14,15,16,17も 同 様 で あ る。

表9は,農 協 資 料 に基 づ いて 東区 内31の 農 事 実行 組合 毎 に収 約 され た経 営(作 付)面 積 を5地 域

(元 町 ・栄 町 ・苗穂 ・丘珠 ・雁 来)に 分 け 整理 し直 した もので あ る。5地 域 に分 け た こ とは,東 区 全

体の農 地 利用 の変 化が 地域 によ って 一様で はな い ことを示 した い ためで あ る。 と くに,昭 和44年 に

施行 され た都 市計 画法 によ る市街 化 区域 と市街 化 調整 区域 の 線引 きは,地 域 によ って いず れの 区域 に

属 す るかが 明 確だ か らで あ る。5地 域 の 中で は元 町,栄 町,苗 穂 の大部 分 が市 街 化 区域 に含 まれ るの

に対 して,丘 珠 と雁 来の大 半 は市街 化 調整 区域 に入 る。 都 心 か らの距 離 に よる と6Km圏 内 に元 町,栄

町,苗 穂(上 苗穂)が,そ して6Kui圏 以遠 に苗穂(下 苗穂),丘 珠,雁 来が ほぼ 対応 して い る。因 に

略図 を 示せ ば 図1の ごと くで あ る。

さて,表 に た ちか え る と,昭 和32年 ～57年 に至 る25年 間 に経営 作 付面 積 は2,542ヘ ク タール

か ら928ヘ ク ター ル へ と1,614ヘ クタール も激減 してい る。 昭 和32年 を100と し,各 年 次 の減 少 率
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図1.東 区 略 図
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表10.年 次 別 地域 別経 営

(作 付)面 積 減 少率

を示 した表10に よれ ば,昭 和57年 は36.5と

あ り約3分 の1に 経 営 面積 が縮 小 して いる ので

あ る。 地 域 別 に みる と,25年 間 に経 営 面積 の

減 少 率が 高いの は,元 町 と苗穂 の2地 域で あ り,

元 町で は206ヘ クター ルか ら36ヘ ク タ ール,苗

穂 で は570ヘ ク タールか ら152ヘ クタ ール へ と

減 少 して いる。 これ ら2地 域 に次 いで減 少率 が

高 い のは,栄 町 で あ り,減 少 率 は31,8(548ヘ

クタ ール→174ヘ クタ ール)と な って い る。

元 町,苗 穂,栄 町 の3地 域 の減 少率 が 高 いの

に対 して,丘 珠,雁 来 の2地 域 はそ れぞ れ..,

49.5と 約 半分 の減 少率 に と どま って い る。 これ

ら2地 域 の減 少 率 の低 さは,5地 域 の総経 営 面

積 中,昭 和32年 にお け る両 地 域 の 占有 率 が

47.9%で あ った のが,57年 で は60.9%に 増加

した こ とに うか が われ る。

S32

33

34

35

36

39

40

41

42

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

元町

100

98.8

97.7

・.1

81.3

75.0

・:

65.6

62.1

59.4

54.2

50.0

45.7,

42.4

37.5

33.8

28.9

26.7

22.3

.;

19.3

.,

16.8

i7.s

栄町

100

.・

95.6

:・1

81.3

.・

64.2

59.6

56.3

52.4

43.3

40.5

42.3

37.7

33.1

33.4

35.4

33.5

31.S

34.4

33.3

32.1

33.9

31.8

苗穂

100

96.3

94.5

・

90.1

85.4

78.5

71.5

69.1

.・

・1・

55.2

52.9

44.3

31.9

35.8

33.4

33.5

32.2

1

29.3

28.4

26.7

26.7

丘珠

100

99.5

・ ・.

..

:・

:!

75.7

72.6

70.7

69.7

61.2

55.9

53.7

49.2

47.2

48.6

46.2

47.5

47.1

46.2

46.0

45.7

44.6

44.6

雁来

100

99.4

97.9

96.1

93.5

:.1

79.0

76.1

71.9

71.2

68.9

61.0

59.3

44.2

36.6

・1

49.6

52.7

53.2

52.0

51.3

49.4

51.9

49.5

合計

100

.・

・ ・

91.2

87.1

79.8

73.9

69.7

.・

64.8

58.1

52.9

51.5

44.2

38.1

41.5

40.3

40.6

39.6

39.1

38.3

37.4

37.4

36.5
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上 にみ た よ うな経 営面 積 の減 少 率 を さらに年 次別 に 確認 してお くと,昭 和32年 の経 営 面 積を100

と し,そ の対比 が 半 数以 下 に なる年次 は,5地 域 いず れ も昭和42年 ～47年 に集中 して い る。 すで

にふれ た ご と く,昭 和47年4月 に札幌 市が 政令 指 定 都市 に移行 した し,同 年2月 に札幌 冬 季 オ リン

ピソクが 開催 され た。 昭和40年 代 の札幌 市 の発 展 は,両 ピ ック ・イ ベ ン トに よって 象徴 的 に示 され

るか ら,こ の 期 の急激 な都 市 化 は,東 区 の各地 域 におけ る経 営面 積 を激 減 させ た ことに も表 われて い

る。

と ころで,経 営 面積 の 減少が,都 市 化 の波 のな かで どの

よ うに進 行 して い ったか は,5地 域 にお け る各 農 事 実 行組

表11慮 騰 盟 鍵 簑 合 レベルでみるとさらに鮮明になる・そこで元町(4斯

少実 行組 合 数 組合)
,丘 珠(8実 行 組合),栄 町(4実 行組 合),苗 穂

(11実 行 組合),雁 来(4実 行 組合)の 都合31実 行組

S32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

雁

来

丘

珠

苗

穂

栄

町

元

町

2

1

1

1

1

2

1

1

2

1

3

2

3

3

3

3

3

4

3

3

2

1

3

1

1

1

1

1

1

ユ

1

1

2

1

1

3

2

1

1

1

3

1

5

1

1

1

1

3

2

1

1

2

5

5

2

5

3

2

1

1

1

1

1

2

2

2

1

2

1

3

1

3

1

1

1

1

合

計

3

2

4

5

9

10

6

Il

7

7

4

7

8

12

5

12

12

2

3

1

3

1

2

1

1

2

合 につ き,1年 間 に5ヘ ク タール 以上 の経 営 面積 の大 巾な

(13)
減 少 を示 す に 至 った実行 組合 数を示 した のが表11で あ る。

表か ら も明 らかな ご と く,経 営 面積 の減 少 を顕 著 に 示す実

行 組 合数 が 増加 す る時期 に2つ の ピー クが ある。 そ れは昭

和36年 ～39年 と昭和45年 ～48年 で あ る。 これ らの

時 期で は,31実 行 組合 の うち3分 の1以 上が 年間,5ヘ

クタール 以上 の経 営面 積 を減 少 させ て い る。両 ピー クに は

さまれ た 昭和40年 ～44年 は若 干 の 落着 きを みせ た とは

いえ,そ れで も4分 の1の 実 行 組合が 含 まれ て い る。

この よ うに経 営 面積 の減少 が 激 しい2つ の ピー ク時 は,す

で に 言及 した東 区 の人 口増加 の動 きに対 応 して い る ことは

い うまで もな い。

さて,上 にみた よ うな年 次 別地 域 別変化 を さ らに立 ちい

ってみて お くと,な ん とい って も,昭 和30年 代 か ら40

年 代 にか け て コンス タ ン トに もっ とも激 しい経 営 規模 の減

少 を し続 け て きた栄 町地 区 が注 目 され る。 この栄 町地 区の

うちで も栄町 南(北27条 ～北38条,東1丁 目～東15

丁 目,昭 和30年169ヘ ク タール→ 昭 和57年11ヘ クタ ー

ル)と 栄 町(北33条 ～北41条,東13丁 目～東20丁

目,93ヘ ク タール→22ヘ クタール)の 減 少 は激 しい。両 実
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行 組合 は,昭 和30年 を100と すれ ば,そ れぞ れ7.1,25.6と な り,同 じ栄 町 地域 の栄 町 西(い わ ゆ

る栄 町 と北41条 ～42条,東8丁 目～東19丁 目)の51.8,栄 町 北(北40条 ～ 北49条,東1丁

目～ 東10丁 目)の41.2に 比 べ る と大変 な減 少率 の違 いを示 して い る。 栄町地 区 は,札 幌 市の幹 線道

路 石狩 街 道,東8丁 目通 そ して 東15丁 目通 が南北 に,東 西 には札 幌 と小 樽 を結 ぶ大動 脈 札幌新道,

さらに 地下鉄 南 北線北 の ター ミナル 麻生 駅 と丘珠 空港を つ な ぐ北42条 通(道 々丘 珠 空港線)が 走 る

地 区で あ る。 『札幌 市の地域 構造 』を 手 が か り にす る と,減 少率 の激 しい栄 町南 と栄 町東 は,人 口密

度100～130人/ha未 満,民 営 借 家 世帯 割合 が50%～60%未 満 で あ り,事 業所 数500～1,000未 満o)

(14)
地域 に ほぼ重 な りあって い る。

栄 町地 区 では,経 営 規模 の激 しい減 少 が25年 間 コンス タ ン トにみ られ たが,そ の 中で も昭 和40

年 前後 の第1次 減 少期 の ピー クは特 に強 調 され て よい。 これ に対 して,昭 和45年 ～48年0)第2次

減 少期 の ピー クは,第1次 ピー クを迎 えた栄町 に隣…接す る丘 珠地区 の 実行 組合 に お いて,経 営規模 の

激 しい減 少を 示す 実行 組合 が 多 くみ られ る。 た とえば,丘 珠 地 区の中 で も,北42条 通 並 に札幌 新道

に隣 接 した丘 珠 南第1,丘 珠南 第2の 各 実行 組合 と鉄 工団地 が立地 す る丘 珠東 中 部,丘 珠 川 向北 さ ら

に 丘珠 北 部で あ る。 これ らをや は り昭和32年 を100と した(但 し丘 珠 南第1と 第2は 昭和34年 を

100と す る)時,昭 和57年 は,そ れぞ れ順 に10.5,38.4,38.8,41.7,44.2と な る。 これ に対 し

て,地 区 内他 の実行 組合 で あ る丘 珠川 向東,丘 珠 中央,丘 珠川 向南 はそれ ぞれ527,60.2,64.6と

減 少率が 半 数 に至 って いな い。 これ らの各 実行 組合 は,市 街 化調 整 区域 に ほぼ 含 まれ,東 区の 中で も

長ネギ畑 が拡 が る地域 で あ る。 この よ うに丘 珠地 区は経 営 面 積が 大 き く減 少 した 実行組 合 と,半 減 し

たに と どま って いろ実 行組合 とに二 分 され る。

栄 町(4実 行組 合)と 丘 珠地 区(8実 行 組合 中5実 行 組合)と 似 かよ っ た顕 著 な経 営 規 模の減 少を

示す のは,苗 穂 地 区 の 中で も下 苗穂 の 各実 行組 合 で ある。 す なわ ち,下 苗 穂伏 古 の22.4(49ヘ クタ ー

ル→11ヘ ク タール),共 栄 の25.7(68ヘ クタール→11ヘ ク タール),下 苗穂 三 角 の2i.6(122ヘ ク タ

ール→33ヘ ク タール) ,下 苗 穂農 本の40.1(131ヘ ク タール→52ヘ ク タール)で あ る。 これ らの各 実

行組合 は,都 心か ら1圏 内 にあ る上 苗穂 の 実行 組合 に対 して,い ず れ も6㎞ 圏前 後 に位 置 して いる。

しか し下 苗穂 の各 実 行 組合 は,昭 和48年 ～50年 におけ る札 幌 新道 の 開通 に よ って,都 市化 の影 響

を 急 激 に受 け る ことにな(た 地域 で ある。50メ ー トル 巾の札幌 新道 が 当該地 区 の ほぼ 中央を 貫通 し

たため に,農 地 売 収 と立 ち退 きが み られ た地 域で あ る。 幹 線道路 が東 西 に伸び て いる こ とか ら,南 北

の支 線 道路 が 接続,分 岐 す る こ とにな り,事 業所 の数が500～1,000未 満 と都 心 につ ぐ多い地 域 とな

って いる。 事実,道 路 沿 いは大小 の店 舗,倉 庫,病 院 とい った事 業所 が少 な くな い。 しか し人 口密度

は40～70人/haと 丘珠 地 区 につ いで 低 く,民 営借 家 世帯 の 割合 も40砿 未満 とな ハて い る。

これ まで 栄 町,丘 珠,苗 穂 各 地 区 の経 営 面積 の減 少傾 向の特 徴 を農業 実 行 組合 の レベ ル において 指
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摘 して き た。 これ らの各地 域 に比 べ る と,元 町 地 区は 経営規 模 の減 少が 比 較 的漸 次 的 に進 行 した地 域

で あ る。 この よ うな傾 向は 当該地 域 の特 徴 にか か わ って い る と思 われ るか ら,そ れを まず 指 摘 してお

こう。 この地 域 は,1つ に苗 穂 地区 におけ る上 苗穂 の2実 行 組合(上 苗穂,上 苗 穂 東)同 様,都 心 か

ら3㎞ 圏 ない し,3～u圏 にす べ て の実 行組合 が 含 まれ て いる。2つ に,旧 札 幌 村 当時,こm地 域

(実 行 組合で いえは元 町 第1)に 旧村役 場,農 協,寺 院 が あ り旧村 当時か ら農 村市 街地 に隣接 してい

た。3つ に,こ の地 域 を南北 に貫通 す る15丁 目屯 田通 並 に道 道 花畔 札幌 線 は,札 岬 市街 より北部 の

栄 町,丘 珠 さ らに は石狩 町 に至 る交 通 の要 路で あ った 。 これ らの ことか ら,当 該地域 は,経 営 規模 の

減 少 の度 合 が一 気 にで はな くて,比 較 的漸 次 的に 進行 した。 それ で も栄 町 に近 い元 町 中央,元 町下 は

い くぶ ん 急激 な減 少を 一時期 みせ て い る。 表11に 示 した ご と く,や は り昭 和36年 ～39年 にか け

て と,昭 和46年 ～52年 にか け てで あ る。 この 地域 は,都 心 か らの距 離 も近 く.交 通 の便 が よい こ

とか ら,地 価 も高 く1m2当 り7万2千 円～8万8千 円(昭 和60年1.月1日 現在)に な って いる。 地

価 か らす る と,栄 町地 区 よ り もや や 高 い。 そ してなん とい って も事 業所数 が 多 く500～1,000未 満 以

上分布 す る地域 とな って お り,東 区 内で は事 業所 が一 番 多 い地 域 とな って い る。加 え て,民 営借 家世

帯 の 割合 が60%以 上にな る実 行 組合 も含 まれて いる。 また 人 口密度 も100～130人/haと か な り高

い。

最後 に,雁 来 地 区 につ いて ふ れて お こ う。 この地 区は東 区 の 中で も っ とも東北 部 に位 置 し,豊 平川

をは さん で東 は白石 区,北 東 部 は江 別市 に接 す る。 こ の地 区は,東 区 内で は丘 珠地 区 と並 び経 営 面積

が 多 く,し か もその減 少率 が 低 い。 昭和30年 代 で は,丘 珠地 区が 玉 ネギ生 産を 中心 と した との 対 し

て雁 来 地 区は牧 草 飼料 作物 の生 産 を 中心 と して いた 。 と ころが,昭 和30年 代 後半 か ら40年 代初 め

にか けて隣接 す る江 別市が 札幌 市 の べ ソ トタ ウ ンと して,道 内屈 指 の マ ンモ ス団地 造成 を始 め た こ と

とに よって,当 該 地域 は マ ンモ ス団地 への交通 路 に当 るこ とか ら,経 営 面積 の減 少 が生 じて くる。 と

は いって も,こ れ まで 言及 して きた4地 区 に比 べ る と,当 該地 区 の ほ ぼ全域 が都 心 よ り6Km圏 以遠 に

あ り,し か も市街 化 調整 区域で ある こ とか ら,昭 和50年 代 に及 んで 玉 ネギ栽培 へ の作 目転換が な さ

れて い る。 表10に 示 した ご と く,昭 和51年 よ り,昭 和32年 以 降続 いた 経営 面積 の減少 率 が増加

に転 じる とい う兆 しが あるの も,こ う した事 情 を反映 して い る。 この よ うな傾 向は,東 区 内で は この

雁 来 地区 のみで あ る。

3.階 層 的 変化 と都 市 フ リン ジ

先 に述 べ た土 地 利用(農 地 転用)の 変化 は,当 該地 域 に お ける農家 の 階層 変化 に少 なか らず 影響 を

及ぼ して い る もの と思 われ る。そ こで次 に,階 層 的 変化 を経 営規 模,収 入 そ して専業農 家 ・兼 業農 家

・離農 家 の職業 分 化 とい う3つ の側 面か ら取 り上 げ るこ とに した い。 幸 いに して,旧 札幌 地 域 に おけ
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層港績
饗
蒜藷
滋

る農 家544戸 の 昭和36年 と昭和55年 の二 時点 におけ る経営規 模,農 業収 入,農 外収 入 に関す る資

料を 活 用す るこ とが で きた か ら,当 該 世 帯 の20年 間 にお け る階 層 的変 化を継 断 的に跡 付け る こ とが

可能 で ある。 これ に よ って,階 層 的 変化 と都 市 フ リンジの 形成過 程が どの よ うに 対応 して いるのか を

明 らか に した い。

まず経 営規 模 の変 化 か らみ る こ とにす る。 表12は,昭 和36年 と昭和55年 との 経 営規模 をそ れ

ぞれL層M層S層 の3階 層 に分 類 し,そ れを 地域 別 に整理 した もので あ る。 昭和36年 の 平均経 営規

模 は3.6ヘ クタール で ある。 階 層で み るとL層(4ん 以上)が544戸 中214戸(39.3io)と も っと も

表12.地 域 別 経営規 模 の変化(昭 和36年 →55年)
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多 い。 しか しM層(2.5ん ～4痂 未 満),S層(2.5命 未 満)も それぞ れ30.7%,30%を 占 め るこ と

か ら,階 層 は ほぼ三 等 分 され て いる。 と ころが 昭和55年 で は,平 均 経 営規模 は,昭 和36年 の半分

以下 の1.7ヘ ク タール となる。 これ に伴 い階 層 は,S層(1伽 未満)が235戸(43.2io')と も っとも

多 くな る。逆 にL層(25血 以 上)は27.4%と か な り減 少 してい る。M層(1塩 ～2.5痂)の 比 率が

34.1%で,昭 和36年 にお け るM層 の比 率 とほぼ 同 じで あ る こ とか らす る と,階 層分 化 の 下降化 が顕

著で あ る。 も っと も昭和55年 に おけ るL層 の階 層基 準 が 昭和36年 のS層 の 階層 基準 と 同 じで あ る

か ら,20年 間 にお け る当該地 域 の経 営 規模 か らみ た階層 変化 は,文 字 通 り急激 な全 般的 下降 化 であ

る。

こ う した階 層 分化 の傾 向は,5つ の地 区 レベル でみ る と,元 町,栄 町,苗 穂 の3地 区 におい て顕 著

で あ る。 因 に,各 地 区 の平 均 経 営規模 の年次 別 変化 に もこ う した傾 向を確 認す る ことがで き る
。

(表13)

経 営 規模 か らみ た階層 変化 の 傾 向 は,上 の ご と くで あ るが,収 入 よりみ た階 層変 化 は果 して どのよ

うな傾 向を 示 すで あ ろ うか。 表14は 総収 入 をU層M層L層 の3階 層 に カテ ゴ リー化 した もので あ る。

総計 欄 が示 す よ うに452戸 にっ いて の集 約 で ある。先 程 の 経営 規模 の総 戸 数は544戸 で あったか ら,
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92戸 少 ない。 これ は 昭和

36年 に比 べて昭 和55年

に農 外収 入を得 る世帯 が 多

くな り,し か もこ う した 世

帯 の収 入 は,税 理 士 扱 い と

な りデ ー タが入 手 で き なか

ったか ら,そ う した 該当世

表13.年 次別地域別1戸 当平均経営規模
(単 位 海)

S24

36

55

町

枷

元

玩
3.5

2.8

1・

栄 町

(烈々布)

II

3.8

1.7

苗 穂

上苗穂

1.2

下苗穂

4.5

2.8

1.1

丘 珠

7.5

3.9

2.3

雁 来

7.6

4.7

2.6

合 計

4.8

3.6

1.7

(注)昭 和24年 は 「札幌 村史 」(昭 和25年 版)177頁 を参 照。

帯を 除 いて集 計 した ことに よる 。

表14.地 域 別 総収 入規 模 の 変化(昭 和36年 →55年)
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こ うした制約 が 一部 み られ た もの の,集 約 しえ た農 家 の総収 入 の 階層 変化 は,経 営規模 の階層 変 化

に比較 す る時,興 味 深 い傾 向が うか が われ る。 す な わ ちそれ は,経 営 規模 にお け る階層 分化 の全 般 的

下降化 とは異 な り両極 分 化 が み られ る ことで あ る。

昭和36年 の平 均総収 入 は1,216,600円 で あ った。 これを階 層 で み る と,U層(200万 円以上),

M層(50万 ～200万 円),L層(50万 円未満)は それ ぞれ21.5%,49.5%,29%で あ った。 これ に対

して55年 で は,平 均総 収入 が7,428,200円 とな った。M層(400万 ～1,000万 円未 満),L層

(400万 円未 満)は それ ぞれ32.1%,30.8%,37.2%と な り,20年 間 に収 入 階層 は,M層 が 大 巾 に

減 少 したの に対 して,U層 とL層 が 増大 してい る。 この よ うな変 化 を代 表 的 に示 す 地域 は栄 町で あ る。

この栄 町程顕 著で はな いが比 較的 類似 した傾 向を 示 す のは苗 穂 で ある。 こ れ ら両 地域 に対 して,U層

の増 大が より注 目 され るのは 丘珠,雁 来 で あ り,逆 にL層 の 増大 が 注 目 され るの は元 町で あ る。

上 の ご とき総 収 入 に よる階 層変 化 の地 域 差は,当 該 地域 にお け る農 業収 入 の みの 専業農 家,農 業収

入 と農 外収 入 を あ わせ もつ 兼業 農 家,そ して農 外 収入 のみ の離農 家 の三 者間 の 比率 に深 くかか わ って

いると思 われ るか ら,そ れを 次 にみ てお こ う。

一53一

夢



t

表15.地 域 別専 業農 家率 ・兼 業

農家率 ・離 農 家率

元

町

栄

町

苗

穂

丘

珠

雁

来

合

計

農業収入
のみ

34

(72.3)

5

(10.6)

51

(67.1)

13

17.1)

102

(88.7)

41

(35.7)

112

(80.6)

56

(40.6)

59

(76.6)

37

(48.7)

358

78.9)

152

(33.6)

餐㍊
11

23.4)

27

(57.5)

13

(17.1)

39

51.3)

39

(33.9)

17

12.2)

75

C54.3)

11

(14.3)

28

(36.8)

52

(11.4)

208

46.0)

農外収入
のみ

2

(4.3)

15

31.9)

12

(15.8)

24

31.6)

13

(11.3)

35

(30.4)

10

(7.2)

7

(5.1)

7

(9.1)

11

(14.5)

44

(9.7)

92

20.4)

合 計

47

(100.0)

47

(100.0)

76

(100.0)

76
(100.0)

115

(100.0)

115

(100.0)

139

(100.0)

138

(100.0)

77

(100.0)

76

(100.0)

454

(100.0)

452

(100.0)

(注)上 段 は 昭和36年,下 段 は 昭和55年 を示 す 。

表15は,昭 和36年 と55年 の農業 収 入,

兼 業収 入,農 外収 入 の収 入 形態 別農 家戸 数 の地

域 別 割 合を みた もので あ る。昭 和36年 で は,

農 業収入 のみ の専 業農 家は454戸 中358戸

(78.9%)を 占め て いる。 これ に対 して,兼 業

農 家 は52戸(11.4%)に す ぎな い。す でに農 外

収 入の みにな って い た離農 家 は,兼 業農 家 よ り

さ らに若 干 少 な く44戸(9.7%)で ある。 こ う

した状 況を 地域 別 に確認 して お くと,専 業 農 家

率 は栄 町 のみが67.1%で あるが,他 の地 域はす

べ て70%を 越 えて いる。そ れだけ栄 町が5地 域

の 中で 兼業化,離 農 化を 早めて いた ことが 分 る。

とこ ろで,昭 和55年 で は,専 業農 家は152

戸(33.6%)と20年 間 に半減 す る。 これ に対

して,兼 業農…家は208戸(46%)と 大 巾に増 加

す る。 離 農 家 も92戸(20.4%)に 倍 増 して いる。

昭和30年 代以 降 に おい て兼 業 化,離 農 化が 急

速 に進 行 した こ とは明 白で あ る。 こ うした 傾向

表16.収 入 の平均

を地 域 別 にみ る と,栄 町,元 町,苗 穂 の3地 域

は兼業 化 もさ るこ となが ら離 農化 の進行 が む し

ろ 目立 って いる。 これ に対 して 丘 珠,雁 来 は い

ず れ も専 業農 家が な お40%を 占め るか ら,離 農

化 よ りむ しろ兼業 化 へ の移行 が注 目 され る。 こ

の よ うな 兼業 化,離 農 化 の進 展 は,一 戸 当 りの

農 業収 入,農 外 収 入,総 収入 の地 域 別平 均 に当

然 かか わるか ら,そ れ を 表16に 基 づ き確認 し

て おき た い。

兼 業化 ・離 農 化 が よ り進行 した栄町,元 町,

苗 穂 の 昭和55年 にお け る農外 収 入 の平均 は,

元

町

栄

町

苗

穂

丘

珠

雁

来

合

計

農 業 収 入
のみの平均

1,583,600

2,303,800

・1'11

2,778,300

1,250,900

1,972,100

1,345,500

7,036,300

749,400

4,899,1pO

1,121,800

11

農 外収 入
のみの平均

93,100

3,379,700

441,100

4,668,600

・/1

2,531,400

30,500

1,690,400

7,400

958,400

95,200

2,452,700

総 収 入 の

平 均

1,676,700

7,378,800

1,050,300

8,51.9,500

1,255,800

5,405,500

1,376,000

9,196,000

756,800

6,211,700

1,217,000

7,428,200

(注)上 段 は 昭和36年,下 段 は昭和55年 を示

す 。平 均収 入 は十 位以 下 四捨五 入 。 昭和

55年 の総 収 入 は兼業 収 入 も含 まれ る。

一54一



C

それぞ れ466万8千 円,337万9千 円,253万1千 円 とな り,農 業収 入 の平 均278万8千 円,230万

3千 円,197万2千 円を いず れ もは るか に上 回 って い る。 これ に対 して 丘珠 ,雁 来 は逆 に農 業 収入 が

703万6千 円,489万9千 円で農 外収 入 の169万,95万8千 円 とは るか に凌 いで い る。 この よ うに兼

業化,離 農 化 の 地域差 は,1戸 当 りの農 業収 入,農 外収 入 の平 均 に お いて も明確 に 確認 しうる。

先 にふ れ た収入 階層 の両 極 分化 の傾 向 に照 ら しあ わせ る と,兼 業化,離 農 化 が よ り進行 した3地 域

の中で,栄 町は農 外収 入が も っ とも多 く,し か も農 業 収 入 も少 な くな い。 いわばバ ラ ンス の とれ た地

域 で あ りな が ら,両 極 分化 が み られ たので ある。 急激 な都 市化 に伴 な う階 層変 化 の浮沈 の 激 しさが そ

こに うか が われ るよ うに思 わ れ る。 苗穂,元 町の2地 域 も,類 似 の 状況 が あ ると いえ る。 た だ栄 町に

比 べて元 町は,L層 への下 降化 が 強調 され る地 域 で あ る。 これ は当該 地域 の1戸 当 りの 経営 規模 の零

細化 に 関連す る とこ ろが 少 な くな い と思わ れ る。 た とえば,表13に 示 した ごと く,元 町 の1戸 当 り

の平 均経 営規模 は栄 町 の1.7ヘ クタール,苗 穂 の1.1ヘ ク タール に比 べて わず か0.6ヘ クタール にす

きな いか らで あ る。

下 降化 の階層 分 化 が 強調 され る元 町 に対 して,上 昇 化の階 層分 化 が顕 著 にみ られ たの は丘珠,雁 来

両地 域で あ る。 これ らの 地域 はな ん と いって も,玉 ネギ 栽培を 中心 と した 文字通 り生 産性 の 高い近 郊

野菜 の収 入が,収 入階 層を 押 し上 げて い る と思 われ る。 しか し,畑 作経 営 に関 して一 般 的 に いわれ る

ごと く,商 品価 値 の浮 沈 は激 しいか ら,収 入 の変 動 は伴 ないが ちで あ る。 それ で も表16に 示 した両

地 域 にお け る平 均農 業収 入 の20年 間の変 化 に注 目す る時,玉 ネギ栽 培 の収 入 は安 定化 して い るこ と

が うか が われ る。

経 営 規模,収 入 形態 別世帯 比率,さ らに1戸 当 りの平 均 収入 を地 域 別 にみ なが ら階層 変化 を 検討 し

た。20年 間に お ける経 営規 模 の全 般 的下 降化 に伴 な い収 入階 層 の両極 分 化が 地 域 レベル にお いて 明

らか に な った。 下降化 の階層 分化 が 強 調 され る地 域 もあ った。 しか し総収 入 の 平均を み る時,い ずれ

の地 域 も昭和53年 の札幌 住宅調 査に おけ る高額 所 得階層 の500万 円以上 層 に属す こ とか ら,本 稿 の

対 象世 帯 の収入 階層の 変 化は,む し ろ高額 所 得 のい っそ うの増 大 と い う特徴 を指 摘 す る こ とがで きる

(15)
よ うに思 われ る。 この よ うな高額 所得 階層 の 増大 は,本 稿 の課 題 に即 して み る時,農 外収 入 の 内容 を

さらに掘 り下 げ る必 要が ある こ とを 示 して いる。 これ はす で に くり返 し言及 した ご と く,発 展型 都市

の急激 な都 市化 過程 にあ る東 区の場 合,農 地 転 用 に伴 な う経営 面 積 の大 巾な減 少1'も か か わ らず,農

家戸 数 は若 干の 減少 に とどま って いる とい う ことにかか わ ス。 そ こで 最後 に表17を も とに して,農

外収 入 の内容 を 明 らか に しなが ら,い か な る職 業階 層の 変 化が み られ るのか を 検 討 した い。

さて,表 にみ られ るごと く,昭 和36年 に農 外収 入が あ るの は,複 数 の 内容を あげ る ものが あ るか

ら,都 合129戸 とな る。 これ らの うち,農 外収 入 の 主な 内宏 と して 「譲 渡 ・不 動 産収 入 」を あ げ たも

のが もっと も多 く56戸 とな る。 「共 済金 」の43戸 は,一 時 的 な特 別 の もので あるか ら,こ れ を除 くと
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表17.農 外収 入の 内容

元

町

栄

町

苗

穂

丘

珠

雁

来

合

計

譲 渡 ・不動 産

不
動
産

3

39

ユ

51

1

66

1

53

11

6

(4.7)

220

69.4

譲

渡

8

26

5

8

3

5G

(38.8)

共

済

金

3

8

18

14

43

(33.3)

給

与

利

子

・
配

当

1

、
1

4 3

5

8 1

16

7 1

11

1

12

21

16.3)

48

15.2)

1

5

(3.9)

1

(0.3)

営

業

1

1

1

1

2

(ユ.5)

2

(0.6)

そ

の

他

1

7

1

10

11

18

2

/1 .5)

46

14.5)

合

計

12

43

39

63

24

93

35

76

19

129

(100.0)

317

(100.0)

(注)上 段 は昭和36年,下 段 は 昭和55年 。

昭和55年 のそ の他 には額 の少 ない 「一時 金 」 と称 す る項 目が40ケ ー ス含 まれ てい る。

[譲 渡 ・不動 産 収入 」に次 くのが1給 与所 得 」で あ り21戸 を数 え る。 これ ら以外 の他m内 容で は,

1配 当 ・III子によ る収 入 」5戸,「 営業 収 入 」2戸 とな る。 と ころが 昭和55年 で は,f外 収入 が あ

る世 帯 は実 に317戸(こ れ も複数 の収 入 内容 を あげ た結 果で あ る)と な る。 こ の うち1不 動 産(地 代

・貸 家 ・貸室)に よ る収 入 」を あ げ る ものが220戸 もあ る。 これ に対 して1給 与 所得 」は,第2位 に

位 置付 け られ る ものの,48戸 にす ぎな い。

農 外 収入 の内 容を地 域別 に見 る と,昭 和36年 で は,主 要 な農 外収 入 と して不 動産(地 代 ・貸 家 ・貸

室)と い った収 入を あげた世 帯 は栄 町が も っと も多 く27戸 で あ り,元 町,丘 珠,苗 穂,雁 来で はそれ

ぞれ11戸,9戸,6戸,5戸 で あつた 。 と ころが,昭 和55年 で は元 町39戸(当 該 地域 の67.2%),

栄 町51戸(同49.5%),苗 穂66戸(同44.6%),さ らに丘 珠53戸(同35。3°o),雁 来11戸(同12.9%)

に もな って いる ので あ る。 この よ うな農 外 収入 の内容 は,な ん とい って も都心 か らほぼ6㎞ 圏 内外 に

入 る栄町,元 町,苗 穂(上 苗 穂)の3地 域 に集 中 して い る。 これ に対 して,給 与所 得を あげ る ものは

都 心か ら6Km圏 以遠 の 丘珠,苗 穂(下 苗穂),雁 来 地 域 に増加 して いる。 しか し後 者 は,48戸 と該 当

数 そ れ 自体が 少 な い ので あ る。

昭和59年6月 に東区 の農 協組 合 員 を対 象 に した調 査で は,上 にみ た よ うな農外 収 入を 得 る世帯 で

は,法 人 化 して いる ものがか な りみ られた 。 因 に,回 収 され た303戸 にっき89戸(30%)が 法 人組 織
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とな って い た。法 人化 して いな い残 りの 世帯214戸 にっ いて,法 人 化 移行 予定を 尋 ね た と ころ,42戸

が 近 い将来,法 人化 す る と答 え て いる。 この法 人 化組 織 は,昭 和30年 代 に み られ るよ うに な った生

産 法人 と して の農 業法人 化 とは異 な る。 当該地 域 では,専 業農 家で は農 業法 人 とはな って いな い。つ

ま り非農 業 的 な部 門を 中心 と した法人 化で あ って,先 にあ げた89戸 の例 で い えば,土 地,家 屋,ガ レ

ー ジ
,駐 車場 な どの賃 貸経 営 が もっと も多 く,他 の追随 を 許 さず72戸 を 数 えて い る。他 の 形態 を参 考

のた めに あげ ると,大 変 少 な くな るが,不 動 産 の売買,取 引経 営(8戸),小 売 ・卸売 な どの商 店経

営(6戸),飲 食 店 ・喫茶 店 な ど の経 営,幼 稚園 ・保 育 園 の経 営(3戸),デ パ ー ト・ス ーパ ーな ど

の大規模 店 経営,モ ー テル ・カ ー テル の経 営,浴 場 経営(3戸)と な って い る。

こ う した法 人化 組織 は 家族成 員 な い し親 戚 の もの のみ に よ る場 合 が60戸 と圧倒 的で あ り,法 人組 織

の代表 者 も世帯 主(73戸),「 あ と と りJ(8戸),「 世帯 主 の配偶 者 」(6戸)と な って いるか ら,

当該 世帯 の職 業階層 の 変化 と して把 握 す る ことが で きる。 こmよ うな 世帯 は,わ が 国 の急激 な 都 市化

に伴な い,程 度の 差 こそ あれ 都市近 郊 に少 なか らず 出現 した もの と思 わ れ る。 しか し東区 の場 合,こ

の よ うな タイプは農 家 と して の範時 に とど ま りなが ら,し か も法 人化 組織 の形態 を とって い る世 帯が

多 い ことが 注 目 され るの で あ る。 こ こで は,こ う した世帯 を 「法 人型 」家族 と呼 ん で お きた い。そ の

詳細 は内容 の検 討 は機会 を改 め る こ とにす るが,東 区 にお け る都 市 フ リン ジの形 成 過程 は,階 層 変化

の1つ と して この よ うな 「法 人型 」家 族を 多 く生 み だ して い る。 この よ うな階 層 変化 と都 市 フ リンジ

の形成 は,社 会学 的 な 考察 に とって見逃 しえ な い重要 な内 容の1つ で は なか ろ うか。

4.む す び

粗略 なが ら,札 幌 市 にお ける 東区 と対象 地域 と して,都 市 フ リン ジの形成 過程 の一 端 を 考察 した 。

冒頭で断 った ごと く,限 定 され た側 面 か らの接 近 で あ り,資 料 的制 約 もあ るか ら,カ バー しえ た内容

も自ら限 界 が あ る こ とは否 め な い。 しか しなが ら,都 市 フ リン ジの 形成 過程 の解 明 に とっ て基 本的 な

入 口 と土 地 利用 の変 化 は,ほ ぼ 明確 に対応 して い るこ とが 跡付 け られ た と思 われ る。 昭和30年 代後

半 にお け る札幌 市 への道 内他 市 町村 か らの多量 の流 入 人 口に よ る第1次 ピー クは,住 宅 用地 へ の農 地

転用が急 速 に進 行 す る時期 で もあ り,東 区 に おけ る都 市 フ リンジの形成 過程 の第1段 階 と位 置付 け ら

れ うる。次 いで,昭 和40年 代 後半 の 政令 都市 移 行時 は,第2次 人 口増加 の ピー クで あ り,土 地利 用

の変化 の面 で は,公 共 的 な社会 資本 の投 資が な され道 路,水 道,公 園 への農 地転 用 が 増大 す る と共 に

店舗,学 校,病 院等 の社 会 的諸機 関 の用 地が 増 加 す る。 この期 は,都 市 フ リン ジの形成 過程 に おけ る

第2段 階 とい うことが でき る。 そ して昭和50年 代 前半 は やや 落 ち着 きを みせ た もの の,50年 代 後

半 に至 り,地 下 鉄 東豊 線 の建 設計 画 とそ の着手 が,東 区 にお け る人 と土 地 と社会 組織 の動 きを 再び活

性化 させ始 め てい る。東 区 の都 市 フ リン ジ形成 過程 の第3段 階 が始 ま って いる とい え る。
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上 の ごと き段 階 を 経過 しつ つ 東区 の都 市 フ リン ジは形成 され て きて い る。 こ う した 動 きの中で,い

わゆ る地付 きの定 住世 帯 は大 き な階 層的 変化 をみ せ て い る。農 地 の経 営 面積 の急激 な減 少 に よる経営

規模 の縮 小が顕 著 とな った。(経 営 規模 の全 般 的 下降化 が み られた)こ の経 営 規模 の下降化 が,収 入

規模 に関 係付 け られ る時,一 方で 多 くの 高所 得 者層 を生 み だす と共 に,他 方 で所 得 階層 の 下降化 を 引

き起 こ して い る。 所 得階層 の両極 分 化が 進展 す るこ とにな った ので あ る。 そ して この 高所得 者層 を生

み だ して い る一端 の原 因 は,多 くの兼 業農 家 と離農 家 の創 出が必 ず しも賃 労働 者化 につなが らず,不

動 産を 最 大 限活 用す る賃 貸経 営 の法 人化 組織 が昭 和40年 代以 降急 増す る とい うこ とに求 め られ る。

本稿 で はこ れを 「法人 型 」家族 の 出現 と呼ん で いる。 「法人 型 」 家族 は,法 人化組 織で あ るか ら法 的

性格 を も っ と同時 に,経 営体 と しての性 格 も合 わせ もっ。 しか し,い わゆ る農 業法 人,企 業 型法 人,

自営業 家族 と い う従来 の概念 で は把 握 しが た い内容 を も って い るよ うに思 われる。 階層 変化 に伴 な う

この よ うな 「法 人型 」家 族 は,都 市フ リン ジの 形成 過程 にお いて析 出 され て きた1つ の職 業階 層 と呼

び うるもので ある。 今 後 こ う した階 層 の家 族 はな お も増 える もの と思 われ る。 行 論中す で に指摘 した

ごと く,実 際 「法 入型 」家族 への 移行 を考 えるも のがか な りあ るか らで ある。

昭和59年11月 に4,621戸 の正 組合 員 を対 象 に した札幌 市農 協 調査 によ る と,「 農 業 後継 者が い

な い1と 回答 す る ものは 回答者 中,実 に63.4%に も昇 って い る。 しか も今 後の 農業 の継 続 の意志 は,

同 じく回答 者 中16%が 「農業 はやめ る 」,28.4%が 「自家用 程度 に縮小 」す る と答 えて い る。 「専業

にと どま る」 とす るの は わずか16.8%に す ぎない 。残 りの38.6joは 不 動 産の賃 貸 中心 の農 外収入 の 増

大を 考 え ろ と して い る。 この よ うな こ とか ら,考 察 して きた都 市 フ リン ジの形 成 過程 は,従 来 程急速

で ない に して も,今 後 依然 と して 継続 して い くもの と思 われ る。 昭和63年 開通 予定 の地 下鉄 東豊 線

は その大 きな変 化 の キ ャス ティ ング ・ボー ドを握 って いる といって よい。 く り返 し言及 した ごと く,

東豊 線 は東 区にお け る市街地 の中心 を 貫通 す る。 それ だ けに今 後,交 通 シス テ ムの再編 成,市 街 化 区

域 の再開発,新 しい都 市計 画の立 案 が伴 な うもの と思 われ る。

か って,フ リンジ論 の隆 盛期 に編 集 され たW.M.ド ブ リナ ー編 「郊 外 コ ミニユ テイ 」(1958年)

には,本 稿 の課題 を 今後 さ らに深化 させ よ うとす る時,示 唆を 与 えて くれ る論 者が 少 な くな い。 もと

よ りア メ リカの都 市 フ リン ジを め ぐる視点 と課 題が 即,わ が 国の1地 方 都市 札幌 市 に適 用 し うるか ど

うか は問題 が ないわ けで は な い。 けれ ども,195(輝 代 の フ リンジ論 が新 鮮 に思 われ るの は筆者 のみ だ

ろ うか 。 それ と も発 展型都 市,札 幌 市 の東 区が あ まり にも特徴 的 な地域 で あるか らな の だ ろ うか。 都

市 フ リン ジの社 会 学 的考 察 は,そ うした疑 問 を見極 め る うえで も,ま た70年 代以 降論 じられる よ う

にな った オ)が国 の混住 化 社会 論 を考 える うえで も,有 益 で は ない だ ろ うか。
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(7)(31の 仮 説 につ いて は,さ ら に2～3加 える こ とが可 能 で あ るが,若 干,曖 昧 さが あ る ことか ら除

いて い る。

(8i昭 和58年 版札 幌 市政 概要 によ る と,昭 和35年 に おけ る札幌 市 の全道 人 口比 は12.2%で あり,昭 和

55年 のそ れは25.1%で ある。 同市 政概 要の11大 都 市人 口増 加 の推 移 比較 では,昭 和45年 ～55年 にか

けて札幌 市 が最 高 の増 加率 を示 して いる。
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(101蝦 名 賢造編 著 「新 版 札幌 市 の経 済 と社 会 」東 洋経 済新 報社,1975年,101-2頁

⑪ 表3㈲ で も断 っ たよ うに,経 営 耕地 面積 には樹 園 地が 含 まれ て いな い。

⑫ 公務が 多 いのは,苗 穂 刑務 所 が 区域 内 にあ る こ とに一因が ある と思 われ る。

G3)因 に,地 区別 の実 行組 合 名を あ げる と,元 町 地 区一元 町第 一,元 町上,元 町 中央,元 町 下,栄 町

地 区 一栄町 東,栄 町西,栄 町北,栄 町南,苗 穂 地区 一上 苗穂,上 苗穂 東,下 苗穂 伏古,下 苗穂 伏古

第 一,下 苗穂 共 栄,下 苗穂 中央,下 苗穂 北栄,下 苗穂 新 北 栄,下 苗穂 農 本,下 苗穂 三角,下 苗穂東,

雁 来 地区 一雁 来西,雁 来 東,雁 来 中央,雁 来 豊畑 で あ る。
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前 掲 書 「札幌 市 の地 域構 造 」 にお け る第2編 資 料編 並 に巻 末統 計 区 図を参 照。

前掲 書 「札幌 市 の地域 構 造 」118-120頁 。

都 市 フ リンジ家族 の形 成 要 因を解 明す る こ とを 目的 と した筆 者 の調査 で ある。

農業 法 人 にっ いて は,宮 崎俊 行 「農業 法 人 の研究 」慶応 義塾 大 学法学 研究 会 叢書10 ,1961年

に詳 しい。

㈱ 札幌 市内農 協都 市化 対策本 部 「組合 員 意 向調査 報 告 書 」1985年 。

⑲D・b・inerWilli・m筑 ・d.,T/zeSulurbm'tCorrvrcunity,G .P.P。t、xm,S。n,19弼.

(付 記)

本 稿 作成 の ため の資料 収集 に際 して,北 札 幌農 業協 同 組合 並 に札 幌 市農業 委 員会 の関 係各 位 に ご

配 慮 いただ いた。 また,資 料 整理 に寺 田英樹,森 田和 也両 君 の助 力 を得 た。 記 して 御礼 申 上げ る。
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第4章 町 内 会 と地 域 福 祉 活 動

杉 岡 直 人

1研 究 の 目 的

昭和22年5月13日 、 政令 第15号 によ り、 町 内会 ・部落 会 が廃 止 され た。 そ の後 、サ ンフ ランシ スコ

条約 の締結 に伴 い、 昭和26年 に同 政令 が失 効 とな り、 町 内会 組織 が 制度 的 に復 活 した。 同 じ時期 、 こ

れ に対 抗 す るか の よ うにGHQは 厚 生 行 政 強化方 策 の一 つ と して、 社会 福祉 協 議会 の設置 を厚 生 省 に

指示 して い る。

本研 究 は町 内会 の活 動 のな かで 、近 年 、社 会福 祉 協議 会 との連 携 によ り、 在宅 福 祉 に関 す る取 り組

みが進 め られ るよ うにな っ たこ とに着 目 し、 町 内会組 織 の集 団 的性格 とそ の在 り方 が今 後 、極 めて大

きな課 題 とな る点 を、 北海 道 の3市 の事例 を通 して 明 らか に しよ うとす る もの で あ る。そ の意 味 で問

題提 起 に とどま らざるを えな いが、 これ まで の都市 研 究 に おいて 町 内会活 動 を方 向 づ けて い る福 祉 問

題 との関連 が看 過 されて いる こ とか ら、敢 て取 り上 げて お く必 要 性を 感 じて稿 を起 こ した 。

従 来 の町 内会 研究 の系 譜 は、 意志 決定 過程 に関 す る問題 や役 職 者 の地位 分析 を中心 とす る支 配構造

に関す る もの、 ある いは町 内 会組織 の構 造機 能 分析 な どを中心 とす る も のか ら、 次第 に住 民 意識 の類

型化 に よ る コ ミュニテ ィ形成 を テ ーマ に した研 究へ と変 化 して い る。(1〕

町 内会 は 、地域 にお け る最 も包 括 的 な性格 を もっ 集団 で あ る。 この集団 の性 格 は、 中村(1973)が

指摘 して い るよ うに、① 行政 の末 端事 務 の補 完 を行 な うもので あ り、② 加入 が居住 に伴 って 自動 的 に

な され る こ と、③ また加 入が 世帯 あ る いは事 業 所単位 で あ り、個 人の 自由選 択意 志 を 前提 に した もの

では な い こ と、等 が上 げ られ る。② ま た、 この集 団 が相 互扶 助 を基 本 とす る親 睦団 体 と して の性格 が

強 いこ と も大 きな特徴 と され て い る。

町 内会 は現 実生 活 の問題 処理 にっ いて 、例 えば 、葬 祭 の世 話、 神社 の寄 付 、道 路 ・公 園 の清 掃、 と

い った活動 を 中心 と して いた。 最近 で は各 種 の行 政 へ の陳 情、 公害 問題 へ の取 り組 み、建 設 工事 に伴

う騒音 対策 な どに関す る業者 との交 渉、 除 雪 や廃 品回 収、 青少 年 の健 全育 成等 、地 域 の住 民 生活 の な

かで問 題 とな った場 合 は その活 動 の限界 を問題 に す る こ とな く、 問題 解決 のため の取 り組 み が な され

て い る。

こ うした町 内会活 動 の拡 大 と変 化 に注 目す るな らば 、地域 の社 会構造 を 変化 させ て き た要 因 につ い

て考 察 して お く必要 が あ る。 す なわ ち 昭和40年 代 に入 って コ ミュニ テ ィ形成 の問題 や過 疎地 域 の集 落

再編 成 の動 き を もた ら した人 口移 動 と広 範 な都 市 的生活 様式 の浸透 に伴 い、 地域 の福 祉 問 題 が様 々に

問題 化 した結 果、 町 内会組 織 が半 ば他 律 的 に変 化 し始 めた といえ る。

最 近 で は老人 の在 宅 ケア の問題 を 中心 に町 内会が 組織 され る動 きが み られ る。(3)社会 福祉 協 議会 と
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の連 携 や共 同募 金 会か らの助成 を 受 けて 在宅 福祉 サ ー ビスの事 業に取 り組 む 事例 にみ られ る よ うに、

在宅 福 祉 が施設 福 祉 の見直 しとと もに強 調 され る よ うにな って き た ことを背 景 と して、 これ ま での町

内会 活 動 に福祉 問 題を 焦点 とす る新 らたな オ リエ ンテ ーシ ョンが与 え られつ つ あ る と私 はみ て い る。

親 睦 と相 互扶 助 を基 本 とす る町 内会 活 動 は、福 祉 部 を設 けて そ の活 動 の広 が りを追 求 す る こと も多

くな って お り、 また在 宅福 祉 を は じめ とす る地域 福祉 の課 題 に対 して次第 に民生 委員 活 動 との連携 を

必要 とす る よ うにな って い る。(4)

と こ ろで 、 町 内会 が民主 的 な運 営組 織 を持 ち、 行 政か ら 自立 して い る と して も、対 人的サ ー ビスの

体 系 に公 的サ ー ビスの有機 的 関連 を考 慮 しなけ れば な らな い要素 が あれ ば、 当 然 のよ うに その民 間性 、

主体 性 に相 当す る ものが 問 われ な くて はな らな い。

結 局 の とこ ろ、町 内会 の活 動 ・機能 を どの よ うに考 え るべ きか とい うこ とに議 論 が 向け られ なけれ

ば な らない とい え、公 私 問題 を ふ まえ た町 内会 の理 論モ テ ルが今 日求 め られ て い る といえ る。(5)

H対 象 と 方 法

最 初 に町 内会活 動 の なか に大 き く取 り込 まれ つつ ある福祉 問 題 との関 わ りを マ ク ロ的 に お さえ る上

で 、 北 海 道町 内会連 合会 の史 的 な展 開 と北海道 町 内会 の構造 的 側面 にっ いてふ れ、 事例 と して3市 に

おけ る新 た な動 向 にっ いて考 察 を加 え るこ とにす る。対 象 は北海 道 の町 内会 で あ り、 方法 は ケ ースス

タデ ィの手法 を 用 いた 。調 査時 期 は昭和59年7月 ～10月 にか けて それ ぞれ数 回 の聴 き取 り調 査 を行な

っ た。

北 海 道 の町 内会 連 合会 の前 身 は昭和38年 か ら52年 まで 続 い た北 海 道町 内会 ・部落会 連絡 協議会 で あ

る。昭 和38年 に は 全道 町 内 会 ・部 落 会研 究協 議会 が 開催 され、 事例研 究 を 中心 に協 議 して い る。 昭和

42年4月10日 に連 合組 織 の結成 につ いて 町 内会活 動推 進 懇談 会 が開 かれ 、連絡 協 議会 が 札幌 市、小 樽

市、 千 歳 市、 苫小 牧市 、江 別 市、 恵庭 市 、倶 知安 市 、栗 山町 の8市 町 村 で結成 準 備会 を構 成 し、 趣 旨

書、 規約 、 活動 方針 、 そ の他結 成 のため の方 途 につ いて協 議 して い る。

こ の時、 町 内会 関係 者 と社会 福祉 協 議 会 の関係 者が 同 じテ ーブル につ いて い るが 、 この こ とは当初

か ら北海 道 社会 福祉 協議 会 に事 務 局 を置 い た こ とか らもそ のい き さっ が理 解 され る と同 時 に、今 日、

社 会 福祉 協 議会 の活 動 と町 内会 活動 の連携 が 大 きな課 題 と して取 り上げ られ る よ うにな った背景 を物

語 って い る とい える。 この社会 福 祉協 議会 と町 内会活 動 の連携 の動 き は、 昭和42年8月24、25日 の両

日に開催 され た全 道社会 福 祉大 会 の 中で 「地 域住 民組 織研 究 部会 」が開 かれ た こ とで も示 され る。 昭

和43年12月5日 には地域 組 織委 員 会 が組織 され 、住民 組織 の諸規 定 の検討 、 あ るべ き姿 、基 本的 な性

格 とビ ジ ョンに関 す る意見 に つ いて検 討 して い る。 昭 和44年 には全 国福 祉協 議会 の木村 忠二 郎副 会長

を講 師 に頼 ん で、 「町 内会 ・部落 会活 動 と社 会福 祉 」のテ ー マに取 り組 ん でい る 。
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こう した時期 に対応 して、 国 レベ ル の動 き と して 昭和45年 、 自治 省 はモ デ ル コ ミュニ テ イ構想 を発

表 してい る。

北海 道で は、 そ の後、 一貫 して住民 福 祉 の課 題を統 一 テ ーマ と して 町 内会 ・部 落会連 絡 協 議会 の活

動が展 開 して い る。 昭和53年 に共 同 募金 に 関す る取 り組 み な どの関 連 か ら、 こ の連絡 協議 会 は北 海道

町内会連 合 会へ と名 称変 更を して い る。 現 在、北 海 道町 内会連合 会 は、 主な事 業 と して 「住 み よ いま

ちづ くり運動 」推 進地 区 推進 活動 、道 町 連共 済 の運営 、 また赤 い羽 根共 同募 金 運 動 の推進 に取 り組ん

でいる。(6)

現在、 道町 連 には78団 体 が 加入 して い る。 年 間会費 は基本 額(市15,000円 、 町村5,000円)と 世帯

割(世 帯 数 メ30銭)を 合算 す る。

毎年、 全道 町 内会活 動研 究協 議 会が 開 催 されて い るが 、昭 和60年 度 の場合 、 「地 域生 活 と福 祉文 化

の形成 」を テ ーマ と して単 位町 内会活 動 の推 進 にっ いて 討議 して い る。 いわゆる住 民 参 加 の推 進策 に

ついて、 そ の甚本 的取 り組 み を検討 して い る。 参 加対 象 は町 内 会 ・自治 会 な どの関 係者 、 青年 ・婦 人、

防犯、衛 生 団体 等 で 町 内会 、 自治 会活 動 に関 わ りを持 っ者 、 市町 村 の行政 主 幹担 当者、 社 会福 祉協 議

会役 職員 な どが対 象で ある。

謹

表1北 海道の住民自治組織

市 部

石狩支庁

渡島支庁

桧山支庁

後志支庁

空知支庁

上川支庁

留萌支庁

宗谷支庁

網走支庁

胆振支庁

日高支庁

十勝支庁

釧路支庁

根室支庁

合 計

連合町内会

有

24

3

16

8

8

9

4

4

5

16

8

3

8

6

4

126

無

8

3

2

11

8

16

4

4

7

3

6

11

3

86

計

32

6

16

10

19

17

20

8

9

23

11

9

19

9

4

212

単 位 町 内 会 規 模 別 分 布

1-29

1

11

7

8

6

10

1

5

9

7

2

4

1

1

73

30～49

2

3

3

ユ

5

3

2

4

4

7

3

2

4

4

2

49

50～99

6

1

1

2

5

6

1

5

3

5

2

1

38

100一 ㌔149

9

1

1

3

1

1

1

1

1

3

22

150.199

5

1

2

1

9

200～

9

9

不 明

1

2

1

1

1

1

1

2

2

12

曲 資料出所 北海道町内会連合会r北 海道内の住民自治組織名簿 』(昭 和60年4月1日 現在)
より作成
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ここで表1に よ り北海 道 の町 内会 の概要 にっ いて ふれ て お くな らば、 連合 町 内会組 織 を有 す る市町

村 は約6割 に止 って い る。 これ を単位 町 内会 規 模 との関 連 でみ る と、町村 の町 内会 の うち単 位町 内会

が1・縞 眺 のは9剛 しかなく、3・肚 騨 位町内会があるのは%砧 めている。町内会活蜘

推進 を 図 る ため には、連 合 町 内会 組織 の よ うな単 位町 内 会相 互 の連絡 機 関を 有 して いて もおか しくな

い といえ る が 、現 状 に於 いて は町 内会 活動 の組織 化 にっ い ては それ ほ ど進 んで は いな い。

この事 実 はあ る面で は単 位 町 内会 の独 自性 が尊 重 され て い る と考 えられ るが 、む しろ統 一 的 な取 り

組 みを す る だけ の課題 や事 業 を抱 えて いな い ため とい え るだ ろ う。 今1っ の理 由 と して は、 農村地 帯

を背 景 とす る地 域 の場合 、 市街 地 居住 者 と農 家実 行組 合 との共通 利害 に欠 け るため統 一組 織 が進 まな

い とい う点 が あ げ られ る。 上川 、 空知 地 域 をは じめ とす る道 北地 域 で は連 合 町 内会 を組織 して いな い

市町村 が 多 く、 必 然 の結果 と して 、道 町 連 に加入 して い る市 町村 も少 ない。 道北 地域 で は区 会、 区

長連 絡 協議 会 とい う名 称 を使 って い るのが 多い のが特 徴 で あ る。 こ う した地 域 は行 政区 単位 で組織 さ

れ て お り、区長 と して 行 政か ら協 力 謝金 な どを受 けて い るケ ース もみ られ る。

ま た、 町 内会 の行政 窓 口 につ いて み る と、大 半は市 民 部、 生活 課 や総 務課 あ る いは企 画課 の広聴 広

報課 とな って いる。 したが って役 所 の 中 に事 務局 を設 けて い るケ ー一ス か圧 倒 的 で あるが 、市 部で は行

政 か ら施 設 の委託 を受 け て管 理業 務 を行 な うケ ースが 多 くな って い るため か(総 合)福 祉セ ンタ ーな

どに あ る もの も散 見 され る

皿 町 内 会 と 地 域 福 祉 活 動

前述 した よ うに町 内会活 動 に福 祉分 野 の 内容 が増加 しつつ あるが 、 この動 向 は単 に町 内会 が 主体的

に選 択 して取 り組 む ケ …スば か り でな く、む しろ、一 方 で町 内会 組織 を 必要 とす る存在 が ある こ とを

見過 ごす こ とはで き ない。

す な わ ち、 昭 和26年 に町 内会 が復 活 した と同時 にGHQの 指 導 の もとに組織 され た社会 福祉 協議 会

は住民 自らが参 加 し、様 々な団 体 や専 門機 関 の協力 を 得 なが ら地 域社 会 の向 上を 目指 して 「福 祉 の ま

ちづ く り」を推 進す る民 間 の 自主 的 な団体 で あ る。

と ころで、 この組 織 は、 今 日、地 域 福祉 ・在 宅福 祉 サ ー ビ スを 推進 し、 国 ・自治体 の福 祉施 策 を補

完 す る もの と して位置 づ け られ る。 け れ ども実態 と して は社 会福祉 協 議会 は地 域組 織 化 の単位 組織 を

有 す るケ ース はほ とん どな く、社会 福祉 協 議会 の活 動 と関 わ りの強 い共 同募金 活 動 も町 内会 の取 り組

み に多 くを依 存 して いるの が現 状 で あ る。 社会 福祉 協 議会 が 在宅 福祉 に 関す るサ ー ビスに取 り組 む こ

とに なれ ば、 町 内会 の協 力 が不可 決 とな らざるを えな い ので あ る。 しか もモ デル地 区事業 と して だけ

で な く行政 区 全体 に面 的 な広 が りを もたせ るサ ー ビスを 図 る こ とに なれ ば、町 内会へ の期 待 は ます ま

す 大 きな もの にな ら ざるを え な い。
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こ う した福 祉問 題 と直接 ・間接 に 関 わ る 「住 み よい ま ちづ くり 」 とい う住民 参 加 の理 念 に も とず く、

地 域福 祉 の充 実 ・増進 とい う共 同 目標 を あ たえ られ た今 日、 町 内会 活動 の展 開 が、 ど のよ うな取 り組

み と して活 動 が開 始 され て い るのか 、 そ して どの ような問題 を 抱 えて い るのか を以 下 の3市 の連 合 町

内会 の活動 事 例 を通 して考 察 す る こ とにす る。

事 例1釧 路 市連 合町 内 会

釧 路 市 の連合 町 内会 は、 昭和40年7月13日 に結 成 され 、現 在、427町 会 で組 織 され て お り、 全 体で

約7万 世帯(人[]:約22万 人)の うち5万6千 帯 が加 入 して いる。 町 内会 の加入 率 は75%で あ り、面

積 的 には90%が 加 入 して い る。(7)

町 内会 と行 政 の関係 につ い て、他 市 との比較 の上 でユ ニ ークな点 は 、市 の広 報紙 を 町 内会 ル ー トを

用 いず に配 付 して い る こ とで あ る。 月2回 の広報 は新 聞 に折 り込 み の扱 いで 全戸 に配付 されて お り、

新 聞を と って い ない世 帯、約200世 帯 へ は郵 送 配付 が な され て い る。

新 聞 折 り込み 手 数料 は1部2円 で あ る。広報 紙 の配 付 を他 市 町村 の よ うに町 内会 に まか せ て いな い

の は、 市 の担 当者 に よれば 、広 報 がす ぐ住 民 の手 に渡 らな い、 あ るい は時期 が遅 れ る ことや、 実際 は

町 内会 の仕 事 と して班 ご とに配 付 され て いて も広報 の配付 手数 料 が市 か ら町 内会 に支 払 わ れ る場 合 、

町 内会 とい う団体 にで は な く特 定 の個 人宛 て に支払 われ るた め に私物 化 され て しまい、 町 内会 財源 と

して は利 用 され て いな いケ ー スが あ るので は な いか、 とい う点 を指 摘 して い る。

連 合町 内会 は一 世 帯年 間40円 の会費 に よ って 運営 されて い る が、 その ほか連 合 町 内会 の活 動 に対 し

て は、 市か らの補 助金270万 円、 会費 、 チ ュー リップ の球根 の販売 代金 な ど合 わせ て600万 円 の予算

で あ る。 連合 町 内会 の下 に36の 地 区 連合 町 内会 が あ り、 その下 に さら に単位 町 内会427が 組織 されて

い る。三 役会 は無 報酬 で 月 に1回 開 かれ て い る。年 に1回 の総 会、 隔 月で36地 区連 合 町 内会 の理事 会

が開 かれ 、町 内会役 員 に対 す る研 修会 は年1回 、 婦人 部研 修 会 は年1回 開 かれ て い る。

また専 門部 会 も設置 されて い る。 それ らは総務 、組 織部 、 広報 部 、防 火 ・防犯 部 、交 通安 全 部、 保

健 衛生 ・環 境 整備 部、 青少 年部 、民 生 部、 婦 人部 等 で あ る。 事務 局 は市 の広 聴広 報 係 の なか にあ り、

単 位 町 内会 か らの相談 もこ こで 受 けっ けて い る。

とこ ろで 、町 内会は い わゆ る親睦 団体 と して の機能 を果 たす だけ でな く、福 祉 分野 へ 人的 資源 が動

員 され て きて い る。 釧路 市 に ガ ンセ ン タ ーが設 置 され るこ とに伴 い、健 康 推進 員制 度 が婦 人 部 を中心

と した取 り組 み のなか で、 昭和60年4月 か ら発 足 して い る。 ま た このガ ンセ ンタ ーにつ いて は、 約

1,000万 円の寄 付 が町 内会 か ら集 め られ た。

町 内会 の基本 的 な組織 目標 は、規 約 に よれ ば 「住 み よ い地 域 社 会を造 り、地 域住 民 の福 祉 を増 進 す

るこ と」 とな って い る。
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町 内会 連合 会 の会 則 に よれば 、 そ の事 業 内容 は 関 係諸機 関 に対 す る陳情 ・請願 、伝 統 的 な防 火 ・防

犯 、交 通 事故 防 止、 緑化 推 進 、保健 衛 生意識 の向 上 に関す る事 業 な どが あげ られ る。 この外、 新生 活

運 動 の普 及啓 蒙 が重 視 され て い るのは 道東地 域 の特 色で あ ろ う。

事 例2函 館 市 の町 内 会 と地 域 福 祉活 動

函館 市 は人 口約32万 人 、世 帯 数 は約12万 で あ る。注 目す べ き こ とは社会 福祉 協議 会 と町 内会 の組織

上 の関 係 で あ る。 昭和26年6月 に函 館 市社会 福 祉協 議会 が 設立 され た。 この とき狭 義 の社会 福 祉 に限

定 せす 、 保健 衛生 そ の他 広 く住民 生 活 の全般 に及 ぶ もの とす る こ と、住 民 を基 礎 と した組織 とす るた

め 、各 町単 位 に地 区組 織 を設 け るこ と と した。 昭和30年3月 に地 区 の社会 福祉 協議 会 を町会(町 内会)

に改 組 す る方針 を決定 して い る。(8)

153町 内会 が あ るが、146町 会 が 組織 されて お り、 未 加入 世 帯 は2,800世 帯 に留 まる。

町 会 の連 合 会組 織(町 連)の 歴 史 は昭 和37年 に始 ま り、 当時84町 会が 組織 され た。 昭和44年 には世

帯割 で40円 、 組織 割 で3,000円 の補助 金 収入 が市 か ら支 出 され て1、・る。 また201世 帯以上 は約90,000

円 とな る。 連 町事 務局 は3人 体制 で 、1人 は亀 田支所 に配 置 されて い る。 町会費 につ いてみ る と、 世

帯 当 た り250～300円 が約 半 数を 占 めて いる。但 し、250円 以 下 も約 半数 あ るわけ で あるか ら無視 で

きな い。

町 会連 合 会 の 下 に13の 方 面 協議 会 が下 部単 位 を構成 して お り、 また約3,000世 帯 毎 に1名 の割合 で

理 事が選 出 されて お り、現 在37人 の理 事 に よ って毎 月7日 に理 事会 を開 催 して い る。

町 会 の組織 にっ いて み る と、 町会 の下 に部 あ るい は区 が あ り、 班 が末端 組織 にな って い る。 各班 は

・ド均50世 帯 を標 準 と して い る
。

広報 紙 は 「住 み よい社 会 」 とい う名称 で 、現 在64号 まで発 行 されて いろが、 田]会連合 会 と社会 福祉

協 議会 の合 同 紙 で ある こ とがユ ニ ー クな点 で あるn

ここで 昭和60年 度 の取 り組 み につ いて 取 り上 げて お きた い。10 ,月15日に発 行 され たパ ンフ レ ッ トが

あ る。 これ は 社会 福祉 協議 会 、町 会連 合 会 、民生 委員 協 議会 連合 会 の3会 長 が 共同 で呼 び か ける形式

を とって い る。 内容 は 社会 福祉 協 議会 の活 動 内容 を紹 介 す る と と もに高 齢者 の実 態 を 図表 に示 して以

下 の2点 につ いて協 力要 請 を行 な って い る。

① 会員 制度:こ れ は社 会 福祉 協 議会 の会員 と して全 世 帯 が加入 す るこ とを 求 めて い る。 年額1口

300円 と して、 町会 や 全市 の福 祉 を高 め る ため の事 業 を進 め るため の もので あ る。

これ は昭和61年 度 か らの 実施 を 予定 して い る。

②福 祉 委員 制度:約50世 帯 に1名 、 全市 合計2,000名 を配 置 し、 町会 や民 生委 員、 社会 福祉 協 議会

と連絡 を取 り合 い、 地元 の福 祉活 動 を 進 め る もの と して い る。具 体 的 には婦 人部 のス タ ッフを中 心 に

一66一

馨

選

愚

「諾



一

研 修 な どを実施 し、 高齢 者世 帯 に対 す る援 助 を担 当す るこ とを狙 い と して い る。 これ は町会 長 と社 会

福祉 協議 会長 の連 名 で委 嘱す る こ とにな って い る。

事例3岩 見沢 市 町会 連合 会

岩 見沢 市 は道 央圏 の農 業地 帯 を背 景 とす る空 知地 域 の中 心都 市 で あ り、昭 和60年3月 現在 の人 口は

83,712人 、世 帯数 は29,010で あ る。

町 会 は理 事が60名 で 、常任 幹事 会 が 設置 されて い る。 岩 見沢 市 の町 内会 組 織 は、市 街 地 区を 町会 連

合会(単 位 町 内会134)、 農 業地 区 を 町 内連絡 協 議会(単 位 町会13)が2つ に分 かれて 組織 され て い

る。 また町 会連 合会 の下 に173町 会 を20地 区 の組 織 に ま とめ た地 区連 絡 協議 会 が あ り、そ して 末端 に

単位 町 内会 が位 置 づけ られ て い る。連合 会 の副 会 長 は8人 制 で、8部 会 の会 長 とな るよ うに な って い

る。

町 会 の事 業 につ いて ふれ るな らば、 青少 年 の健全 育 成活 動 と地 域福 祉 活動 を今 日的課 題 と して位 置

づ けて い る。 町 連 は昭和59年 に青少 年 問題 対策 委 員会 を組 織 して、 教育 委 員会 や校 長 ・教頭 会 、民 生

児 章委 員協 議会 との意 見 の交換 を行 な って い る。 また町会 設 立20年 目を迎 え た昭和60年 度 の事 業 の中

で 、 「よ りよい住民 活 動Jを 目指 した住民 自治研究 活 動委 員 会 の報告 が ま と め られて お り、全 体20名

の委 員会 のな かで 、 さらに10名 が 「ま とめ委員 会 」を構成 し、1回 の検 討会 に平 均4時 間 ほ どか けて

集 約 して い る。 この研究 委 員会 の活 動 は、 自主活 動 の実践 を通 して 、 よ り豊 か で住 み よ い地 域 を創 造

す る と と もに、 理想 的 な住民 自治活 動 と郷 土岩 見沢 の発展 に寄 与す る こ とを 目的 と して 取 り組 まれて

い ろ。 問題 を 明 らか にす るた め に全 町 会 の会長 を 対象 と して 、 ア ンケ ー ト調 査を 依頼 し、課 題 の整 理

を行 な って い る。 ア ンケ ー トは全131町 会 の う ち105町 会 が 回答 して お り、 回収 率 は80.1%と な って

い る。委 員 会 の発 足 は昭和58年 春 に町 連常任 幹 事 会 にお いて 設置 され 、 互選 に よ り委 員20名 を 選 出 し、

5つ のグル ー一プ に分 か れて作 業 に取 り組ん で い る。 昭和59年11月28日 に1ま とめ委員 会 」 を設置 して

作業 に入 って い る。

そ して 町会 が福 祉活 動 へ の りだす動 機 と して、 「ま とめ委 員会 」の資 料 では 、 「町会 活動 の大 事 な

使命 は温 か い思 いや りの心を 土台 と し、 よ い地域 社会 を 目指 す こ とに あ るこ とか ら、弱 い立 場 の人 々

に温 か い手 を差 しのべ る とい うこ とは、 社協 との関係 のあ るな しに抱 らず町 会 と して は当然 取 り組 ん

でゆ か なけれ ば な らな い課 題 」 と して い る。 町会 の規 模 にっ い て は、131町 会 の 内100～200世 帯 の

構 成 を とって いる のは59町 会 、50世 帯 以下 で 構成 されて いる町会 は42町 会 とな って い る。 この点 に関

してe町 会 の活 動を支 え るため の適正 規 模 との 関連 か ら、統 合 を進 め よ う とす る提 案 も考 え られて い

る。

とこ ろで 町会 の地 域福 祉 に関す る取 り組 み の前史 は 、昭和42年 の住民参 加 の呼 びか けか ら始 ま って
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い る。 昭和45年 には法人 格 を取 得 し、民生 委員 との タイ ア ップが 図 られ 、町会 区 分 に よる民 生 委員 の

担 当配分 が 設置 され た。 昭和49年 に は民 生 委 員 の推 薦 委員 会(14名)が 組 織 され て 、町会 長 が複数 の

推 薦 を 出 して協 議 す る手 続 きを取 るよ うにな った。 昭和50年 に は町連 が 主催 して地 域 福祉 懇談 会 が開

かれ 、 ボ ラ ンテ ィア活 動推 進協 議 会 も発足 させて い る。 こ の流 れ に添 って昭和52年 か ら在 宅援 護活 動

モデ ル地 区 の設 定 を行 な い、2地 区を2ケ 年指 定 した。昭 和56年 に は在宅 福 祉サ ー ビス特 別推 進地 区

を指定 し、 ア ンケ ー トを実 施 し、 マ ップ を作成 し、地 域で の 自主 性 を育 て る取 り組み を行 なって い る。

現 在 、町 会 連合 会 で はボ ランテ ィアを 募集 し、町 会毎 に ボ ラ ンテ ィア の組 織化 を図 って い る。 例 えば、

そ の内容 は屋 外 作 業、 用 た し、付 き添 い介 護、 家事 、 選択 、 安否 の確 認等 が 考 え られ て い る.

IV結 語

町 内 会 ・自治 会 につ いて は 、そ の伝 統 的保 守的 な性 格 とは 対照 的 に 、 どち らか といえ は革新 自治 体

の市 民参 加 運動 の取 り組み の なか で活 性化 が課 題 とな り、 様 々な組織 化 が進 め られて きた といえ る。

この こ とは、 自治体 が 町 内会 自治 会 の保 守性 を問 題 にす る こ とだけで な く、 む しろ自治組 織 の基礎 と

して の位 置 づ けを 重視 して いた と いえ る。

他 府県 と北 海 道 の町 内会 にお け る福 祉 問題 に対 す る関 わ り方 の相違 につ いて整理 して お く。 府県 の

伝統 的 な社 会基 盤 の あ る ところで は 、町 内会 は実 質 的 に社 会 福祉 協議 会 の顔 と して、 む しろ社 協 を利

用 す る立場 にあ る とい えるが 、北 海道 の場合 は社 会福 祉協 議 会 が町 内会 の事務 局 を早 くに抱 え込 んだ

結 果 と して 、町 内会連合 会 な どの研修 会 に は必ず 福祉 関係 者 に よ る講 演 や各種 の問題 提起 が 出 され て

きた 。 また北 海道 で は町 内会 の歴 史 的基 盤 につ い て、府 県 よ りも住民 の定住 性 が低 か った こ とか ら、

町 内会 そ の もの の存在 が住 民 に強 い拘束 力 を もった規範 を形 成 す る こ とが少 な く、 た めに相 対 的 に社

会 福祉 協議 会 の優 位 を許 容 して来 た とい える。 しか も社 会福 祉 協議 会 の役員 は地 域 の有 力者 によ って

占め られ る こ とが一 般 的 で あ った こ とが、社 会福 祉協 議 会 の町 内会 に対 す る地位 を安 定 させ た とい え

るだ ろ う。

さ らに は網羅 的 組織 の性 格 を もっ 町 内会 は、他 か ら働 き かけ られ るこ とに よ って(例 えば 神社 や祭 、

行 政 の下 請 け事 務 、 あ るい は赤 い羽根 募金 活 動等)、 そ の機 能 を複合 的 に させ られ て き た とい え るが 、

こ う した他 か らの働 きか け の問題 にっ い て比 較 的合意 されや す い もの に 「住 民 の福 祉 向上 」 とい う統

一 理 念 が あ った とい うこ とで あろ う
。錦 の御 旗 と して の福祉 の充実 は 、町 内会活 動 に それ ほ ど抵 抗 な

く受 け入 れ られ る側 面 を有 して い る とい え る。

そ こで、 一 つ の問題 は 、福祉 問 題 に おけ る公私 関 係が 明確 な議 論 な しに事 業体 と して の社 会福 祉協

議会 の活 動 のな かで町 内会 が 取 り込 まれ る ことは、町 内会 の集 団的 性格 と同時 に今 後 の地域 福祉 の あ

り方 につ いて の原 則 を問 わ ざ るを えな い状況 を招 いて い る もの と考 える。

・:



こう した道 内3市 の町内会 活 動 にみ られ る福 祉 へ の取 り組 み は、町 内 会活 動 の新 しいオ リエ ンテ イ

ーシ ョンとな って い る。3市 以 外 の事例 を あ げ るな らば、 例 えば 栗沢 町 の場合 、 身体 障 害者 総合 福 祉

施設 が 設置 され る ことに な ったの を契機 と して 、町 内連 合 会 が雪 か き の援 助活 動 に取 り組む よ うにな

った。(こ の町 は農 協 の中 に町 内会 の事 務 局 が ある こ とで もユ ニ ーク さが認 め られ る。)ま た 名寄 市

の 西町町 内会 で は ア カシア大 学事 業 に取 り組 んで お り、 生 涯学 習社 会 に前 提 を置 いた勉 強会 が 実施 さ

れて い る。(9)これ な どは社会 教育 分野 の活動 と して 評価 しうるで あ ろ う。 道町 連 の 「住 み よい ま ちづ

くりモデ ル地 区 指定 事業 」 のな かで は、 ノ ーマ ライゼ ーシ ョン理念 に基 づ く福 祉 教育 の 取 り組 みが重

視 されて い る。

いま一 つ町 内 会が福 祉 問題 に向 って い る要 因 は、共 同 募金 活 動 に あ る。 従来活 動 の中心 とな って い

た町 内会 に対 し、 共 同募金 の配分 を町 内会活 動 に還元 配 分 すべ き もの とす る 主張 がな され 、 共同募 金

会 の町 内会 の事業 費 に対 す る補 助 内容 が福 祉 分野 の サ ービスの 充実 に向か って き たの で あ る。 した が

って、 町 内会 の福 祉活 動 は共 同募金 会 が 示す 財政 的援 助 の 内容 か ら町 内会 が選択 した結 果 と して も促

進 され る基 盤 を 与 え られ てい るの で あ る。

「回 覧板 町 内会 か らの脱 皮 」が唱 え られ て い る今 日、町 内 会 の活動 が 「住 み よ いま ちづ くり 」へ と

向 か って い る ことは、確 か に中村 八 郎 氏 の 言 う 「既 成 組織 の換 骨奪 胎 」 とい うべ き もので あ る。 ただ

町 内会組 織 を社 会学 的 に取 り上 げ る とす るな らば、 これ まで みて き た よ うに福 祉 問題 の なか に 占め る

町 内会 の位置 は益 々高 ま る もの といえ、 町 内会 を核 とす る福祉 文化 の醸成 が果 た して戦 前回 帰型 の集

団 主義 の温 床 とな るのか 、 あ るいは い わゆ る個 人主義 に根 ざ した コ ミュニ テ ィとな るのか 、地 域福 祉

活 動 へ の取 り組 みを 契機 と して町 内会 は公 私 問題 に鋭 くか か わ りなが ら、 い ま大 きな転 期 を迎 えて い

るので あ る。
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(21中 村 八郎(1973年)こ の ほか 、機 能 が未分 化 な こ と、 旧中間 層支 配 の保 守的 伝統 的温 存基 盤 と し

て い る。

(3)全 国 社会 福祉 協 議会Jr社 協 情報 」.%109こ の なかで 昭和61年 度 厚生 省概 算要 求 に関 して家庭 奉

仕員 の増 員 、福 祉活 動専 門 員 の増 員 な どを始 め とす る地 域 福祉 、在 宅 福祉 へ の政 策転換 を 強調 し

て い る。

(4>民 生 委員 活動 のあ り方 につ い て も昭和40年 代 後 半 の民 生委 員 の大会 で それ まで の福祉 対象 者を 中

心 と した援 助活動 か ら地 域福 祉 の向上 へ と活動 の を 広 げて きた経 緯 を もって いる。

(5/こ の点 につ いて 、同様 な問題 関 心で 取 り組 んで い る もの に倉 田和 四生(1985年)の 「都 市 の地域

住 民 組織 と コ ミュニテ ィの構 造 」が あげ られ る。社 会 的分 化 の理論 を うけて、 住民 組織 の機能 の

包 括 性 と単一 性 の軸 を用 いて 、 町 内会 を伝統 性 を代 表 す る もの と し、他 方、社 会福 祉協 議会 を近

代 性 と して位 置づ け て い る。 ただ し、 両者 はモ デル と して異 な る位 置づ けに な ろか、後 者 の社会

福祉 協 議会 が伝 統 性の枠 を超 え て いな い点 を強調 す る視 点 に立 つ もので あ り、 町 内会 活動 の変化

要因 と して社 会福 祉協 議会 の活動 を捉 えて はい な い。
ρ

(6)こ れは 昭和58年10月 か ら全 国 で初 めて スタ ー トした もので、 町 内会 の会 員が ①居 住 市町村 内 で事

故 に あ った とき② 町 内 会主 催 の行 事で の事 故③ 町 内会 活動(会 費 の徴 収、 会 議、 研修 会参 加 中な

ど)に 従 事 して い る間 の事 故 の際 に傷 害見舞 金 、死 亡 見舞 金 な どが 支給 され る。 加入 対 象は 世帯

主 を第 一 の加 入 者 と して い る。 会費 は一 会 員額200円 で あ る。

(7)釧 路市 連合 町 内会(1986年)『 連町20年 の歩 み 』

(8)函 館市 町 会連 合会(1982年)「 町連 のあゆ み 』

(9)美 土路=達雄(1983年)「 道 北 にお け る地 域振 興 と住 民組 織 と して の 部落会 、町 内 会、 自治 会 」

(道 北 地域 研 究所 年報)『 地 域 と住 民 』11～45頁

く付 記 〉

本 研 究 に あた って は調 査地 区 の関 係者 の方 々に大 変 お世話 にな った。 こ こに厚 くお礼 申 し上 げ る次

第 で あ る。 なお、 この課 題 につ いて は継 続 して調 査 を続 け 別稿 に て ま とめ る予 定 で ある。
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第5章 構造不況 と都市社 会の変動

一雇 用 問題 を 中心 と して 一

大 山 信 義

1.構 造 不 況 と 特 定 不 況 地 域 の 類 型

本 節で は、1970年 代 の中半 を画 期 に顕 在化 した経 済 の構造 不 況 が、 都市 社会 に及 ぼ した影 響 につ い

て分 析す る。 分析 の対象 は、 中央 政府(通 産省)の 「特 定不 況 地 域施 行令 」(1978年11月17日 公 布)

の適 用 を前提 に指 定 され た北海 道 内 の都 市 で あ る。 最初 に、 「特 定不 況地 域 」 の定義 と類 型 につ いて

考察 す る。

「特定 不況 地 域施 行 令」 は 「特 定 不況 業種 」に相 当 す る中小 企 業 に たい し、雇 用対 策 ・緊 急融 資 ・

事業 転換 融資 ・設備 近代 化資 金等 の返 済 猶 予 ・信用 保 険制度 お よび税 制 上の特 別措 置 な どを与 え る も

ので 、 全国 で30地 域(33市 町)が そ の適 用 を受 け て いる。 そ の うち北海 道 で は、7地 域 が 「特定 不況

地域 」 と して指 定 され た。

こ こで 「特 定 不況 業種 」 と い うのは 、合板 製造 業 ・200カ イ リ不 況 の漁 業 ・同 関連 水産 加 工業 ・製

鉄業 ・造 船業 ・合 成 繊維 製造 業 な ど9業 種 を指 して いる。北 海 道 内 の指 定 地域 は、 これ らの業種 の う

ち漁 業 ・水産 加 工業 お よび造 船 ・製鉄 業 の構 造 不況 に よ り指 定 を受 け た。通 産 省 お よび 中小企 業庁 に

よるそ の指定 規 準 は、以 下 の とお りで あ る。

1)地 域 の中 核企 業 の出荷額 が、 当該地 域 の年 間 工業 出荷 額 の3分 の1以 上 を 占め て い る こと。

2)中 核 企 業(事 業所)の 閉鎖 ・縮 小 に よ り、関連 中小企 業 へ の発注 額 や購入 額 が大 幅 に減 少 して

い る こ と。

3)関 連中小 企業 の生 産額 ・販売 額 ・従 業 者数 が大 幅 に減 少 して い る こ と。

4)こ れ に よ って失 業者 が発 生 し、 当該 地 域 の常用 求 職倍 率 が全 国平 均 の1.5倍 以上 で あ る こ と。

これ らの規 準 は 「特 定 不況地 域 」 の ほか に、 「特定 不況 地 域 関連市 町村 」 にた い して も適 用 され た。

同関連 市町 村 に該 当す るの は全 国 で71市 町村 、 うち北海 道 は9市 町 で あ る。 これ らの市 町村 は、 「特

定 不況 地 域 」の 中核企 業 と直接 取 引 の あ る中 小企 業 が2社 以 上 あ る こ とを指 定要 件 と して い る。 した

が って、構 造 不況 に ともな う地 域指 定 は、 中核企 業 の経済 活 動 に よ って 存立 の基 盤 を保 って きた地場

中小 企業 間 の共 同 の受 益 圏 にた い して向 け られ て い ると い うこ とが で き る。 い ま、北 海道 内の特 定不

況 地域 お よびそ の関連 市町 村 を不 況業 種 の性 格 に よ って 類型 化 す るな らば、 重工 業不 況型 地 域 と水産

不 況 型地 域 とに2分 され る。 さ らに前 者 は、 造船 不況 型 と鉄 鋼 ・造船 不況 型 とに分 かれ る。 これ らの

類型 に該 当 す る市 町村 は、表1に 示 す とお りで あ る。
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表1北 海道における特定不況地域の類型

地 域 類 型

重工業不況
型 地 域

造船不況型

鉄鋼 ・造船

不 況 型

水 産 不 況 型 地 域

特定不況地域

函館市

室蘭市

釧路市

網走市

稚内市

根室市

後志管内小平町

関 連 市 町 村

渡島管内上磯町

登別市 伊達市

胆振管内白老町

宗谷管内東利尻町

根室管内別海町

小樽市

後志管内余市町 岩内町

この うち、重 工業 不況 型 の函 館市 ・室蘭 市 お よび その関 連 市町村 は、 「特定 不況 地 域法 施行令 」が

成 立 す る以 前 の1978年8月 末 まで に、 行政 措置 と して すで に指 定 され て いた もので あ る。 函館市 と室

蘭市 の該 当企 業 は 、 「資 本金1億 円以 上、 常雇 従業 員300人 以 下 の 中小 企 業 」 とい う基 準 が適 用 され

て い る。 これ にた い して水 産不 況型 地 域 の5地 域 は 、い わゆ る 「企 業城 下町 」の形 を と らな い北 洋 漁

業基 地 と して救 済 対象 に加 え られ た もので あ る。後 者 は すべ て、200カ イ リ時 代 に入 り、大 幅減 船 、

原 魚 不足 に よる水産 加工 場 の操 業短 縮 ・閉 鎖 を余儀 な く され た企 業 が立地 して いる。

北 海道 にお け る 「特 定 不況 地 域 」 の う ち、 函館 市 ・室蘭 市 ・釧路 市 ・網 走 市 ・稚 内市 ・根 室 市 の6

市は 、 本研究 にお け る停滞 型 な い し衰退 型 の都 市 と して位置 づ け る こ とが で き る。 これ ら6市 に おけ

る1960年 か ら ・:1年まで の人 口趨 勢を み る と(表2、 参 照)、 水 産不況 型地 域 に属 す る網走 市 ・稚 内

市 ・根 室市 は明 らか に停 滞 して い る。鉄 鋼 ・造船 不 況型 地域 の室蘭 市 で は、1970年 を境 に市 内人 口は

減少 傾 向 に あ る。 これ にた い して 函 館 市 と釧 路 市 の総人 口は増 加 傾向 に あ るが 、発 展型 都 市で あ る札

幌市 や 苫小 牧 市 と比較 す る とそ の伸 び率 は小 さ い。 函館 市 と釧 路市 は人 口の漸 増傾 向 に もかか わ らず 、

雇 用状 況 や経 済的 結節 機 関 の動 向 にお いて構 造 不況 の影 響 が顕 著 で あ り、総 体 的 に停滞 型都 市 の性格

を示 して い る と言 えよ う。
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表2都 市類 型 別 の人 ロ趨 勢(1960・'1年)

(単 位:人)

特

定

不

況

地

域

〈

都

市

〉

造
船
不
況

型

都

市

水

産

不

況

型

都

市

発

展

型

都

市

函 館 市

指 数

室 蘭 市

指 数

釧 路 市

指 数

網 走 市

指 数

稚 内 市

指 数

根 室 市

指 数

札 幌 市

指 数

苫小牧市

指 数

1960

271,163

100

145,679

100

150,624

100

44,052

100

51,113

100

42,740

100

523,839

100

62,384

100

1965

281,029

104

161,252

111

174,150

116

44,195

100

51,539

101

45,149

106

794,908

152

81,812

131

1970

292,286

1:

162,059

111

191,984

127

43,940

99

54,493

107

45,381

106

1,010,123

193

101,573

163

1975

307,453

113

158,715

109

206,840

137

43,825

99

55,464

109

45,817

107

1,240,613

237

132,477

212

1980

320,154

118

150,142

103

214,694

142

44,777

102

53,471

105

42,880

100

1,401>757

268

151,967

244

(資 料 国勢調査)

2.特 定 不 況 地 域(都 市)の 変 動

構 造 不況 によ る都市 社会 の変 動特 性 を 明示 しうる指標 と して、 表2の 人 口数 の ほか に、1)事 業所

数2)工 業 出荷 額3)製 造 業就 業者 数4)小 売 業販 売額5)課 税 対 象所 得額 が考 え られ る。

これ らの5指 標 の うち1)～4)は 、 都市 にお け る経 済 的結節 機 関 の動 向 にかか わ る指標 で あ り、5)

は市 民 福祉 水 準 の1指 標 と して 位置 づ け る こ とが で き る。 本項 で は水 産 不況型 地 域 を除外 し、 これ ら

5指 標 を用 いて 重工 業不 況都 市 で あ る函 館市 お よび室蘭 市 の変 動特 性 を分 析す る。 変 動特 性 の分 析 に

あた って は、発 展型 都市 で あ る札 幌市 お よび苫小 牧市 との比較 を お こな う。

これ らの4都 市 につ いて は、表3の よ うな類型 化 が可 能 で あ る。 函館 市 と札 幌市 は消 費 都市 、室 蘭

市 と苫小 牧市 は工業 都市 と して性 格 づ け られ る。 おな じ不況 型 都市 で も、 消費都 市 で あ るか工 業都市

で あ るか によ って 、変動 特性 が異 な る と考 え られ る。

表3対 象 都 市 の類型

不 況 型

発 展 型

消 費 都 市

函 館 市

札 幌 市

工 業 都 市

室 蘭 市

苫小牧市
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1)事 業 所 数

本 項 で比 較 す る4都 市 の事 業所 総 数 の変化 は、 図1に 示す よ うに重工 業 不況 型 の函館 市 ・室蘭 市 の

増加 率 は緩慢 で あ る。 この傾 向 は発展 型 都市 の札 幌 市 ・苫小 牧 市 と比較 す ると明 らか で、1966年 か ら

1981年 まで の15年 間 で札 幌 市 と苫小 牧 市 の事業 所 数 の増加 率 が それ ぞれ130%、145%で あ るのに た

い し、函 館市 で は53%、 室 蘭市 で は50%に と どま って いる。

1973年 の第1次 石 油危 機 を契 機 とす る構造 不 況 の影響 は、事 業 所総 数 の うち の製造 業事 業所 数 の推

移 に も現 れ て いる(表4、 参 照)。 工業 都市 で あ る室蘭 市 と苫 小牧 市 との比較 で は、1960年 か ら1981

年 の次 系列 にお いて 、後 者 が ほぼ4倍 の増加 で あ る。 ま た、消費 都 市 で あ る函館 市 と札 幌市 とを比較

す る と、 前 者 の停滞 傾 向 は顕 著で あ り、 減少 傾 向 にあ る点 に注 意 したい。

2)工 業 出荷 額

工 業 出荷 額 に関 して は 、室 蘭市 と苫 小 牧市 との 工業 都 市間 の比較 で は、変 動幅 が と くに大 き い。 室

蘭 市 で は1970年 代 後半 以降 の造 船 ・鉄 鋼 業 の不況 によ って工 業 出荷額 の上昇幅 が 鈍化 し、1978年 には

後 退 に転 じた(図2、 参 照)。

消 費都 市 の 函館市 と札幌 市 で は、工 業 出荷額 の伸 び率 じたい は工業 都市 には及 ば な いが、1980年 以

降 は発 展 型 の札 幌市 のほ うが停 滞型 の函館 市 を うわ まわ る増加 率 を示 して い る。

3)製 造 業就 業者 数

停滞 型 都市 の変 動特性 を示 す1指 標 と して、1960年 か ら1980年 まで の製造 業 就業 者数 の変 化 をみ る

と、 函館市 と室 蘭市 で は1970年 を画 期 と して減少 傾 向が続 いて い る(図3、 参 照)。 とくに1975年 か

ら1980年 まで の5年 間 に、 これ ら2都 市 の製 造業 就 業者 は と もに約20%の 減 少 を示 した。

こ の5年 間 に は札幌 市 と苫小 牧 市 で も製造 業就 業 者数 が漸 減 して い るがr減 少 率 はそ れぞ れ1 .8%、

8.2%に と どま って い る。

4)小 売 業年 間販 売額

構造 不 況 の影 響 は、各 都市 にお け る消費行 動 の面 に も及 ん で い ると考 え られ る。 そ の1指 標 と して

1970年 か ら1982年 まで の都市 別小 売 業年 間販 売額 をみ る と、発 展型 の札 幌 市 と苫小 牧市 で は1970年 を

100と す る指 数 で500以 上 の増加 率 を示 した(図5、 参 照)。 不況 型 の函館 市 ・室 蘭市 で も総体 的 に

増加 傾 向 に あ るが、発 展型 都 市 の増加 率 には及 ば ない。

これ ら都 市 間 の変動 格差 は、消 費都 市 間 ・工業 都市 間 にお いて顕 著 で ある と言 え よ う。 図5で 明 ら

か な よ うに、札 幌市 と函館 市 、苫 小牧 市 と室 蘭市 とで は年 間販売 額 の増 加率 にお おき な格 差 が認 め ら

れ る。

一74一

擁垂
」

誘



一

5)課 税 対 象所 得額

都 市住 民 の消 費 水準 を示 す指標 と して、課 税 対 象所得 額 の推移 を 図5に 掲 げ る。 この指 標 につ いて

は、 いず れ の都 市 も1970年 か ら1980年 まで の20年 間 に増 加 して い る。 しか し、同 指標 につ いて も、 停

滞型 都市 の伸 び 率 は発 展 型都 市 を 下回 り、 消費 水準 の上 昇 が押 さえ られて い るこ とが知 られ る(図5、

参照)。

指数

300

250

200

150

100

ρ 一◎

!!● 一

ノ'/
　 0ノ

M!ゴ_0!
ノ ノ ノノ ノ 　 ロ

/y二_一 ノ ー 一 一 一 』.
/ノ/一

苫 小 牧 市(7,852)

札 幌 市(74,226)

函 館 市(18,527)

室 蘭 市(7,635)

196619691972197519781981

図1都 市 別事 業所 総 数 の変化(1966-1981年)

増加 率 は1966年=100と す る指 数、括 弧 内は

1981年 の都市 別事 業 所総 数

(資 料:事 業 所統 計)

表4都 市別製造業事業所数の変化(1960-1981年)

函 館 市

指 数

室 蘭 市

指 数

札 幌 市

指 数

苫小牧市

指 数

1960

1,020

100

2U6

100

1,682

100

91

100

1969

1,075

105

256

124

2,659

158

230

253

1978

1,067

105

284

138

3,345

199

287

315

1981

1,009

99

258

125

2,845

169

365

401

i

(資 料:事 業所統計)
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都市 別 工業 出荷 額 の 変化(1972--1982年)

増加 率 は1972-100と す る指数

(資 料:工 業統 計)
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図3都 市 別製 造業 就 業者 数 の変化(1960-1980年)

増加 率 は1960年 一100と す る指 数

(資 料 二国勢 調 査)
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指数
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図4都 市 別小 売業 年 間販売 額 の変 化(1970--1982年)

増加 率 は1970年 一100と す る指数

(資 料:商 業 統計)
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図5 都 市別課 税対 象所 得 額 の変 化(1972-1980年)

増加 率 は1970年 一100と す る指 数

(資 料:市 町 村税 状 況調 査)
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3.造 船 不 況 と 都 市 の 雇 用 問 題

以上 にお いて 、事 業所 数 ・工 業 出荷額 ・製造 業就 業者 数 ・小 売 業販売 額 ・課 税対 象 所得額 のい ずれ

を み て も、造 船不 況 型都 市 の停滞 傾 向 は明 らか で あ る。 そ こで本項 で は、 函館 ドック函館 造船 所 とそ

の開連 企 業が 立地 す る函館 市 に事例 を 求 め、 造 船業 の構 造 不況 が都 市 の 内部構 造 に与 え た影 響 にっ い

て、 雇 用問 題 を中 心 に考察 す る。

1)造 船 不況 ・企業 合理 化 と地 域 社会

日本 の造船 業は 、戦 後 の造船 業 の 頂点 で あ った1974年 を画 期 に、 近代造 船 業 の勃興 期 か ら数 えて3

度 目の不 況期 に遭遇 したn「 特 定 不況 地域 」の指定 を受 け た函館 市 で は、函 館 ドック函館 造 船所 が、

造 船 業 の激 しい受注 競争 と為替 円高 差 指 に よ って経 営 の悪 化 と従 業者 の大 幅 な削 減 を強 い られた。 そ

の影響 に よって、 同造 船 所 の関連 企 業 の合 理化 や倒 産 が避 け が た く、 同市 は造 船離 職 者 の深刻 な再雇

用問題 に直 面 した。 そ の主要 な 動 向 は、 図6に 示 す とお りで あ る。

石油危機を契機

とする造船不況
→

受注競争の激化

為替差損による

経営の悪化

企業合理化

1
1fl

函館 ドック函館

造 船 所 の人員 削減

↓

下 請企 業 の合理 化
・倒産

一一〉
函館市の地域経済
の停滞化

一→

↓

再雇用問題
の顕在化

図6構 造 不況 と都市 社会 変 動 との 関連

この動 向 の なか で とくに注 目す べ き こ とは、函館 ドック函館 造 船所(以 下 、 「函館 ドック」 と略)

にお け る大幅 な 人員 削減 で あ る。 「第1次 合理 化 」 とい われ る1977年 末 か ら78年1月 にお こな われた

希 望退 職 の応 募者 は、 同社 の室 蘭造 船所 を ふ くめて504人(う ち函 館造 船 所 は394人)、1978年 末 の

第2次 募 集 には748人(函 館 造船 所 は652人)、 第3次 か ら第5次(1979年8月)に か けて は188人

に達 して い る。 これ らの総 数1,440人 は、1977年10月 末 の総 従 業員 数(3,304人)の43 .6%に 相 当す

る。

造船 不況 の影 響 は、 函館 ドックのみ な らず、 同 社 の有力 下 請企 業 に も及 んだ(表5、 参 照)。 また、

函 館 ドックに関 連す る下 請 工 な どの協 力工 は、 ピーク時 の1,641人 か ら244人(1980年10月 現 在)に

激減 した。

函 館 ドックを 中心 と した函館市 の造 船関 連離 職者 数 は、1983年 まで に1,972人 に達 す る。 漁 業 ・水
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産業 関 係を除 く 「特 定不 況業 種 」 の事業 所 の離 職者 は ほ か に226人 を数 え、 同市 の 「特 定不 況 業種 」

の関 連離 職者 は2,198人 とな る。 い ま、 造 船離 職者 に限 って1976年 後 半 か ら1980年 まで の離 職 者数 の

推移 を み る と、 函館 ドックの合理 化 が いか におお きか ったか が知 られ る(図6、 参照)。

函 館市 は、 造 船業 の構 造 不況 が顕 在化 す る以 前 か ら地 域 経済 の停 滞 現象 が存 在 して い た。加 え て、

第2次 産 業 の集 積 が少 ない 同市 で は、高 度経 済成 長 期 で す ら有 効 求人 倍率 の低 い地域 で あ った。 ちな

み に、 函館 ドックの第1次 希 望退 職 者募 集 が あ った1977年 度 の同地 域 の有 効 求人 倍率 は、全 国 平均 の

0.52に た い して0.15と い う低 水準 で ある。

こ のよ うに函 館市 で は、地 域経 済 の 面 の基 盤 が脆 弱 で あ った ため、 構造 不 況 の影響 は なに よ り も雇

用面 に お いて顕 在化 した。以 下 で は、 そ の雇 用 問 題 と くに造船 離 職者 の再 雇 用問 題 にっ い て解 明す る。

表5倒 産 した函館 ド ック有 力下請 企 業

企 業 名

日 函 機 機

日 魯 造 船

田辺鉄 工所

函 館 工 機

函館鉄工造機

協 同 組 合

倒 産年 月

1977.3

1977.8

1980.9

1980.10

1981.1

資 本 金

800万 円

1億 円

1,000万 円

2,600万 円

従 業 員 数

55人

429人

140人

(8社)

備 考

造船機械部門

会社更生法により再建

甲板機械部門

造船 臓 装 、 プ レスサ ッシ

(下 請会社の協同組合)

(倒 産 企 業 と して 、 ほ か に 大 幸 機 動 〔1977.7〕 、 高 橋 船 舶 工 業C1980.3〕 が あ る)

(人)

700

600

500

400

300

200

100

0

函館 ドック

第1次 希 望退 職

第2次 希望退職

1977.1278.6 78.1279.6 79.1280.6 80.12

図7函 館市における造船離職者数の推移(函 館公共職業安定所調べ)
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2)離 職 者 の再雇 用 問題 と地 域 社会

造 船 臨職 者 の再雇 用 に関 す る最大 の問題 点 は、 お おむ ね2点 に帰着 す る。第1は 管 内 の有効 求人倍

率 が低 水 準 で、 客観 的 な雇 用状 況 が厳 しか った こ と、第2は 離職 者 の地 元 志 向が 強 く、再就 職 の ため

の主体 的 条件 が 狭 め られて い た こ とで あ る。

第1の 点 に関 して みれ ば 、函館 ドックの第1次 希 望退 職募 集 前 の1976年 度 の管 内有効 求人 倍 率は

0.19(全 国平 均 は0.64)、 以 下、1977年 度 は0.15(全 国0 .52)、78年 度 は0.21(全 国0.57)、79年 度

はo.ly(全 国0.74)で あ った(函 館 公共 職業 安定 所調 べ)。 この よ うな域 内雇 用状況 のなか で、1983

年5月 現在 にお け る同市 の特 定不 況 業種 離職 者 の再就 職 率 は59.6%で あ り、そ の うち函館 ドック離 職

者 の再 就職 率 は65.0%、 同下 請関 連企 業 離i職者 は511%で あ る(表6、 参 照)。 これ らの再就職 者 の

うち、1年 以 内で就 業 で きた人 は25%に とどま る。

管 内 に おけ る有効 求 人倍 率 の絶対 的低 さは、 年令 構 成 の高 い造 船離職 者 の ばあ い はよ り深 刻 な事態

とな る。 函館 ドックの離i職者 につ いて み る と、 希望 退職 応 募者 の4割 が50歳 代 以上 で あ り、 と くに第

1次 希望 退職 者 の ば あい には64%が50歳 代 以上 を 占めて い る。 これ らの中 高年令 層 において は希望 賃

金 水 準が 高 く、 多 くの退 職者 の技 術 経験 が 熟練型 の単能 工 で一般 の中小 企業 や サ ー ビス業へ の職業 的

転 換 が困 難で ある こ とか ら、 雇用 条 件 はい っそ う狭小 で あ った といえ よ う。 しか しなが ら最終 的 には、

職業 訓 練 に よ る他 業種 へ の転 換 や低 賃 金 ・不安 定 な職 場 の受 容 に よ って、 約60%の 再雇 用 率を達 成 し

た。 ちな み に、 函 館 ドックの 第1次 希 望退 職者 の うち、職 業訓 練 所を終 了 した離職 者 の希望 賃金 水 準

は18万 円で あ ったの にた い し、 再就 職 者 の実際 の平 均取 得 賃金 は10万 円前 後 に とと ま って い る(池 畠

恵 治 「函館 の造 船離職 者 は い ま … 急 回復 した造 船業 の裏 側 」 「エコ ノ ミス ト』1981年2月17日 号
、

参 照)。

J

表6函 館市における特定不況業種離職者の再就職率

(1983年5月 現在)

造船業離職者

函館 ドック関 係

同 下請関係

そ の 他

その他の特定不況

業 種 離 職 者

合 計

求職者 数

1,972

1,173

603

196

226

2,198

就 職者 数

1,194

763

1:

123

115

1,309

再 就職 率

60.5%

65.0

51.1

62.8

50.9

59.6

(資 料:函 館公共職業安定所 『特定不況業種離職者企業別帰趨状況 」)
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第2の 問 題 は、 離職者 の地 元 志 向 の強 さで あ る。 函館 市 に お け る特 定不 況 業種 離職 者 の再就 職者 の

再就 職 先を 地域 別 でみ る と、全 体 で91.3%管 内 に就職 し、 そ れ以 外 の道 内 は4.7%で 、 道 外就 職 は

4.0%に す ぎな い(表7、 参 照)。 函 館 ドック関 係者 にっ いて は他 の離 職者 よ り も管外 へ の就 職 率が

若 干高 い とはい え、基 本 的 には地元 志 向 が圧倒 的 多 数を 占 めて い る。

そ の事情 を 知 る手掛 か りと して 、函 館 公共 職業 安定 所 が お こな った造 船離 職 者意 識調 査(1979年11

月 ～12月 実施)が あ る。 それ に よ る と、 再就 職希 望者 の93%は 「地 元 か ら移 転 で きな い」 と回答 し、

うち60%は 「自宅 があ るか ら」 と して い る(複 数 回答)。 さ らに 「地元 に仕 事 が あ るか ら」(26%)、

「子供 の教育 のた め」(15%)、 「病 人 が い るか ら」(14%)、 「両親 を扶 養 しているか ら」(5%)

の順 とな って い る。

こ のよ うな地 元志 向意識 は、造 船離 職 者 の再就 職 の促 進 を阻害 し、地 元企 業 ・商 店 にお け る低 賃金

・臨 時雇 な どの不安 定雇 用 を受容 す る結 果 とな った。 函館 ドック退 職労 働 者組 合 が1979年3月 に実施

した離職 者追 跡 調査 によ る と、再 就 職者 の うち47%は なお職 種 の転 換 を希望 して い た こ とか ら、 就業

条件 に不 満 な人 が 多 いこ とが うか がわ れ る(「 退職 者 の現 状 と希望 に関す るア ンケ ー ト調 査 集約 」参

照)。

以 上 の ご と く、造 船離 職者 の再雇 用 問題 は 、函館 とい う地 域 社 会 の特 性 を 反映 して 、独 自 の事 態 を

もた ら した といえ る。

表7特 定不況業種離職者の再就職先

(1983年5月 現在)

造船業離職者

函館 ドック関係

同 下請関係

そ の 他

その他の特定不況

業 種 離 職 者

合 計

就 職 者 数

1,194

763

1:

123

115

1,309

就 職 先 の 地 域

管内(比 率)

1,081(90.5)

671(87.9)

293(95.1)

117(95.1)

114(99.1)

1,195(91.3)

道内(比 率)

61(5.1)

49(6.4)

10(3.2)

2(1.6)

61(4.7)

道外(比 率)

52(=x.4)

43(5.6)

5(1.6)

4(3.3)

1<o.9>

53(4.0)

(資 料 表6に 同 じ)
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第6章 都市 開発 の今 日的課 題 と展 望

笹 森 秀 雄

1.は しが き

1980年 代 は 、 「戦後 の経 済 社会 の歩 み が大 きな 曲 り角 を迎 え る中 で 、 これ まで得 た実 りを 生 か/、

なが ら、来 るべ き世 紀 に備 えた基 礎 を築 くべ き重 要 な時 期で あ る。 」と いわれ て い る。

で は、 こ の 「来 るべ き世 紀 に備 え た基 礎を築 く」 とは 、い った い具 体 的 に どん な こ とを指 して い るの

で あ ろ うか。

周知 の よ うに、第 三 次全 国総 合 開発 計 画が 策定 され た のは昭和52年11月 の ことで あ るか 、そ の後 、

人 口増勢 の鈍 化 、人 口移動 の鎮 静 化 、高齢 化 の急 進展 、第 二 次石 油危 機 の発 生 とそ の後 の深刻 な不 況 、

地 域 経済 の蹟行性 、国民 意 識 の変化 な ど、各 方面 で人 と国土 をめ ぐって大 きな変 化 が生 じた。 そ の ため

昭 和56年5月 、経 済審 議会 に お いて 長期 展望 委 員会 を設 置 し、長 期 的 な視 点 か ら今 後o)我 が国経 済社

会 の方 向を展 望 し、そ の中 で生 じて くる問題 点を 指摘 す る と と もに 、将 来 どの よ うな経 済社会 の実現 を

k1指 して い くべ きか を 明 らか にす るため の 、検 討作 業 を開 始 した。 この作 業結 果 は 、57年7月 に、{

2000年 の日本 シ リー ズ」全10巻 、 っ ま り 『2000年 の 日本 一 国際 化 、 高齢 化 、成 熟化 に備 えて

一 ・ 『同 一高齢 化 に対応 した福 祉 社会 の形 成 一』 『同 一良 質 な国 土 ・居住 空 聞 の形成 一 一 「同 一一活 力 あ

る産 業社 会 の形 成 一』 『同 一世 界経 済 、 多極安 定へ の道 標 一』 『同 一多 重的 な経済 社会 の安 全 を求 めて

一
2『 同 一21世 紀 に 向け て の公 的部門 の あ り方 一∫ 『同 一高齢 就 業 シ ナ リオ の選択 一一,1し同 一20年

傍 の国 民 生活 の予 測 調 査 一』 『同 一長 期展望 テ クニ カル ・レポー ト ー』 として 公刊 され た。

また これ と同時 期 に、 国 土審 議 会 にお いて も調 査 部会 を設 置 し、三 全総 の フオ ロ ー一一ア ップ作 業を行 う

こ とにな っ た。 その 目的 は 、三 全総 策定 後 の情 勢変化 とそ の問 題点 を 明 らか に し、21世 紀 の展 望を踏

まえな が ら、定 住 構想 を一 層推 進 す るこ とに あっ た。 この作 業結 果 は 、前述 のシ リーズに…年 お くれ の 、

咋 年6月 に、 『定住 構想 と地 域 の 自立 的発 展』 『地 域 産義 お こ しを め ざ して』 『地域 の個 性 を生 か した

居 住環 境整備 の方 向』 『安 全 で快 適 な 国土創 造へ の国土 資源 の総 合 的有 効利 用,『 重点 的 ・効率 的な 国

土基盤 整 備』 と して結 実 した。

これ ら二種 類 の報 告書 は、正 に 「来 るべ き世紀 に備 えた基礎 を 築 く」 た め の課 題 に っ いて述 べ た もの

で あ って、今 回 わ た く しに与 え られ た 「都 市 開発 の今 日的課題 と展望 」 とい うテ ーマ は、多 くの点で 、

この報 告書 の内容 と無 関係 で は ない。 否 む しろ、将 来 の北 海道 、 と くに都 市 開発 の 方向 を考 え る際 に、

極 め て示 唆す る点 が 多 い よ うに思 わ れ る。 したが って こ こで は まず、 これ らの報告 書 が指 摘 して い る 「

来 る べ き時 代 の課 題 」 にっ いて 瞥見 し、然 る後 に副 題 を中心 に若干 私 見 を述 べて み た い と思 う。
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C

2.2つ の 報 告 書 に み ら れ る 「来 た る べ き 時 代 の 課 題 」 に つ い て

二っ の報 告書 は 、 内容 の細部 の指 摘 に お いて若 干 の差 は ある が、 しか し基 本 的問 題 にっ い ての認 識 、

っ ま りわが国 経済 社会 が変 化 して い く大 き な潮 流 が、 国 際化 の進 展 、高 齢社 会 の到 来 、経 済 社会 の成

熟化 に あ る とす る点 に おいて は、 殆ん ど一 致 して い る。 また、 それ を踏 まえて の重点課 題 の設 定 に お

いて も、両者 はほ ぼ等 しい内容 を示 して い る。 い ま上 記 の諸 点 につ いて 、二 つ の報 告 書 を比 較 して み

る と、第1表 の よ うに な る。 二 っ の委 員 会 か ら発 表 され たシ リー ズ もの(報 告 書)の2巻 以 後 の もの

は、 いわば 「各 論 」に 当た る もので あって 、そ こで は これ ら重 点課 題 の各 々にっ いて更 に詳述 されて

い る。 ここでは 紙幅 の関係 上 、 そ の内容 を詳 しく紹 介 す る こ とはで きな い。 した が って 以下 こ こで は、

今 回 の テ ーマ と特 に関係 が ある と思 われ る二 つ の重 点 課題 、っ ま り地域 の個性 を 活 か した居 住環 境整

備 の方 向(良 質 な国 土 一居住 空 間 の形成)と 、活 力 ある産業 社会 の形 成(地 域 産 業 お こ し)に っ いて

のみ、 やや 詳 しく説 明 して お くにと どめ る。

(1)地 域 の 個 性 を 活 か し た 居 住 環 境 整 備

こ の点 にっ いて 、二 つの報 告 書は ほぼ次 の よ う に述 べて い る。

最 近 、人 口 の三大 都市 圏へ の集 中は ほ ぼ鎮 静 化 し、地 方定 住 化 が進 んで い る。 しか もこの定 住 化 は

今後 も続 くもの とみ られ る。 しか し、最 近 の経 済構 造 の変 化 に伴 い 、格差 が 再 び拡 大 し、人 口の大都

市集 中の傾 向 もや や強 ま るき ざ しが あ るので 、 この 点に は特 に注意 す る必 要 が あ る。 したが っで また、

この よ うな情 勢 にかん が み、地 方経 済 の振 興 を図 る とと もに、良 好 な 自然 ・歴 史 的 環境 等 の適 切 な保

全 を図 りなが ら、大 都 市圏 におけ る過 密問 題 の解 消 、及 び地方 圏 に お ける都 市化 、 混住 化 、生 活圏 の

広 域化 等 に対応 した居 住環 境 の整備 を 進 め る と ともに、大 都市 圏 ・地 方 圏を通 じて 、国民 が豊 か な居

住 環境 の下 で安 定 した生 きが い のあ る生活 を 営 め るよ う、 ゆ と りと活 力 の あ る地 域 社会 を形 成 す る こ

とは、地域 政 策 の基本 的 方向で ある。

な お、 この施策 の推 進 に当 た って は、① 地 域住 民 、 自治体 等 の環 境改 善 、産業 振 興 、教育 ・文化 ・

スポ ーツ、福 祉 ボ ラ ンティア 等 、多様 な分 野 で の創 造 的 ・自主 的 な地 域 づ くり活動 を積 極 的 に支援 す

る こ と、② 高度 成 長 の過 程で地 域 の没個性 が 進行 して き たこ と にか ん がみ 、地域 の個性 の発 掘 ・創 出

を進 め る こ と③ 国際化 、 情報 化等 が進 展 す る中 で 、他地 域 さ らに外 国 との 人、情 報 等 の相 互交流 が活

発 に行 われ る開 かれ た地 域社会 を形成 す る こ と、 の三 点が 重視 され る。

い ま、 以上 の点を 地方 圏 の整 備 の場 合 にあて は めて み る と、更 に次 の よ うな諸点 が重要 な課題 とな

る。

まず地 方 圏 にお いて は、経 済 の活 性化 と雇 用 機会 の充 実 に努 め る とと も に、豊 か な 自然環 境 、 ゆ と

りの ある生 活空 間 とい った大都 市 にな い特性 を 生 か して、魅 力 ある定住 圏 を形成 し、人 口の地 方定住

化 を促進 す るこ とで あ る。 この場合 特 に 、住民 の生 活圏 の広 域化 に伴 い、定 住圏 計画 等 に基 づ き、市
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町村の行政区域を超えた総合的対応を強化すること、また、地域住民が都市的便益と田園のゆとりを

と もに享受 で き るよ う都 市 と農村 の交 流 を促 進 す る こ とが必 要 で あ る。

第1表 二 つ の報告 書 にみ られ る主要 課 題 の 大網

部会名

項 目

わが国経済

社会変化の

轍

変化の潮流

に対する政

策目標

重点政策

課 題

経 済 審議 会 部 会 報告 書

国際化

高齢化

経済社会の成熟化

・経済社会 の安全確 保 に従来以上に考慮を払い
、多重的

な安全装置を構築す る とともに、国際的な相互依存の

下での安全を追求す ること

・ゆ とりある開かれ た定住社会の実現を目指 して
、良質

な国土 ・居住空間の計画的な形成 に努め、これを次世

代に引き継 いでい くこと

・公 的部門の見直 しと効率化を行 い,経 済社会の変化に

対応 してその役割 を適切に果た して いけるようにする

こと

国際化の進展に対 して

・世界経済の再活性化に力を尽 してい くこと

・わが国 の経済社会を国際的 により開かれたものに して

い くこと

・南北問題、食料問 題、環境問題 といった地球的規模の

諸問題の解決に積極的 に貢献 していくこと
・高齢化社会の至峡 に備えて

・イ ンフレの防止を重視 した経済運営を続けること

・高齢者がその貴重 な知識 と経験を活か して経済C社 会

活動 に参加 しやす い社会にすること

・公的年金需渡 を改革す るな ど効率的で適切な福祉サー

ビスを提供すること

・住みよい居住環境を形成すること

・家庭の役割を適切 に位置づけること

・社会経済の或熟に対応 して

・応用技術、改良技術を発展 させ るのみでな く、個性的

で創造的な技術開発を進めていくとともに、創造的な

人材 の養成を行 うこ と

・個人、企業の競争的環境を保ち、日本的特徴を持 った

企業組織、雇用慣行を原則 として維持 しつっ、これを

時代の変化に適応 した ものとしてい くとともに、民間

部門 の活力が発揮 しうるよ うな適 正な経済政策を実施

す ること

・価値観や意識の多様化に対応 して
、活発な文化的 ・社

会的活動が可能な環境整備を行 い、多面的な 自己実現

の機会を提供す ること

国 土審 議会 部 会報 告 書

国 際化

高 齢化

情 報 化

サ ー ビス経済 化

社会 の ア ノ ミー化
・活力が あり

、安全で、快適 な地域づ

くりにむけて、地域の自立的発展を

図 って いくこと

・産業 ・文化 の振興、コミ ュニティ活

動等 の面で地域間競争を展開 し、特

に経済 にっいては域 内均衡及び域際

均衡の両立を図 り、財政に過度 に依

存 しない足腰 の強し軽 済構造をつ く

り上 げる

・現在進展 しっっある都市化 のす う勢

に対応 し、都市 と農山漁村 との調和

を図りつっ、各地域における居住環

境整 備、地域間の機能分担、ネ ット

ワーク化を進める

・国土利用の均衡、自然 との調和に配

慮 しっ っ、国土資源 の総合的有効利

用を進める
・国土基盤整備 の重点化を進め

、民間

活力の導入等効率的対応を図る
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「 「

次 に地 方 都市 にっ い ては 、それ ぞ れ の都市 の規模 、歴 史 的文 化 的背景 、 また経 済 的社会 的特 性 等

に応 じて 、 自然 的歴 史 的環境 を含 む豊 か な生活 環境 と高度 な機 能 ・文 化 が融合 した個 性 の あ る魅力

的 な都 市づ く りを行 うこ とで ある。 ま た、地 方 都市 の効外 に お いて は低密 度 の拡散 的 な市 街 地 が進

む傾 向 に あ るので 、各種 の土 地利 用 計画 制度 の適切 な運 用 と公 共施 設 の計 画 的整 備 に よ って 、 自然

環 境 、農 林 業 等 と調和 した良 好 な市 街地 を形 成 す る こ とが大 切 で あ る。

地 方 中枢 ・中核都市 にっ いて は 、人 口、諸 機 能 の集積 が進 ん で い るた め、過 密 問題 の軽 減 ・防止

とブ ロ ック ・県 域 の中心 と して の高次 機 能 の充 実を 図 る必要 が ある。 ま た、 これ らの都市 の中 には

占い都 市 構造 を残 して い る もの もあ る ので 、都市 部 の再 開発 や効 外 にお け る新 しい拠 点 づ くり等に

よ って 、多核 型構 造 へ の改編 を図 る必 要 が ある。

なお その他 の地 方都 市 にっ いて は 、生活 圏 の 中心 と して の機 能 の充 実 と周 辺 農山 漁村 との ア クセ

スの 改善 を図 る と ともに、特 に、 サ ー ビス経 済化 等 によ って県 庁 所在 都 市等 へ の人 口、機 能 の一 層

の集 中が 生ず るおそれ が あ るのて 、県 内 の2、3順 位 の定 住圏 中心都 市 と して の特 色 あ る機 能 と魅

力 の充 実 を図 る必要 が あ る。

(2)活 力 あ る産 業 社 会 の 形 成(地 域 産 業 お こ し)

この点 にっ いて 、二 っの報 告 書 は ほぼ次 の よ うな こ とを述べ て い る。

既 に指摘 した よ うな社 会 ・経 済条 件 の変 化 は、地 域 産業 に様 々な影響 を 及 ぼ して い るが、 いまそ

の主 な ものを列 挙す る と、① 工業 の地 方 分 散 は今後 も引 き続 き必 要 で あるが 、 しか し工 業 立 地 は安

定成長 下 にお いては 、高 度成 長期 の よ うな伸 び を期 待で きな くな って い る。 ②地 域 にお け るサ ー ビ

ス産 業 の ウエ ースが 、特 に雇 用 吸収 の面 で高 くな る もの と考 え られ 、 したが って サ ー ビス部 門 の再

配 置、 サ ー ビス産 業 の振 興が必 要 と な るに い た った。 ②地 方 圏 の経 済 は財政 に依存 す る ウエ ー トが

高 く、今 後 とも厳 しさが 続 く財 政事 情 のなか で 、そ の体質 強 化 が求 め られ る よ うにな って きて いる。

④ これか らの経済 社会 は 、生 産活動 が 基本 的 な課 題 で あ ったい わば生 産 重視 の社 会 か ら、需 要 重視

の社会 へ と移 行 して い くもの と考 え られ る ので 、マ ーケ テ ィ ング等 の市場 開拓 等に っ いて 、従来 と

は異 な る新 たな対 応 が必要 となって きて い る。⑤ 高齢化 、高学 歴 化 、女性 の社 会 進 出な ど、今 後増

大 す る こ とが予 測 され る労 働力 供給 へ の質 的 ・量 的対応 に、新 たな展 開 が要 請 され る、 とい った点

が 指摘 され よ う。

以上 の点を踏 まえ る と、今 後 の地 域 の産業 振 興 を図 って い くた め には 、 これ ま で の 工 業 誘 致 を

中 心 と した発想 のみ では十 分 な対応 が で き な くな って お り、今 や 、地 域 の主体 性 と創 意工 夫を 軸 と

した 、新 た な地 域 産業 振興 の発 想 がな され るべ きで あ る。 この新 しい地 域 産業振 興 の発 想 を 、 こ こ

で は 「地 域 産業 お こ し」 と呼 んで い る。 「地 域 産 業 お こ し」 は、地 域経 済 の 自立 的 発展 の基 礎 を形

成す るこ とを 目指す もので あって 、それ に は、新 たな発想 、新 たな手 段 によ って工業 等 を誘 致す る

一85一



態様(誘 致 型)と 、新 た に産 業 を興 す場合 も舎 め、地 元 産業 の 振興 を図 る態 様(内 発 型)と が あ る。

いず れ の態 様 で あ って も、そ の推 進 を図 るた め には 、居 住環 境 、都市 開発 、交 通、 文化 、福 祉 、景観 、

環 境 保 全 等 、地 域 の様 々な問 題 と密 接 に関連 す る もので ある こ とにか んが み、地 域 社会 づ くりの中 に

適正 に位置 づ け て進 めて い くこ とが 肝 要で ある。

各地 域 で、地 域 産業 お こ しを推 進 して い くに際 して は、次 の よ うな5っ の問 題分 野 に取 り組む 必要

が ある。(第2表)

第2表 地 域 産 業 お こ し の5つ の 問 題 分 野

①新規開拓の課題分野 一 成長産業分野への跳躍

②地元発掘の課題分野 一 既存産業分野の再設計

⑬就業開発の課題分野 一 全天候型の雇用方策

⑭戦略選択の課題分野 一 地域産業おこし体系づけ

⑤地域経営の課題分野 一 地域経営システムの確立

①新 規 開 拓 の課 題

マイ クロエ レク トロニークス産 業 、新 素材 産業 、バ イオ イ ンダ ス トリー等 の頭 脳集 約 的 な成 長産 業 へ

の期待 は、各 地域 共通 の もの とな って お り、 これ ら産 業 の立 地 に適 合 した ソフ ト面 も含 む新 たな産業

基盤 の整備 を 図 る こ とが必 要 で あ る。 ま た、革 新 的技 術 を駆 使 して新 商 品 の開発 を 目指 すベ ンチヤ ー

ビ ジネス の育成 も必要 で あ る。

⑦ 地元 発 掘 の課 題

地 域経 済 の活 性化 を 図 る ため には 、地元 に既 に根 づ いて い る産 業 を、 活力 と発 展力 の ある産業 に再

設計 す る こ とが 大切 で あ る。 地 場 産業 にっ いて は 、地 元資 源 を活 用 しっ っ消費 者 ニ ー ズに適合 した製

品 の開発 、販 売 マ ーケ テ イ ングカ の強 化 、地域 ブ ラン ドの形成 等 が課 題 とな る。 サ ー ビス産業 にっ い

て は、域 内 自給率 の向上 や 、広 域供 給 型 へ の育 成 を通 じて 移 出力 の強 化 が課 題 と なる。 ま た農 林 水産

業 につ いて は、 それ 自体 の生産 性 向上 と とも に、加 工 や販 売 ・サ ー ビス を結 び っ ける こ とに より高 付

加価 値 化 や複合 化 を 促進 す る こ とが 課 題 とな る。

③ 就 業開 発 の課 題

地 域 の労 働力 は 、人 々の 定住 意識 の高 ま り等 に伴 って量 的 に増加 す る可 能性 が ある一 方 で、 高齢 化 、

高学 歴 化 、女性 の社会 的 進 出や労 働 に関す る人 々の価値 観 の変 化 な どに よ って質 的変 ぼ うをみ せて い

るQま た、 マ イ ク ロエ レク トロニ クス な どの技術 革 新 の進展 は 、労 働環 境 に大 きな影 響を 及 ぼす可能
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性 が あ る。 この よ うな 労働 力需 要 と供給 の両 面 にわ た る変化 に対 応 しなが ら、短期 的 な景 気 変動 に も

長 期的 な構 造変 動 に も安定 的 に対応 で きる よ うな、 いわば 全天候 型 の就 業 開発 方策 を 確立 す る ことが

重要 な課題 とな る。

④戦 略選 択 の課 題

各 地 域が 、今 後 活発化 す るで あ ろ う地 域 間競 争 に打 ち勝てるだけの競 争 力 を確 保す るた め には、地 域

の現 状 を把 握 し、未来 へ の ビジ ヨ ンを持 ち、地 域 産 業 お こ し方策 を体 系 づ け る こ とによ り、取 り組む

べ き戦 略的 方 向を 自 らが選 び とり確立 す るこ とが肝要 で あ る。 そ の際 、各地 域 はそ の自然 的 ・社会 的

特性 等 を十 分 に把 握 し、地域 に賦存 す る諸 資源 を 有 効 かつ適 切 に活用 す る ことや、地 域 内 のコンセ ンサ

ス を形成 す る ことが極 め て重要 な課 題 とな る。

⑤ 地域 経営 の課題

地 域産 業 お こ しは、情 報環 境 部門 、地 域 開発 部 門 な ど多岐 に わた る部 門 と密接 にか か わつ て いる。

この ため、 自治 体 、企業 等 各種 の主 体 か ら成 る地域 を 経営 的視 点 で一 体 的 に とらえ、各 主体 の有 機 的

な協 力 ・連携 を 図 る こ とを通 じて 、地 域 全 体 の努力 ・活動 を 効果 的 に結集 す るこ とが肝要 で あ る。

以上 は二 っ の重点 課題 に限 って の 紹介 で は あ るが、 今後 の都 市行 政 な い し都 市 開発 に当 た って示 唆

す る点 が極 めて 多 い もの と思 う。 しか し等 し く北海 道 の都 市 とい って も、 札幌 市 の よ うに過 大化 して

「爆発 す る都 市 」が あ る一 方、産 炭 都市 や地 方小 都 市 の よ うに爆発 しな い都市 が ある。 そ こで は深 刻

の度合 や 様相 にお いて著 しい差 が ある。 したが って報告 書 が指 摘 して い る課題 の うちの どれ を採 用 し

てそ れ を行政 施策 の中心 に据 え るか は、現 在 置 かれ て い る各 都 市 の発展 段 階 や性格 に よ って 異 な るで

あ ろ う。 しか しいずれ の場 合 に おい て も、以 上 に紹介 した二 っ の報 告 書 には 、今後 の都市 行 政 の方 向

に大 き な影 響 を与 え る もの と考 え る。

私 の この小 論 は、 これ ら二 つ の報告 書 が指 摘 して いる内容 を大 き く越 える もので はな い。 た だ こ こ

で は、 これ らの労 作 に学 び なが ら、特 に 「地 方 の時 代」 とい われ て い る現 在 の 、そ こに お け る 「ま ち

づ くり」の二 、 三 の問 題 点 にっ いて 、若干 私 見 を述 べ てみ た い と思 う。

3.地 方 の 時 代 と北 海 道 の ま ち づ く り

こ こ数 年 ま えか ら、 「地 方 の時 代」という言葉 が頻繁 に用 い られ、 ま たそ の言葉 を め ぐって 、 さ まざ

まな論 議 が展 開 され て い る。 そ して最近 で は、 「新地 方 都市 時代 」 と い った言 葉 す ら生 まれ て いる。

と ころで 周 知の よ うに この言葉 は、昭和53年 夏 に長 州一 二神 奈川 県 知 事 に よって 、現代 社会 の問 題

を解 くひ とつ の歴史 的 キ ー ・ワー ドと して提 唱 され た もので ある。 そ の後 、 この言 葉 の もっ意 味 内容

は、若 干 の ニ ュア ンスの差を 伴 いな が ら、三 全総 の定 住構 想 や 、 また国民 生 活 白書 、 あ るいは故 ・大
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平 首相 の 「田 園都市 国家構 想 」 の中 に も現 われ 、一 層強 力 な形 で推 進 され て き た。 そ れは 明 らか に上

か らの方 向づ けで は あ った が、 しか しそ こ には共 通 して時代 の変化 を示 唆す る何 かが 動 いて きた。 そ

れ は一 口に い うな らば 、それ迄 の工 業 開発一 本 や りの 中央集 権 政治 、っ ま り工業 主 義 と集権 主義 の時

代 に終 わ りを告 げ 、かわ って地 方 中心 、地域 中 心 の新 しい時代 の幕 明 けを告 げ る もので あ った。 この

「中央 か ら地方 へ 」 とい う画 期 的 な思 潮 の転 換 は、 同時 に多 くの人 々に よ って、例 えば 「量か ら質へ 」

「集 中か ら分 散へ 」 「画一 か ら多様 へ」 「集権 か ら分権 へ 」 「他立(他 律)か ら自立(自 律)へ 」 「

巨大か ら微 小 へ」 「ハ ー ドか らソ フ トへ」 そ して 「客体 か ら主体 へ 」 とい うよ うに 、対...的な意 味 内

容を もっ もの と して表示 され て いる。

この よ うにみて くる と、今 日主 張 されて い る 「地 方 の時 代 」 とい う転 換 の社会 的 意義 は 、決 定 的で

あ る。 そ れ は、す で に玉 野井芳 郎 氏 等 も指摘 して い るよ うに、政 ・官 ・産癒着 に も とつ く国 レベル の

総 合 的政 策決 定 の あ り方 と、 巨大 科 学 の無 制約 に容認 す る集 中的 な工 業 方式 に対 す る、根 本的 な問 い

直しにあ る こ とが わかる。も しそ うだ とす ると、 これ迄 の 「中 央 中心 の時 代」 に代 わ る 「地 方 中心 の時

代 」 は、 容 易な らざ る変 革 の時 代 を迎 え た ことになる。で は この よ うな変 革 は 、果 た して 可能 なので あ

ろ うか。

(1)地 方 の 時 代 ～ そ の 実 現 可 能 性 を め ぐ る 問 題

さて、 ここ に一 っ の興味 あ る調 査報 告が あ る ので、 まず そ の内容 を 紹介 しなが ら、 この問 題 にっ い

て 考 えて み た い と思 う○

この調 査は 、昭 和54年 に、東 洋 大学 教授 、都 市 経営 総合 研究 所 長坂 田期雄 氏 が、 全国187人 の

市 長 を対象 に、地 方 の時代 とは い ったい何 か、今 の地 方 の実態 は果 た して ど うなのか 、そ して ほん と

うに地 方 の時代 の実 現 を可 能 にす るに は、今 後 どん な問 題 ま たは課 題 を克服 しな ければ な らな いか 、と

い った点 を中心 に、現場 か らの訴 え と提 言 とを求 めた もので ある。

それ に よ る と、① 高度 経 済成 長 の反 省 の上 にた って 、地 域 の暖 か い人 間関 係 を見直 す。 ② 住民 意識 、

価 値 感 が変 化 して 、身近 な事柄 、地 方 の住 み よさ、文 化 の創造 な どに関 心 が もたれ は じめ た。 ③ 個性

と主 体性 の あ る地 域 づ くりの志 向 が強 い、 とい った点 で 、地 方 の時代 へ の主 張 には賛 成 で あ る、 とす

る意見 が大 半 を しめて いた。

しか し他 方 ま た、相 当 数 の市 長 か ら 、か な り根本 的 な疑 問が 投 げか け られ て い た。 そ の主 な ものを

あげ る と、① 地 方 の時 代 とい うの は 、 これ まで の 中央集 権 的な行 政 が 、中 心都 市 の過 密化 を もた ら し 、

そ の悪影 響 が 限界 に達 した ので 、や む な く地 方 へ の逃 避 を考 えざ るを得 な くな って 出て きた考 え方 で

は な いのか 、② 新 しい時代 が 到来 した よ うに評価 され て い るが 、 それ は じっ は理念 や掛 け声 だ けで 、

それ を実 施 す る国 の具体 的施策 は何 もない で はな いか 、③ と くに地 方 のす み ずみ まで支 配 して い る国

庫 補助 金 にっ いて は、 中央 は これ を手 離 す よ うな気 配 はま った くな く、 あ くまで 中央集 権体 制 を維持

..
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して い く姿勢 ・意欲 が強 く出て い る。 ④ した が って、 中央 が い う地 方 の時 代 とい うの は 、ポ ーズ と口

先 きだ けで あって 、ホ ンネ はそ れへ の指 向 をか た くなに拒 んで いる。 この ま まで 果 た して地 方 の時 代

が開 け るのか ど うか 、 はな はだ疑 問 で あ る、 と い う もの で あ った。

事 実 これ らの疑 問 を裏付 け るよ うに 、全市 長 の80%以 上 のか たが 、次 の よ うな事 項 の実 現 を訴 え

て い る○

①地 方 の時代 と して いま 多 くの住民 が受 け とめて いる のは 、地 方 分 権 だ けで はな く、 む しろ中央 に

集 中 して い る雇 用 の場 や教 育 ・文 化 の地 方分 散 で あ る。 つ ま り 「働 く場 の創 出」 で あ る。

② 今 日中央 が地 方 をガ ンジガ ラ メに しば り統制 して い るの は 、国 庫補 助金 で あ る。 した が って基 本

的 には 、 この国庫補 助 金 の廃止 が最 大 の課 題 で あ る。 しか し、 この よ うな大 改 革 を直 ちに行 うことが

困難 だ とすれ ば 、当面 、最 小 限 の条件 と して 、 国庫補 助 金 に よ る細 部 へ の指 示 、干 渉 、 関与 を やめ て

もらい たい。 素材 は国 が提 供す る と して も、組 み合 わせ や料 理 は地 方 に まかせ て も らいた い。

この ほか、 国 と地 方 、府 県 と市町 村 との あ るべ き関係 に っ いて、 まだ 多 くの訴 え と提 言 が な されて

い るが、 と もあれ 以上 に指 摘 した問題 点 は 、み な地方 の時代 実現 に とって の難 問題 で ある。 私 が 先 に 、

中 央 中心 の時代 に代 わ る地 方 中心 の時代 の実現 が、容 易 な らざる変革 を意 味 す る もので あ る とい った

の も、 この よ うな難 問 題 の存 在 を予 想 して の ことで あ る。 しか し変 革 とい って も、そ れ は暴力 的 な方

法 で変 革 を試み るので はな く、 徐 々 に転 換 が 始 め られ る もので なけれ ば な らな い。

私 は真 に地 方 の時 代 が実現 され るた め には 、少 な くと も次 の二 っ の立 場 か らの接近 が相 互 に精力 的

にな され なけれ ば な らない と考 え る。 一 っ は外発 的立場 か らの接近 、い ま一 っ は内発 的立 場 か らの接

近 で ある。 外 発 的立場 か らの接 近 と は、す で に述 べた とこ ろか ら も察 せ られ るよ うに、 国 の立 場か ら

の接近 で あ り、 これ に対 し内発 的立場 か らの接 近 とは 、市町 村 そ の もの、 つ ま り住 民 と自治体 か らの

接 近 で あ る。 私 は前者 を 「外発 的地 方 主 義」 、後 者 を 「内発 的地 方主 義 」 と呼 ん で区 別 して い る。

「地 方 の時代 」 と表 現 す る ときの意 味 内容 は 、人 によ って異 な る思 うが 、少 な くと もそ の 内実 を決

め る ものは、人 々 の地 域住 民 と して の 自己主体 化 で な ければ な らな いと考 え る。 なぜ な らば 、故 ・松

原治 郎 氏 が いみ じく も指摘 した よ うに、 「地方 の時 代 は 、国 が保 障 して くれ る もの で もな けれ ば、知

事 や市 長が約 束 して くれ る もので もない。 ま して学 者 や文化 人 が名 付 けれ ば生 まれ て くる とい った も

の で もな いか らで ある。 したが って地方 の時代 に とって最 も基 底 的な の は、 「内発 的 地 方主義 」 で あ

って 、それ は とり あえず 、一 定 の地 域 ま た は地 方 に生 きる生 活 者 た ちが、 そ の歴史 的 ・風 土的 個性 を

背景 に、そ の地 域 または地 方 に対 して一 体感 を もち、経 済 的 自立 性 をふ まえて 、 みずか らの政治 的 ・

行 動的 自律性 と、文 化 的独 自性 を確立 す る活 動 で あ る とい うこ とが で き よ う。

{2)地 方 の 時 代 へ の 胎 動

地方 の時代 へ 向か って の動 きのな かで 、い わゆ る 「外発 的 立場 か らの地 方主 義 」 は別 と して 、 「内
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部 的 立場 か らの地 方主 義 」 は、 も う始 ま って い る とい え る。 それ は何 よ りも まず 、若 者 の人 口移 動 と

意 識動 向 のなか に看 取 され る。 例 えば 国 土庁 の 『大 都市 住民 の地 方定住 意識 調 査』(昭 和55年)に

よ ると 、 「地 方 へ居 住 した いか ど うか 」 とい う質問 に対 し、東京 圏 出 身者 の場合 は全体 の12。5%、

そ の他 の圏 の 出身者 の 場合 は39.4%が それ を 肯定 し、 しか も 「収 入や 働 き 口が あれ ば地方 に住む 」

とい う条 件 付 き指 向 を含 め る と、そ れ ぞれ の割合 は33.3%と62.7%に ふ くれ あが る。 この動向 を

反映 して 、すで にUタ ー ン ・Jタ ー ン意 識 、 ある いは 「ふ る さ と指 向 」が若 い世代 の間 に定 着 し、結

局は 「田舎 の ほ うが住 み やす い と い うのは 、若 もの に とって 不思 議 で も何 と もな い。 当然 の発想 だ 」

とい われ る段階 に ま で きて い る。

このほか 、産 業面 で も新 たな動 きを看取 す るこ とがで き る。 周 知 の よ うに 、昭和50年 以 降 、経済

の基 調 は高 成長 よ り低成 長 へ と大 き く変 った。 そ の た め各地 方 自治体 に おいて は 、 「新 しい地 域 開発

が 再び 重要 な課 題 と して登 場す る こ とにな った。 そ の点 、昭和52年 末 に 出 され た三 全総 の 「定住 構

想1は 、全 自治 体 か ら大 きな期 待 を もって迎 え られた。 何 とか 、 「働 く場を 」 「雇用 の場 を」 とい う

のが 多 くの 自治 体 の相 言葉 で あ り、 か くして全国 各地 に 「新 しい産 業お こ し」 の模 索的 動 きが広 ま っ

て い った。 われ わ れ はそれ を1.5次 産業 の創造 、 例 え ば周知 の大 分県 の 「一 村一 品運 動1の 中 に認 め

る こ とがで きる。

い まで は古 い こ とに属 す るが 、昭和55年2月7日 の 「日本経 済 新聞 」に、平 松 守彦 大分県 知事 の

『若 者 を引 き止 め る大分 県
、 「一 村 一 品運 動 」 お らが村 の新 名物 作 り』 と題 す る論稿 が の って い たが 、

そ のは じめ は次 の よ うな こ とばで書 か れ て いた。

「私 た ちの大分 県 で は いま 、"一 村 一一品 運動"が 全県 にわ た って推 し進 め られ て い る。47の 町村

が 、 それ ぞれ 一品 ず っ新 しい特 色 あ る産品 を 開発 して い こ う とい う運 動で ある。 みん な の知 恵を 出 し

合 って、 自分 の 町や村 が 長 い将 来 にわ た って全 国 に誇 れ る よ うな 「何 」か を生 み 出 して い く。 ど うし

て も、そ う した特 産品 の育 ち に くい と ころは、 名所 や 旧跡 の類 で もいいで は な いか。 と もか く、お ら

が村 の 自慢 目玉 、生 きが い は こ こに あ るとい うものを一 つ 、協力 して つ くって い こ うとい うので あ る。」

いま この よ うに 、 「無 か ら有 をつ くる 」試 み が、 全国 の幾 つ か の地 域 で 具体 的 な動 き とな って始 め

られて い る。 われ われは それ を道 内の 、例 えば 池田 町 、函館 市 、富良 野 市及 びタ張 市 の 「ワイ ン ・ブ

ラ ンデ ー醸 造 」 に、 「北海 道生 薬 公 社 の設立 」 に 、ま た清里 町 の 「芋 し ょうち ゅ う」に、 そ して更 に

は東 藻琴 村 の 「ナ チ ュラル チ ーズ」 等 に も認 め る こ とが で き る。

もち ろん 全般 的 には ま だ こ うい った事例 は多 く もな く、 また成 果 もそ れ ほ ど上 が らず 、苦 しみの渦

中 にあ る とい った ものが多 い。 しか しとにか く以 上 に述 べ た よ うな新 しい動 きが、80年 代 の新 しい

課 題 と して胎 動 して きて い る とい うこ とは 、確 か にい えそ うで あ る。 そ れ は牛 の よ うに ノロイ歩 み で

は あるが 、 ま さ し く 「地 方 の時 代 」へ の幕 明 けを示 す もの とい え よ う。
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第3表 道 内都 市 にお け る 「一 村 一 品運動 」 の展 開

都市名

札幌市

江別市

千歳市

恵庭市

小樽市

函館市

タ張市

岩界沢市

美唄市

芦別市

赤平市

三笠市

滝川市

砂川市

獅
深川市

一 村 一 品 運 動 の 内 容

「好 きです』SAP㎜ 」 「定山渓地域振興」

「豊平 リンゴまっ り」 「スノーホ ッケー」

レンガ、 レンガ工場等 「レンガの街」

rス カツフ。(アイスクリーム、シロ ヅプ)」

[鮭みそ」 「泉郷獅子舞i」 「カルス トーン」

「サーモ)〃ぐ一ク(権想)」 「支笏湖観光開発」

「千歳川 さけまつ り」 「支笏湖水 まつ り」

「総合福祉 センター」

「めん羊の飼育 ・販売」

「小樽運河 とその周辺環境整備」 「歴史的建

物造物、都市景観保全」 「海 ・港を媒介に し

たイベ ン ト」 「/¥°テイシバ クシ ヨン(健 康増

進運動)」 「市民劇場活動」

「水産珍味加工品 」 「水産加工 ・漁労機械」

「漁網 ・漁具」 「西 部地区の歴史的街並の保

存 と活用」 「はこだてワイン」 「函館港 まつ

り」 「ふ るさとまっ り(あ そびの記録)「 カ

ラー電車等是緬 電車の活用」 「青函 トンネル

焼 」 「手づ くりハム ・ソーセージ」

「メロンブランデー ・ワインづくり」 「ロー

カル廃棄物エ ネルギー供給」 「石炭の歴史村」

「フア ミリースクールふれあい(宿 泊施設)

「東山聖苑」

「玉ねぎ」 「玉ねぎジ ュース」 「在宅福祉サ
ービス特別地区」 「いわみ ざは公園(大 規模

総合公園」

「ハスカツプ ・シロップ ・ジヤム ・ジユース」

「富良野芦別 自然公園、国民宿舎、芦別温泉、

芦別 レジヤーラン ド」

「ローカルエネルギーシステム、 ウ ッドコー

ル、あかびらふる さと文庫」

「三笠恐竜まっ り」 「メロン漬物工場」

「青少年に大空への夢(体 系化構想 一少年科

学 クラブ ・グライダー滑空場 ・航空科学館他)

「道 立子 どもの国」 「遊水池 の多目的利用」

「鮒 のすずめ焼」 「緑化都市」 「郷土芸能 ・文

化の保存」 「市立総合病院」 「克雪対策 」

「商店術整備」

「サロモンカツプ、ジ ュニアスキー大会」

「深川ふるさと祭 り」 「音江山ろ く大規模ス

キ ー場」 「閑llユ ーカラ米生産販売(全 農家

家畜飼養運動で土づ くり)」

都市名

旭川市

士別市

名寄市

富良野市

留萌市

稚内市

北見市

網走市

紋別市

室蘭市

曹J牧市

登別市

伊達市

帯広市

釧路市

根室市

一 村 一 品 運 動 の 内 容

「旭川再発見運動」 「旭川国際パ ーサー大会」

「サフオーク種めん羊研究開発」 「サズベ リー

の研究開発」

「サフオーク種めん羊の研究開発 」 「ラズベ リ
ーの研究開発」

「ヘ レフオー ド牛 の力旺 食品開発研究」

「ふ らのワイン」 「ナチ ュラルチーズ」 「北海

道へそ祭 り」 「富良野スキー場」 「文化村」

[麓郷 の森」

「特産品開発(水 産加工品)」 「音楽の街づ く

り」

「チーズ ・ドリンクの製造開発」 「海峰太鼓」

「白夜祭」

「たまねぎの二次加製品試 事事業」 「北見ハ ヅ

カの観行振興事業」 「菊まっ り」

「乳酸 カル シウムの製造」 「たん白源 回収プラ

ン ト設置」 「オホー ックアカデイ ミア構想」

「オホーツク国際絵本まっ り」 「紋別流氷アー

トフエステイバル」 「紋別の特産品づ くり」

「産業観光(港 湾 ・製鉄所等)」 「自然景観

(絵 靹半島等)」 「うず らの飼育」 「室蘭市技

術情報交換プラザ」

「ハス カ ッフ。の生産加工」 「とまこましv・スカ

ッフ。ウイーク」

「地獄まっ り」 「温泉湯 まっ り」 「漁港まつ

り」

「地域産業育成協議会」 「キヤベ ツ 『北ひか

り』 の京浜市場開発」 「伊達武者 まっ り」

「歴史的地名の復活保存 」

「オイル ドセーター、手造 り生ハム等 ・幸福

友 の会」 「十勝川 イカダ下 り」 「帯広百年記

念館 ・ロビーコンサー ト」 「おびひろバザ ー

ル」 「帯広の森 の造成 と市民植樹祭」

「多獲性魚及び低利用魚の有効利用」 「低品

位炭熱供給システム」 「複合生産農業 システ

ム」 「観光漁港構想」 「湿原観光開発」 「大

学創 出構想」 「全天候型野菜等生産システム」

「多獲性魚等の付加価値向上(試 作)」 「根

室物産展の開催(東 京)」 「根室の自然、 日

本一の選定」 「ふるさと運動」 「ごよ うまい

獅子舞」

(資 料:『 北海道 自治研究』1984年 、6月 号参照)

一91



(3)今 後 の 北 海 道 に お け る ま ち づ く り

地方 の時代 を実 現 す るた め に は、以上 に述 べた ことの ほか 、 まだ た く さん のそ して 新 しい未知 の問

題群 が存 す る と思 うが 、 こ こで は紙 数 の 関係 もあ るので 、最後 に、地 方 の時代 にお け る北 海道 の都市

づ くりに っい て、二 、三 提 言 め いた ことを述 べ て終 りに したい と思 う。

まず 、第1点 は 、道 内 の各地 域 の イ メー ジ と結 び っ けた い、 いわ ゆ る ロー カル ブ ラン ドの創 出 に も

っ と多 くの知恵 を働 かすべ きで あ る とい うこ とで あ る。

思 うに現 在 お よび将 来 の北海 道 にお いて 、 まず 第1に 要 請 され る ものは、 停滞 ま たは過 疎 とみ られ

る市町 村 に対 して 如何 に 「働 く場 」 または 「雇 用 の場 」を与 え(ま た確 保 し)、 民 生 の安 定 を はか る

とい うことであろう。低 成長下 に あ る今 日のわ が国 の経済 下 で は、か つ て の よ うな新 た な地域 へ の工場

進 出 は あ ま り期待 で き な いで あ ろ う。 したが って外 か らの工 場誘 致 にだ け頼 るので はな く、それ ぞれ

の地域 の もつ特性 、地 域 内 の力 お よびエ ネル ギ ーを活 用 して 、 自 ら開発 を進 め る とい う、 い わば 「内

発 的 開発 」の方 向が 真剣 に考 え られ 、か っそ れが 実行 に移 され る もので なけ れば な らな いで あろ う。

例 えば 先 に あげた池 田町 の 「十 勝 ワ イ ン」や そ の他 の例 の よ うに。

この こと にっ いて、作 家堺 屋 太一 氏 が大 変 お も し ろい ことを述 べて い る。 彼 は この80年 代 は 「知

恵 の時 代 」、 「工 芸化 の時 代 」で あ り、地 方 に こそ チヤ ン スの 多い時 代 とい うので あ る。 す なわ ち、

「80年 代 は、資源 が安 くて 豊富 な物 量 の時 代か ら、"知 恵 の時代 。に 移行 す る。 ・ ・…

これ まで は 、豊富 な 資源 を使 って、大 量 生 産、規 格生 産 が進 ん だ"工 業 化 の時代 。で あ ったが 、80

年 代 以 降 はむ し ろ無形 価 値 を多 く含 ん だ多種 小 量生産 の時代 で あ り、"工 芸化 の時代 。にな るで あ ろ

う。 それ は ま さ に地 方 に こそチ ヤ ン スの多 い時代 であ る。 そ のチヤ ンスを生 か すには 、 無形 価値 を生

む よき ロー カル ・イ メ ージ と結 びっ い た ロー カル ・ブ ラ ン ドを創 り出す こ とが大 切 で あ ろ う。 地 域の

人 々の誇 りと 自信 が"知 恵 の文 化 。を生 み 、 それが"知 恵 の価値 。を創 り出す とい うこ とを 、十分 に

認識 して お くべ きで あ ろ う」 と。

で は、地 方 を こ の 「知恵 の文化 」にふ さわ しい もの に改造 す る には、 ど う した らよいで あ ろ うか。

これ に対 し堺屋 太一 氏 は 、続 いて 次 の よ うに述 べて い る。

「そ れ に はまず 、各 都市 が"ミ ニ 東京 。志 向 を捨 てて 、 それ ぞれ得 意 の分 野 に特 化す るこ と 、っ ま

り"産 業都 市 。(イ ンダス トリー ・キ ヤ ピ トル)を 目指 す ことで あ ろ う。 …"イ ンダス トリー ・

キ ヤ ピ トル 。は"イ ンダ ス トリー ズ ・キヤ ピ トル 。で はな い。 っ ま り"特 定 の産業 の首 都 。とい う意

味 で あ って 、産 業一 般 の盛 んな大 都市 と い う意味 で は ない。 ・ … イ ンダ ス トリー ・キ ヤ ピ トル は、

特 定 の産業 にっ いて は全 国一 の都 市(首 都)と い う意味 だ。 この場合 、単 に工 場 が あ るとい うだけ で

な く、"そ の産業 のす べ て が ある 。こ とが 必要条 件。 当 該産 業 の生 産現 場 は もちろん 、商取 引 、金融 、
●

企業 の中枢 管理 機 構、 技術 研 究機 関 や 調査機 関 、デ ザ イ ン、広告 ・広報 、教育 機 関か ら産業 に関す る
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展 示 物 、博物 館 まで そ ろ って い る都市 な の で あ る。 特 に欠 かせ な い のは 、当該 産 業 の企 業 首脳 とその
ハイソサエティ

家族 が あ り、 そ の人 々を中核 と した"上 流社会 。が形成 され て いる ことだ。 」

堺 屋 太一 氏 に よ る と、 日本 で は残 念 な が らこの種 の産 業都 市 に当 た る ものは非 常 に少 な い とい う。

そ れ だけ に氏 のい う産 業都市 は、 アイ デ ィア と して は極 めて興 味 ある もので あ る が、 か な り非 現実 的

な面 を含 んで いる。

私 は 堺屋 太一 氏 のい う 「産業首 都 」 といわ な いまで も、せ めて 大分 県 の 「一 村 一品 運 動 」 に似 た も

の が、北 海 道 の各 自治 体 にお いて も展開 され 、で きれ ば池 田 町 の よ うなま ちづ くりが一 つ で も多 く出

現 すれ ば 、 これ に こ した喜 びは な い と考 え る。

事 実北 海道 にお いて も、横路 知事 が一 村 一品 運動 を提 唱 して 以来 、各 市 町村 はそ れぞ れ に地 域 の特

産 品を 加工 して、競 って 「一 村一 品」 の名 乗 りを あげ るよ うに な った。 い ま都 市 の みを 取 り上 げて み

る と、 第3表 の ようにな って いるGそ れ は一 見 して わ か る よ うに、 極 め てバ ラエテ ィ ーに富 ん で いる。

だが 聞 くと ころ によ る と、その大 部 分 は、 まだ海 の もの とも、山 の もの と もつ か な い もの が多 い よ う

で あ る。

思 うに 「一 村一 品(運 動)」 は、 線香 花 火 で終 わ って しまって は な らな い。 少 な くと もそれ は、将

来、そ の地 域 の地 場 産業 と して、 地域 発展 の一 っ の大 きな担 い手 とな る ものでな けれ ば な らない。 し

たが っ て この意味 で の一 村一 品 は、隣 りの村(町)で あれ を作 ったか らお らの村 で も、 とい った形 で

の 「単 な る思 い付 き」 で あ っては な らな い。 それ とい うの も、一 村一 品 は一 朝一 夕 に 出来 上 が る もの

ではな いか らで ある。 た とえば 、池 田町 や富 良 野市 はぶ ど う栽 培 とワイ ンづ くりで全 国 に知 られて い

るが 、 もと も とこれ はこ の地 域 に はな か った もので あ る。 現 在 これ らの地 域 で は、 ワ イ ンは品質 にお

いて 世 界的 な評 価を 得 、 また醸造 工場 や研究 所 、 レス トラ ンや ワ インガ ーデ ン な ど も完 成 して 、す で

にそ の基 礎 は確立 され る に至 ったが 、 しか し ここに至 るまで の道 の りは 、決 して容 易 な もので はなか

った○

池 田町 に比べ る とか な り後 輩 に当 た る富良 野市 にお いて も、第4表 にみ られ るよ うに、 ぶ ど う果 樹

研 究 所 を設置 して以 後 、市民 待望 のふ らの ワイ ンが発売 され る まで に5年 の歳 月を 要 して い る し、 ま

た今 日のふ らの ワイ ンの基礎 が 出来上 が るまで に は 、研 究所 の設 置 以来12年 の歳 月 と、設備投 資 の

主な ものだ けで も優 に8債 円を超 え、 これ に研 究 開発 費 や人 件費 の負 担 額を 加 え る と、驚 くなか れ10

債 円 以上 の投 資 額 にな って い る。 な お 、 こ こに至 るまで の間 、 多 くの職員 や住 民 が本場 ヨー ロ ッ/¥°の

銘 醸地 に出 か け、 ぶ ど うの栽 培技術 や醸 造技 術 を身 にっ けて帰 って き た こと も、忘れ て は な らな い こ

とで あろ う。
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第4表 ワイ ン事 業 の主 な経 過

年 月

47.4

5

48.3

49.9

50.2

51.6

9

主 な 出 来 ご と

富良野市 ぶどう果樹研究所設置

ぶどう栽培試験地を南扇山に設置 し、品種試験

を開始する。

酒類製造試験免許 が許可され醸造に関す る試験6

研究を開始するo

栽培試験地で生産された 「ぶ どう」を初めてワ9

インに仕込むる

果樹農業振興特別措置法(果 振法)の 適用を受

け、ワイ ン原料ぶ どう産地 として地区指定を受

ける。

北海道立中央農業試験場委託試験地を富良野市

山部町西14線 に調置(面 積50a)、 ヨーロ

ツぐ各国の醸造用ぶ ど う品種59種 を導入植栽、

同時 に富良野市ぶ どう樹 音試験地30aを 併設、

醸造用ぶ どう25品 種を植栽 し、北海道及び道

立中央農試 と富良野市 が一一体 となってぶ どう栽

培試験を実施す る。

ふ らのワイ ン、原料ぶ どう専 用品種 としてセイエ0

ベル13,053(赤) 、5,279(白)の 二品

種を指定 、本格 的な植栽奨励に入 る。

第30回 富良野スキー国体で初めてワインを試

飲す る。720Z壕1,250本 を提供っ

果実酒製造内免許を許可 され る。

ワイ ンラベル選定委易会で 「ふ らのワイン」の
●

ラベルを決定する。

果実酒期限は製 造免許を許可 される。農産物処10

理加工場施設 としてのワイン工場及び事務所竣

工0地 下1階 、地上2階 、延面970.43m2

年 月

52.2

53.1

53.9

54.3

11

4

只
U

55

5E.4

57.8

ユ0

主 な 出 来 こ と

の洋風の建物が誠

77.FIS、 ワール ドカ ップ富良野大会でふ

らのワインを試飲す る。720mε 壕2,000本 。

市民待望 のふ らのワインの発売を開始する。

北海 首、一 ≡験所 より加工用ぶ どう醸造適正

調査 の事務委託を受ける。20種 、2力 年間,

ワイン事業関連施設 として、自然休養管理セン

ターを清水山山頂に建設、4月 より業務を開始

す る。

農産物処理加 工施設 として、ワイ ン工場増設工

事竣工、地下1階 、地上1階 、延面種983.12

2
工no

果実酒製造本免許が許可 される。

,峯、らのワイ ン配送セ ンター竣 工(鉄 骨平屋建、

2402
mo

原料 ぶどう新品種農場4haを 設置。

ワイン鮒 麟 工(囎 平屋200m2)。

モ ンデ ・セ レクシヨン主 催による 「第20回

ワール ドセ レクシヨン、ワイン部門1で ふ ら

のワイン赤、白金賞,

シヤ トー ・フラノ 「ウイテイスアムレンシス 」

の新発売。

原料ぶどう新品種農場5。3haを 増設0

資料:津 田光陽 「富良野市 の農産原工事業の経過 と現況」 靴 海 道自治研究 』185(1984年)、P・23よ り転載 、

確 か に 、産 品 と して の一村 一 品 が成 功 す るた め には 、まず第1に 加工原 料 が コンス タ ン トに供給 で

き る こと、第2に 製 品 の需要 が 消費 市 場 に おいて確 保 され る こと、第3に 企業 経 営 と して の収 支採 算

が とれ る こ と、 しか し、 「ま ちづ く りは人づ くりか ら」 といわれ るよ うに、一 村 一 品 の場合 において

・,
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も、人 の問 題 、つ ま り 「人 づ くりの問 題 」が すべ て に優先 して い るよ うに思 われ る。 道 の内外 を 問 わ

ず 、 この種 の運動 で成功 して い る例 を み る と、そ こ には 必ず とい って よい ほ ど、十 分 にア イデ ィア を

出 し合 い 、地場 産業 を振 興 し、技 術 を 向上 させ て 他 の追随 を許 さな い産 品を っ くり出す とい う、 自主

・連帯 ・創 造 ・実践 に富 んだ住民 が多 数存 して い る。 この点 わ れ われ は、 い うと ころの一 村一 品運 動

も、窮 極 的 には 「人 づ く り」 の問題 で あ るとい って よ いので は な いか と考 え る。

もち ろん一村 一品 は、物 に限 った もので はな い。 札 幌 の雪 まつ り、網走 や紋 別 の流氷 まっ りとい っ

たい わゆ る 「イベ ン ト」 も、一村 一 品 の対象 で ある。 また、一 村 一品 とい って も、 必ず そ うで なけれ

ば な らな い とい うもので はな く、場合 によ って は二 村一 品 で も、 また三村 一 品で もよ い ので あ る。 要

は 如何 に して地 域 の特性 に合 った 「産業 お こ し」をす るか と い うこ とで あ る。 産 業 お こ しに関 して は 、

既 に二 っ の報告 書 の解 説 の ところで も触 れ た よ う に、五 っ の課 題分 野 が考 え られ るわ けで あ るか ら 、

自市 の構造 や性 格 を考慮 して、 その うち どの問 題 を選択 すべ きか それ を慎 重 に決 定 すべ き こと は

い うまで もな い。

さて 、第1点 にあ ま りに も多 くの紙 数 を費 した ので 、急 遠 第2点 に移 る こ とにす る。

第2点 は 、地 方の時 代 にふ さわ しい ま ちづ くりは、住 民主 体 に よ る もので なけ れ ばな らない とい う

こ とで あ る。 この こ とは、北 海道 にお いて特 に要 請 され るこ とが らで あ る。 とい うのは 、北海 道 の開

拓 は 、主 と して官 主導 の形 で行 われ る こ とが 多か った ので 、住民 の間 には 、 い まだ に官 依 存 、行 政依

存 の 意識 が強 く、む らづ くりや ま ちづ く りは住民 の仕 事 で は な く、行 政 の仕 事 で あ る とい った主張 が

強 くみ られ るか らで あ る。 この よ うな 意識 が 存す る限 り、個 性豊 か な地 方 の時代 にふ さ わ しい まちづ

くりは、 殆 ん ど不 可能 に近 い とい って よ か ろ う。

既 に述 べ た よ うに 、地 方 の時代 に とって 最 も基 底的 な ものは 、 「内発 的 な 地方 主義 」で あ り、 それ

を 支 え る ものは 、そ の地 域 の歴史 的 ・風 土 的個 性 を背 景 に 、 しか もそれ と一体 感 を もち、 そ こで荒 々

し く生 きて い る生 活者 と して の住民 で あ る。 っ ま り地 方 の時代 にふ さわ しいま ちづ くりは 、 まず何 よ

り も、そ こに 自主 、責任 、連 帯 、創造 お よび実 践 の意欲 を もった住 民 が い るか いな いか にか か って い

る とい って も過 言 では ない。 したが って 、各 都市 に おいて 、常 に そ の実 態 を肥 握 し、必 要 あれば時 に

啓豪 し、また 時 に援 助 ・協力 す るな ど、そ の活動 を 積極 的 に推 進す べ く努力 す る ことが必要 で ある。

住 民 主 体 の コ ミ ュニテ ィづ くりが、如 何 に個 性 豊か なか っ特 色 あ る地 域 社会 の形 成 に寄 与 して き たか 、

全国 あ るい は道 内諸 都市 の事例 をみれ ば そ の事 情 は明 らか で あ る。地 方 の時代 にふ さわ しい まちづ く

りにお いて は 、以上 の点 を看 過 して は な らな い と思 われ る。

第3点 は、地 方 の時代 に則 した個性 ある ま ちづ くりを成 功 させ るた め には、行 政組 織 の内 部 に、強

固 な 「受 け皿 」を整 えて かか らなけれ ば な らな い とい うこ とで あ る。

地 方 の 時代 は、 「人 材 が ものを い う時代 」だ ともい われて い る。 そ れ だけ に、 人材 の登 用 や それ に
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代 わ る担 当組織 には 、一 工 夫 が な ければ な らな い。 中国 の 『戦 国策dに 、 「千里 の馬 あれ ど一 人 の伯

楽 な し。 」 とい う有 名 な諺 が あ る とい う。 これ は 、聞 くとこ ろに よ ると、 才能 ある人 が いて も、それ

を使 い こなせ る人 が いな い とい うた とえ だ とい う。今 日の行 政 に は、 か くれ た名馬 を探 し出 し、そ れ

を完 全 に使 い こなす伯 楽 力沙 ない とい うと ころに、 またそ うい う余裕 のな い とこ ろに 、組織 的活 力 を

呼 び お こせ な い 、 したが って また都市 の活性 化 に連動 し得 な い、一 つ の大 きな原 因が あ る といえ るの

で は なか ろ うか。

行 政 は 、 い うまで もな く、 「単 な る法 令 の執行 とい う機能 だけ では な く、地 域 的 な価値選 定 に基 づ

く政策 形成 とい う機能 も併せ もっ もので あ る。 そ れ だけ に、 自治 体 の 管理 者 に は地域 の社会 経 済 の動

向 、地 域 住民 の読 み に基 づ く、 果敢 な決 断 が必 要 で ある。 こ う した将来 の洞察 力 とそれ に基づ く決 断

力 の弱 さは、地 域 社会 を マ ネ ー ジす る のに致命 的 な欠 陥 ともな りか ねな い」 ので ある。 した が って 、

ま だ、 「受 け皿 」 の整 って い な い都 市 にお いて は、 まち づ くりに果 たす そ の意義 を考 え 、例 えば 「

市勢活 性 化担 当 委員会 」 ある いは 「産 業 お こ しプ ロジエ ク ト」 とい った一 っ の シ ステム を形成 し、時

に はそ の中 に民 間 エネル ギ ー の活 用 を も考 慮 しなが ら、一 日 も早 く地 域 活性 化 の ための課 題設 定 と、

そ の具体 化 に鋭 意取 り組 む べ きで ある。

この 点、私 が最近 調 査 のた め に参上 した富 良野 市 は 、最 もよ く成功 した一 っ の例 と して 、注 目に値

ずべ き もの と思 われ る。

周 知 の よ うに、富 良野市 は 、 ほん の10年 ほ ど前 まで は 、何 の変哲 もな い農村 地 域 の一 小都 市 で あ

り、例外 な く過 疎化 のか 中 にあ っ た と ころで あ る。 それ が変 身 を は じめ るの は、先 に指 摘 した昭和47

年 のぶ ど う果樹 研究 所 の設 置 と、 同年 に開 かれ た冬 季国体 スキ ー大 会 が契機 で あ っ た。 っ ま り、 昭和

47年 に、富良 野 市 が冬 季国 体 ス キ ー大 会 の開催地 に決 ま った際 、市 は西 武鉄 道 グル ープの 中核で あ る

国 土計 画(本 社 東 京)に 、第三 セ ク ターの1北 の峯観 光 開発 」 が経営 して い たスキ ー場 を 、肩代 わ り

す る よ う要 請 した。 この 国土 計画 の進 出を契 機 に 、富良野 市 の変 身 が始 ま るの で あ る。 す なわ ち、同

社 は昭和49年 に 「富良 野 プ リンス ホ テル 」を開 業す るが 、同 ホテ ル は、6年 目で早 くも経 営黒 字 に

転 換 す る。 今 日で は、夏 の7、8月 で97か ら98%の 稼 動 率を 示 し、 ま た通 年 で も全 国 の リゾ ー ト

ホテ ル界 で最 高 水準 の稼 動 率 を誇 るまで に至 って いる。 国土 計画 が富 良 野市 に投 じた資金 は32債 円

強 と いわれ て い るが、先 年 度 の富 良野 市 の観 光収 入 は堅 くみ て50債 円 とい われ 、 この うち西 武 グ ル

ープ によ る分 は25債 円 と推定 され て い る
。

しか し、市 は国土 計画 に頼 り切 って いた わ けでは な い。 昭 和52年 か らは国 際 スキ ー連盟(FIS)

の ワ ール ドカ ツプ を誘 致 、 また市 内南部 の山 部 自然公 園 「太 陽 の里 」 の整 備 を 急 ぐな ど、 多彩 な観 光

資源 の構 成 に努 め て い る。 特 に 、東 京 の文化 人 と ピザ を 突 き合 わせ て の交流 のな かか ら、富 良 野市 の

青 年 の活 性化 を は か りた い と い う発 想 の も とで計 画 され た 「文化 村 」 は、 シ ナ リオ作 家倉本 聡氏 の テ
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レ ビ ドラマ 「北 の国か ら」 に よ って 、観 光 面 で も思 わ ぬ花 を開 く結 果 とな った もので あるが 、 これ は

市 の開発 構造 のな かで も、看 過 して な らない ものの一 っ で あろ う。

と ころで これ と関連 して 、 この夏 ま た富 良野 市 に新 しい観光 の メ ッカが誕生 した。 これ は富 良 野青

年 会議 所 のOBが 組織 して い るオ フィ スFURANOが 中 心 とな って、面 積4万 平 方 メ ー トル の 山林

を切 り開 い てっ くった もので あ る。 つ ま り、 「北 の国 か ら」 の主 人公黒 板五 郎 の家 と五 郎一 家 が最 初

に住 みっ い た廃屋 を 移設 し、 更 に そこ に新 た に数棟 の丸太 小 屋 とキ ヤ ンプ場 その 他を 併設 して っ くっ

た、 い わゆ る 「 麓郷 の森 」 といわれ て い る とこ ろの ものがそ れ であ る。 今 年 は準 備 不足 で 、本 来 の

趣 旨、 っ ま り 「夏冬 を 問 わず 自然 の中 で ドラマ と同 じよ うに富良 野 の生 活 を体 験 して も らいた い」 、

と い う趣 旨を浸 透 させ るまで には至 らなか った よ うで あ るが 、 しか し富良 野 市商 工観 光課 長佐 藤与 吉

氏 の談 によれ ば、 「そ れで も日曜 ・祭 日は2,000人 以上 、平 日で も500人 近 い観光 客 が道 内外 か ら

連 日押 し寄 せ た」 とい う。 これ は、 名所0旧 跡 や単 な る ロケ地 観光 とい った 従来 の あり方を 越 えて 、

そ の土地 で の生 活者 との 「触 れ合 い」 と 「体 験 」 を通 じて 「感 動 して み た い」 とい う、新 しい観 光 ニ

ー ズの広 が りを示 して いる よ うに思 われ る
。

第5表 年 次 別 観 光 各 の 入 込 数 の 推 移

年
分

47

48

49

50

51

5z

53

54

55

56

57

58

計

392,0UO

416,553

520,149

691,474

:・::

962,323

965,979

1,059,365

1,176,361

1,173,583

X124,314

1,298,149

X100,572

1.400,586

道 内 人

人

318,665

390>666

554>574

::

862,581

::・ ・.

964,651

1,103,725

1,104,948

1,187,582

1,274,308

道 外 人

人

・:::

129,150

ユ36,900

112>000

99,742

79,016

94,714

72,636

68,635

110,566

126,278

ス キ 場

208,0(沁

242,553

382,138

456,895

617,614

675,943

・::・:

783,051

907,061

944,561

1,014,212

1,082,964

宿 泊 者

人

147,642

190,266

298,450

180,407

197,260

177,741

175,404

206,205

214,028

241,369

251,058

(注)※ 印 の数字 は 「北 の国 か ら」 の ロケ地 入 込 数 資料:富 良野市商光観光課
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と もあれ 「農 村づ くり」、 「人 づ くり」、 そ して 「富良 野市 民 が 自 ら誇 れ る ま ちづ くり」 を 目指 し

て の、市 、富 良 野観 光 、JC関 係 者、 そ して 農協 な どに よ るい わゆ る強固 な 「受 け皿 」 の存在 が 、今

日の富良 野 市 の活性 化 に大 い に寄 与 して い る もの と思 わ れ る。 わ れ われ はそ の一 端 を 、第5表 の 「観

光額 の入込 の推 移 」 に認 め る ことが で きる。 地方 の時代 に則 した、 また個 性 あるま ちづ くりを成功 さ

せ るに当 た って 、何 よ り もまず 、行政 組織 の内外 に 「受 け皿 」を 整 えてか か らなけ れば な らな い とい

った理 由 が、以 上 の事例 に よ って よ く理解 され る もの と思 う。

4.む す び

私 は 、 「地 方 の時代 」 の主 張 に共 鳴 す る点 が 多い。 しか しどの よ うに して地 方 の時代 にふ さわ しい

まちづ くりを実 現す るか とい う段 にな る と、あ ま りに も制 約 が多 く、正 直 な とこ ろこれ とい った決定

的 な妙 薬 はな い よ うに も思 う。 しか しその 中に あ って以上 に述 べ た事 柄 は、地 方 の時 代 の都市づ くり

へ 向か って の一 っ の道程 で あ る と考 え る。 他 の まちづ くり に学 び なが ら、 しか も工 夫 と努力 を 重 ねて、

一 歩 一歩 目的 に近 づ くこ と以外 には
、 あ るいは地 方 の時代 にふ さわ しい都 市 を実現 す る道 は ない のか

も知 れ な い。

注(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

)

)

貞
)

7

(

(

久世公 莞 『地 方 都市 論 ・地 方 の時代 の都 市 振興 戦略 』 ぎよ うせ い 、昭和58年

玉野 井 芳郎 『地 域主 義 の思想 』 農山 漁村 文 化協会 、昭和54年

坂 田期雄 『地 方 都市 の時 代 に向 けて ～ 全国187市 長 か らの訴 え と提 言 一』 磯村 英一 監修 ・

'

坂 田期雄編 集 『明 日の都 市① 』 中央法 規 出版 、昭和55年 所 収

松原 治郎 編 『地 方 の復権 』学 陽 出版 、昭 和55年

堺 屋太 一 『産 業首 都 を育 て る』 磯 村英 一 監修 ・坂 田期 雄編 集 『明 日の都市(18)』 中央 規出

版 、昭和56年 所収

下条 美智 彦 『自治体 の環 境対 応 組織 ・地域 づ くりと組織革 新』 学陽 書房 、1981年

本稿 は、昭 和60年10月25日 に開 催 され た 「北海 道都市 問 題会 議 」 にお い て、同 題 の もと

に研 究発 表 を行 った時 の草稿 に若干 手 を加 えた もので あ る。

一98一


